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平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査 

漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会（第２回） 

 

議 事 次 第 

 

日 時：平成 28年 12月 12日（月） 15:00～17:00  

場 所：エッサム神田ホール１号館 601会議室 

 

 

1. 開 会 

 

2. 議 事 

(1) 平成 28年度第１回委員会の指摘と対応について 

(2) 沈設魚礁の安全性の照査方法の検討について 

 ・ 沈設魚礁の流体力算定の検討について 

 ・ 沈設魚礁の安定性の検討について 

(3) 着定基質の安定質量算定式の検討について 

(4) 海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討について 

 

3. 閉 会  
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平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査 

漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会（第２回） 

配布資料 

 

 出席者名簿 

 座席表 

 資料 1  平成 28年度第１回委員会の指摘と対応 

 資料 2  論点メモ 第 2回検討委員会での論点 

 資料 3  沈設魚礁の安全性の照査方法の検討 

 資料 4  着定基質の安定質量算定式の検討 

 資料 5  海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討 

 参考資料 平成 28年度第１回委員会の議事抄録 
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平成 28 年度  
漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査 漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

 
第２回委員会 出席者名簿 

 

  所  属 ・ 役  職 氏  名 備 考 

委員 

福井県立大学 海洋生物資源学部海洋生物資源学科  教授 大竹 臣哉   

国立大学法人東京海洋大学 学術研究院 
 海洋科学系海洋環境学部門 教授 岡安 章夫  

東京大学 大学院 工学系研究科社会基盤学専攻 教授 田島 芳満  

水産庁 

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 課長 吉塚 靖浩  

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 課長補佐(設計班担当) 朝倉 邦友  

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 漁港漁場専門官 不動 雅之  

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 性能規定係員 提箸 真弘  

事務局 

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 部長 中山 哲嚴  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 生物環境グループ グループ長 川俣 茂  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 生物環境グループ 主幹研究員 森口 朗彦  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 水産基盤グループ 主幹研究員 中村 克彦  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 水産基盤グループ 研究員 杉松 宏一  

（一財）漁港漁場漁村総合研究所 第 2 調査研究部 部長 伊藤 靖  

株式会社アルファ水工コンサルタンツ 東京本部 技術部 部長 綿貫 啓  

国際気象海洋株式会社 技術顧問 滑川 順  

国際気象海洋株式会社 技術部 銚子事業所 グループリーダー 小林 学  

国際気象海洋株式会社 技術部 第 2 グループリーダー 門 安曇  

(敬称略)   
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平成28年度　漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査
漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会

第2回委員会　座席表

〔欠席〕
桑原委員
水産庁　中村環境係長

出入り口

田島委員 

漁村総研 

伊藤部長 

大竹委員長 

水産庁 

吉塚課長 

水産庁 

朝倉課長補佐 

岡安委員 

水産庁 

不動漁港漁場専門官 

水産庁 

提箸性能規定係員 

漁村総研 

吉野専技 

水工研 

中山部長 

国際気象 

小林GL 

国際気象 

門GL 

水工研 

川俣G長 

アルファ水工 

綿貫部長 

水工研 

森口主幹 

水工研 

中村主幹 

水工研 

杉松研究員 

国際気象 

滑川技術顧問 
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漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

平成 28年度第１回委員会の指摘と対応 

 
委員名 指摘事項 対応 

●沈設魚礁の安全性の照査法の改訂の方向性について 

大竹 

委員長 

 流体力算定式の場合分けについ

て、魚礁単体、層積み、高層魚礁

のそれぞれどのように選択する

のか。 

 流体力算定式については、場合分け

せずに同一方法の適用を考えてい

る。 

大竹 

委員長 

 魚礁の効果は移動によって変わ

るため、許容移動量というものを

考えない方がよいのではないか。 

 水中における沈設魚礁の挙動を把

握した上で、適切な照査方法を検討

していきたい。 

 今回では、水槽実験で明らかとなっ

た沈設魚礁の挙動を報告する。 

 

岡安委員 

 魚礁を群体設置した場合と単体

設置との流体力の考え方の整理

が必要である。 

 群体設置により魚礁単体に作用す

る流体力が減少する可能性はある

が、端部に位置する魚礁には単体設

置と同程度の流体力が作用すると

考えられる。 

 しかし、沈設魚礁の効果や施工性等

を考慮すると、施設の安全性の確保

の観点から、設計上は群体設置の効

果を考慮しないことがよいと考え

ている。 

 

●海洋モデルの利用による流れの設計条件の決定に関する検討について 

大竹 

委員長 

 浮魚礁での流速観測データは重

要であり、蓄積すること。 

 高知県に加えて宮崎県での観測デ

ータの入手を進め、事例の蓄積を行

う。 
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第２回検討委員会での論点 

１．沈設魚礁の安全性の照査方法の検討 

（沈設魚礁の流体力算定の検討） 

 被災事例の検証手法や結果の解釈に問題がないか。 

 検証結果から、提案式に設計に用いる妥当性があるといえるか。 

 追加で検証しておくべき事項はあるか。 
 

（沈設魚礁の安定性の検討） 

 実験手法や結果の解釈に問題はないか。 

 実験による沈設魚礁の挙動を考慮すると、安定性の照査にあたってはどのよ
うな観点から検討を進めていくべきか。（事務局では、これまでに①砂地での
実際の滑動抵抗や被災過程を考慮した安定性評価と②許容移動量を考
慮した安定評価の２つの案を提示している。） 

 

２．着定基質の安定質量算定式の検討 

 新提案式の構築にあたって用いた整理方法や仮定等に問題がないか 

 現地試験結果との比較を通して妥当性があるといえるか。 

 汎用性の確認のために残された課題として整理した内容に不足はないか。 
 

３．海洋モデルの利用による流れの設計条件の決定に関する検討 

 事例の分析手法、結果の解釈に問題がないか。 

 加えて蓄積すべき事例等はないか。 
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 資料3  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 
国際気象海洋（株） 

（株）アルファ水工コンサルタンツ 

沈設魚礁の安全性の照査方法の検討 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 
 

２．沈設魚礁の安定性の検討 
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１．沈設魚礁の流体力算定の検討 
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検討経緯と現行設計における問題点 

 山形沖での高層魚礁の被災（H15～17）を契機に流体力算定法について造波
水槽での模型実験で再検討（H19～23）。その結果、従来法（モリソン式の
簡略的用法）は波力を過小評価することなどが判明 
 

 魚礁の流体力に関する様々な水理模型実験を追加実施（H25～26） 。その
結果、現行設計において、以下の課題が判明。 

  

 t
uVCUuUuACF MccD ∂
∂

+++= ρρ )(
2
1

モリソン式 

)/π2sin( TtUu m= 式(2) 

式(1)  

Fが最大となるtを求め、最大力Fmaxを算出 

ρ：水の密度、 CD：抗力係数、 A：基準面積、 u：水
平波動流速、Uc：流れによる設計流速、 CM：慣性
力係数、V：基準体積、∂u/∂t：水粒子加速度、 Um：
波による流速振幅、 T：波の周期 

「手引」では簡略的に以下が仮定 

 Um＝有義波からの算定値 

 CD＝定常流中での値 

 CM=2、V=実容積 

● 従来法は、波による流体力が過小評価 

  されるおそれ 

  ・ 最大波力は波群中の最大波で発生 

  ・ 波動流のCD＞定常流中でのCD 

現行設計の課題 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 

 

 

 

 

現行（従来法） 

3 
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モリソン式の代替法（提案式） 

CDS：定常流中の抗力係数 
Uc：設計で考慮する流れの速度 

22
maxmax 2

1
2
1

cDSmF AUCAUCF ρρ +=

 しかし、実海域の条件は実験での条件と異なり、波・流れが共存する場となっていることから、上の
提案式を基本として、共存場への適用を考慮し、以下の式を提案しているが、今後、この妥当性等
についての検証が必要である。（次回以降報告予定） 

2
maxmax 2

1
mF AUCF ρ= ρ：水の密度、 CFmax：最大力係数（KC数の関数）、 

A：基準面積、 Um：最大波動流速※１ 

 本提案式については、水理模型実験によって計測された最大流体力と比較することで、妥当性
等が確認されている。 

 実用するに当たっては、現地レベルでの提案式の妥当性を検証する必要がある。 
  （今回報告内容） 

※１ 算出方法は今後の検討課題であるが、（①最大波（H1/250、T1/250=T1/3)から微小振幅波理論により算出
する方法、②周波数スペクトルや方向分散性を考慮する方法などが考えられる） 

 波による最大流体力が波群中の最大波で発生することを踏まえ、より実用的な算定式
として、モリソン式の代替法を提案した。 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 

4 
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流体力算定法の妥当性の現地検証の流れ 

①検証に適した魚礁の抽出(既往整備補助申請資料検索) 
【抽出条件】 
 ・波浪・流速観測可能な設置水深（≤30m） 
 ・正確な設置位置がわかっていること 
 ・摩擦力の推定可能な設置条件（砂礫底等） 
 ・現行設計での低い安全率（≈1.2） 
 ・設計波に近い波浪に遭遇した魚礁 
②検証魚礁の移動状況の把握～既往調査資料精査 
③検証魚礁の遭遇波浪の把握～波浪・流動観測 

④魚礁の経験した最大流速、最大流体力の推定 
～波浪・流動観測結果、波浪シミュレーション等により
提案算定法の適用と検証 

  

⑥流体力算定法の妥当性の検討 
～推定安全率（最大流体力／摩擦力）からの魚礁の
安定性の予測と実際との比較 

⑤魚礁の流体力係数の測定 
水理模型実験によるCD、CM、CFmaxの測定 

２７年度 

２８年度～２９年度 

検証対象海域 
・長崎県野母崎沖（結果報告） 
・北海道豊浜沖（途中報告） 
・千葉県館山沖（途中報告） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 
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2015年12月 
A工区の捨石マウンド上の増

殖礁：北側のブロックが滑動・
転倒 

(2014年7月の台風通過後) 

2014/2/25 

2014/10/31 

増殖礁 

（参考）流体力算定法の妥当性の現地検証： 
調査結果(長崎県野母崎沖A工区) 

転倒 

転倒 転倒・埋没 

滑動・破網 

北側のブロックが最大約2m
移動したと推定 
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2013年11月計測（施工直後） 

2015年12月 

２層目が落下し平坦
化、設置範囲が拡大 

２層積み設置 

（参考）流体力算定法の妥当性の現地検証： 
調査結果(長崎県野母崎沖B工区) 
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•N県が実施した調査により2014年にブロックの滑動，転倒，埋没，破損が確認。そ
の原因とされている2014年7月台風8号（T1408）の来襲時の波浪を推定する。 

•2015年9月～12月、A工区とB工区において実施した流速計付波高計とADCPによる
波浪・流速データと最寄りの波浪観測点（NOWPHAS、伊王島）での観測データを
用いて波浪推算モデルの検証を行う。 

【波浪推算の方法】 
NOWPHAS（伊王島）の波浪観測データは，
対象地点での波浪との相関が必ずしも高く
なったため、以下の手順で波浪推算を実施。 
①海上風の推定 
気象庁MSM（メソ数値予報モデル）の解析値及
び予報値を使用（格子間隔：約5km） 
②波浪推算 
推算モデル：第3世代スペクトル法であるWAM
に準拠した3G深海域モデル（格子間隔：5km） 
③波浪変形計算 
エネルギー平衡方程式法（格子間隔20m） 

調査対象工区と波浪観測位置 

① 被災時の高波浪推定 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

長崎県野母崎沖 
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推算モデルの検証（A工区，2015/9～12） 

野母崎A工区の観測波浪と推算波浪（H1/3）の推移の比較（2015/9/15～12/8） 
   高波浪時の推算波は観測値を再現している． 

日本海
低気圧 
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推算モデルの検証（B工区， 2015/9～12） 

野母崎B工区の観測波浪と推算波浪（H1/3）の推移の比較（2015/9/15～12/8） 
高波浪時の推算波は観測値を再現している． 
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推算波高最大時の波高分布 
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伊王島の波浪は、
概ね再現できている
ことを確認 

【波浪推算の結果（T1408）】 
 NOWPHAS伊王島における推算波と観測波の比較 

推算波と観測波の推移比較 
（伊王島,2014/07/09～10） 
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【波浪推算の結果（T1408）】 
 最大有義波高（伊王島、野母崎）まとめ 

伊王島(NOWPHAS）と野母崎観測位置 野母崎観測位置（2015/09～12） 
：波浪推算格子サイズ（5km×5km） 

地点 T1408による最大波浪 

沖波 対象位置 起時 海底地盤高 

D.L.*3)(m) 
H0(m) T0(s) 波向(°) H1/3(m) T1/3(s) 波向(°) 

伊王島
NOWPHAS 

観測値 ー ー ー 5.26 12.6 221 2014/7/9 15:20 
ー 

推算値*2) 5.53 11.7 202 5.05 11.7 202 2014/7/9 23:00 
推算値 A工区 

8.04 11.2 190 
6.32 

11.2 
187 2014/7/10 

00:00 
-12.1 

B工区 6.81 196 -23.0 

*1)伊王島の観測値水深：T.P.-31.9m 

*2) 推算波高H0×Ks 

*3)潮位は気象庁の長崎（松ヶ枝）を採用し，日時は推算波高最大の7/10 00時：T.P+0.18m． 
 ここでT.P=M.S.L=D.L+1.64m（保安庁潮汐表より）．計算潮位=T.P+0.18m=D.L+(1.64+0.18)=D.L+1.82m  

4-6-a87



＜参考＞波浪推算（計算条件・野母崎における計算結果） 

計算領域とT1408の経路 

推算波浪（野母崎A,B工区)の推移 
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※）計算条件 
・計算領域：30.0N,129.0Eを中心とした1500km×1500km，格子間隔：5km,単領域 
・推算ステップ:120s，1時間毎に出力 
・海上風場は気象庁MSM解析値及び予報値を使用（3時間毎の実況解析とその間の1時間毎の予想） 
・推算モデル：WAMに準拠した3G深海域モデル，方向分割角10°，周波数分割数22 
・周期は1.03T2m，T2m=[1/E(∫f2S(f)df)]-1/2.波向はエネルギー加重平均法 
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＜参考＞波浪変形計算（計算条件） 
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※）計算条件 
・計算領域：8.0km×8.4km，格子間隔：20m 
・計算方法：エネルギー平衡方程式法 
・方向分割角：5°，周波数分割数:11分割 
・入射波 ：Ho=8.04m,T=11.2s,波向=N190°E（波浪推算位置；野母崎 P-1の推算波高を採用） 
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波浪変形計算領域と波高分布（T1408の最大波高時，Ho=8.04m,T=11.2s,波向N190°E) 
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A工区 
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目的 
昨年度実施した現地検証試験の対象施設（A工区：増殖礁、B工区：魚礁）
の波動流中での流体力係数の測定 
方法 
実験水槽：造波水槽（長さ70.0m×幅0.7m×深さ2.2m×水深1.2m） 
模型縮尺：1/25 

B工区の魚礁 

2900 

1900 
15

00
 

A工区の増殖礁 

90
0 

12
00

 

現地スケール 
単位：mm 

② 対象施設の流体力係数の測定（目的・方法） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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模型A（増殖礁） 

項目 模型A 模型B 

迎角0゜ 迎角45゜ 

部材幅D(cm)注1) 2.0 1.2 1.2 
射影面積A(cm2)注2) 60.80注3) 93.90 94.34 
実容積V(cm3) 229.76 257.09 257.09 
定常流中の抗力係数CDS 1.10注4) 0.67 0.83 

注1) KC数KC=UmT/D（Um：流速振幅，T：周期）の計算に用いる。注2)射影面積は重なった部分も
加算。注3) 網を除いた値。注4)「漁港漁場の施設の設計参考図書2015年版」表15.2.1より算出。 

迎角45゜ 

入射波方向 

迎角0゜ 

模型B（魚礁） 

② 対象施設の流体力係数の測定（模型実験） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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計測項目（計測機器）：水面変動（容量式波高計）、水平・鉛直流速（超音波式流速計）、水
平・鉛直流体力（分力計） 

計測方法：２分力計２台によって支持された模型をコンクリート床（下図）上に貼り付けたスポ
ンジ（厚さ10mm）に接するように固定した（模型と底面との隙間を埋めるため）。 

計測冶具拡大 

作用波の各条件（波高と周期）におけるKC数 

周期(s)  
波高(cm)  

5 10 20 30 40 
1.5 6 9 
2.0  15  31  62  92  123  
3.0  27  53  106  160  213  
4.0  37 74  148  222  297  

※KC数はＤ=1.0cmとして計算。 

勾配1/50 

造波機 

h=0.64m 

勾配1/5程度 

造波機 

消波材 
2.20m 

4.7m 20.0m 

70.0m 

砂 魚礁 鉄板敷設 

波高計 

超音波流速計 

2分力計 

1.02m 

1.14m 

37.0cm

69.0cm

28.4cm

3.0cm
0.4cm

魚礁模型 二分力計

計測イメージ図 
30cm 

ベニヤ 
（厚さ1cm） 

スポンジ 
（12cm×12cm×厚さ1cm） 

② 対象施設の流体力係数の測定（測定方法） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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赤実線：𝐶𝐶𝐷𝐷 = 2.479 × 𝐾𝐾𝐾𝐾−0.253 (𝐾𝐾𝐾𝐾 > 17.15) 赤実線：𝐶𝐶𝑀𝑀 = 1.091 × 𝐾𝐾𝐾𝐾0.209(𝐾𝐾𝐾𝐾 > 5.07) 

CDS=1.10 

② 対象施設の流体力係数の測定（測定結果：模型AのCDとCM） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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y = 1.215 x0.210 

R² = 0.914 
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y = 3.232 x-0.343 

R² = 0.775 
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迎角0゜ 

赤実線：𝐶𝐶𝐷𝐷 = 3.23 × 𝐾𝐾𝐾𝐾−0.343 　  𝐾𝐾𝐾𝐾 > 8.68  

CDS=0.67 

赤実線：𝐶𝐶𝑀𝑀 = 1.215 × 𝐾𝐾𝐾𝐾0.210     (𝐾𝐾𝐾𝐾 > 7.99) 

② 対象施設の流体力係数の測定（測定結果：模型BのCDとCM） 
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赤実線：𝐶𝐶𝐷𝐷 = 5.004 × 𝐾𝐾𝐾𝐾−0.353   𝐾𝐾𝐾𝐾 > 14.10  

CDS=0.83 

赤実線：𝐶𝐶𝑀𝑀 = 0.790 × 𝐾𝐾𝐾𝐾0.307     (𝐾𝐾𝐾𝐾 > 8.41) 

迎角45° 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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模型B（迎角45°） 

青実線：𝐶𝐶𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 = 16.089 × 𝐾𝐾𝐾𝐾−0.559  𝐾𝐾𝐾𝐾 > 5.04  

CDS=0.83 

青実線：𝐶𝐶𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 = 15.301 × 𝐾𝐾𝐾𝐾−0.479     (𝐾𝐾𝐾𝐾 > 8.34) 

模型A 

CDS=1.10 

② 対象施設の流体力係数の測定 
      （測定結果：模型Aと模型B(迎角45゜)のCFmax） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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台風8号襲来時の最大波  
H1/3 = 6.32m (＜設計波のH1/3) 
T1/3 = 11.2s (＜設計波のT1/3) 
工区平均水深h=13.92m 

摩擦係数μ=0.6 
水中重量：47.36kN 
滑動抵抗力R=28.42kN 

設計条件と安定計算の概要 被災時の予測 

砕波の影響あり 

提案法による滑動安全率 
H = Hmax= 9.98m 
Um =3.60m/s  
Fmax=34.02kN 
（CFmaxの式による） 
安全率R/Fmax=0.84 
（参考）H=H1/3とすると、 
 R/Fmax=1.61 

従来法は流体力をかなり過小評価 
提案法による試算は妥当な範囲 
 （ただし、多少過大評価の可能性あり） 

設計上の安全率 
流体力：15.448kN 
安全率（滑動）：1.83≧1.2 
安全率（転倒）：2.11≧1.2 

設計条件 
設置水深：13.83（8.2～11.2）m 
海底勾配：1/50 
設計波高：H1/3 = 10.63m 
   周期：T1/3 = 15.30m 
底質:貝殻混じり砂礫 
摩擦係数：0.6（捨石上） 

 
波・流れ：波単独 
設計流速：2.678m/s※1 

図心高さ：2.1m 
転倒中心距離：1.450m 

H=H1/3,CD=1.10、CM=2.0 従来法による滑動安全率 
H = H1/3 = 6.32m 
Um =2.25m/s  
最大流体力Fmax=12.5kN 
（微小振幅波を仮定し、モリ
ソン式で算定） 
安全率R/Fmax=2.27 

※1 旧手引による砕波帯での設計流
速算定式Um=K√ghによる。改訂後の
設計参考図書によると、Um=4.15m/s 

③ 従来法と提案法との比較（A工区） 
１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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台風8号襲来時の最大波  
H1/3 = 6.81m (＜設計波のH1/3) 
T1/3 = 11.2s (＜設計波のT1/3) 
h=24.82m 

摩擦係数μ=0.5 
水中重量：55.18kN 
滑動抵抗力R=27.59kN 

設計条件と安定計算の概要 被災時の予測 

砕波の影響なし 

提案法による滑動安全率 
H=Hmax=12.25m 
Um =2.81m/s  
Fmax=38.76kN 
（CFmaxの式で算定） 
安全率：R/Fmax=0.71 
（参考） H=H1/3とすると、

R/Fmax=1.74 従来法は流体力を過小評価 
提案法による試算は妥当な範囲 
 （ただし、多少過大評価の可能性あり） 

設計上の安全率 
流体力：20.116kN 
安全率（滑動）：1.26≧1.2 
安全率（転倒）：5.02≧1.2 

設計条件 
設置水深：23m（23～24m） 
海底勾配：1/50 
設計波高：H1/3 = 8.89m 
   周期：T1/3 = 15.60m 
底質:砂 
摩擦係数：0.5（ブロック上） 

 
海面流速：0.177m/s 
設計流速：0.212m/s 
設計波動流速：2.540m/s 

波・流れ：混在 
積重ね高さ：3m 
図心高さ：0.729m 
転倒中心距離：1.450m 

従来法による滑動安全率 
H=H1/3=6.82m 
最大流体力Fmax=8.15kN 
（微小振幅波を仮定し、モ
リソン式で算定） 
安全率：R/Fmax=1.74 

H=H1/3,CD=0.83、CM=2.0
試算（簡略化のため
流れを無視） 

③ 従来法と提案法との比較（B工区） 
１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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【検証方針】 
層積みされたコンクリート魚礁の高さの変化に焦点を当て
た調査 

 

【検証方法】 
① 全国の安定計算表から安全率の比較的低い魚礁を絞り込
み、調査する。出来型の音響調査結果を入手し、マルチ
ビームによる測量を行い、移動・礁高変化の有無を確認す
る。（今回報告） 
② 落下が確認された層積み魚礁を調査する。（今回報告） 
③ 調査対象魚礁の受けた最大波浪を推定し、現行の設計法
の妥当性を検討する。（次回以降報告） 

 
 

層積み魚礁の例 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証②） 

現地検証の方針・方法 
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設計条件と安全率 

•施工開始から４年を経過 
•現状は不明 
•層積み高さが9mより下がっていれば被災と判断 

豊浜沖 

 調査ではマルチビーム（EM2040）を使用して、水深約40mの人工魚礁2群を対象
に深浅測量を実施した。平成26年に北海道庁が実施した深浅測量の結果と比較した。 
 施工は平成24年度から実施 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証②） 

安全率の低い層積み魚礁の事例 北海道豊浜沖 
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 平成26年に計測された魚礁は平成28年に計測した結果に比べ、全体的に盛り上
がっているが、計測機器の性能が異なるため、計測精度の差に起因する可能性もある。
矢印で示したNo.2の一部は低くなっているようである。 

平成26年10月 

平成28年10月 

No.2 No.1 

同一魚礁群の測量結果の比較 

安全率の低い層積み魚礁の事例 北海道豊浜沖 
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No.1礁の点群データ（平成28年10月） 

魚礁の高さは高いところで高さ9ｍを確保 

安全率の低い層積み魚礁の事例 北海道豊浜沖 
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No.2礁の点群データ（平成28年10月） 

魚礁の高さは
高いところで
も7ｍ 

【結果】 平成26年10月（施工後2年経過）と平成28年10月のマルチビーム測量結果を
比較すると、測定機器の精度差のため、明確ではないが、No.2の魚礁群の１部で高さ
が低くなっているように見える。据付時に魚礁の高さの管理をしているとすれば、No.2
の魚礁群では高さ9ｍが確保できていないため、施工後に落下したと考えられる。 

安全率の低い層積み魚礁の事例 北海道豊浜沖 
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2014年18号台風 
10月6日 
998hPa 
最大風速 21.2m/s 
最大瞬間 37.0m/s 

経緯 
館山沖水深約19m、半径15mの範囲にFP魚礁3m型が防衛
省により２層積みで設置（2010年施工） 
東京海洋大学館山ステーションで定期観察され、2014年10
月の台風18号で魚礁が落下したことが推察 

検討計画 
安定計算表、施工後のビデオ映像の入手 
潜水調査による滑動の確認 
最寄りの波浪観測情報等から被災時の波浪条件を
推定し、設計条件と比較 

館山 

設置場所 

2010 年 2014 年 10 月 6 日～ 2014 年 18 号台風 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証②） 

落下が確認できた層積み魚礁の事例 千葉県館山沖 
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千葉県館山地区人工魚礁の安定性確認調査 
番号 No.18 No.19 

水深ｍ 23.5 16.8 

底質 砂質土 砂質・岩礁 

魚礁 FP魚礁3.25型 
20個 

FP魚礁3.25型 
20個 

状況 安定 2層目が一部落下 

座標 34°58′59.28″ 
139°46′24.72″ 

34°58′53.61″ 
139°46′24.48″ 

埋没 殆ど無し 無し 

安全率 ー 滑動：1.23 
転倒：2.46 

Ho‘ 
T 

ー 7.45m 
11.7s 

設計波高 
 
摩擦係数 

ー 4.40m 
0.5 

海底勾配 
 
海面流速 

ー 1/15 
0.368m/s 

施工年 平成22年 平成20or21年 

凡例 

調査箇所 

No.18 

No.19 

坂田 

波佐間 

東京湾 

落下が確認できた層積み魚礁の事例 千葉県館山沖 
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No.18（水深23.5m） 
平成22年施工 

No.19（水深16.8m） 
平成20または21年施工 

施工条件：設置はクレーン船による着底方式。位置管理はDGPSによるものと推測。 
 自動反転フックによる切り離しで、作業ダイバーは使っていないため多少傾いて施工
された可能性はある 

ヒアリング結果：東京海洋大の技官、ダイビングショップの社長によると、No.19は2年前
の台風の直撃で一部が落下 

平成23年11月に実施したROV調査と比較す
ると、現状でもほぼ同様な配置状況（2層目は
落下していない）。砂質底への埋没は10cm程 

平成28年10月調査 

2層目で直立していたブ
ロックは2個のみ。他は傾

いていたり、落下したりし
ていた。砂質底への埋没
はない。 

落下が確認できた層積み魚礁の事例 千葉県館山沖 
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2014年18号台風 
10月6日 館山 
998hPa 
最大風速 21.2m/s 
最大瞬間 37.0m/s 

御前崎 

下田 

第二海堡 

アシカ島は2014年は欠測 

台風18号 

日最大風速・風向 日最大瞬間風速・風向 
１ 21.2 南西 2014/10/6 38.5 北 2013/10/16 
２ 20.1 北北西 2013/10/16 37.0 南南西 2014/10/6 
３ 13.7 南西 2016/10/6 28.2 南南西 2009/10/8 

2008年以降、館山で観測された極大風速(m/s) 

2014年10月6日の波浪を把握し、 
魚礁の安定性を検討する必要がある。 

落下が確認できた層積み魚礁の事例 千葉県館山沖 
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２．沈設魚礁の安定性の検討 
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検討の背景と必要性 

２．沈設魚礁の安定性の検討 

沈設魚礁の合理的な安定性の照査のため、①沈設魚礁の
砂地への沈下・埋没の挙動特性を把握し、それを踏まえた
②適切な安定性の照査方法が必要である。 

 沈設魚礁が砂地への沈下・埋没することによって滑動抵抗
が増加することが指摘され、実験的に検討されている（糸
洌ら 1990、鵜戸口ら 1991、水上・谷山 1997）。 

 沈設魚礁の埋没が滑動抵抗の増加に寄与するかは埋没過程
に関わる。 

 例えば、①激浪時に洗掘し、その後に埋没する場合や②埋
没していても激浪時に再洗掘される場合は、滑動抵抗の増
加に寄与しない。 
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沈下・埋没に関する文献レビュー（参考） 
 魚礁の埋没は、局所洗掘、沈下と洗掘孔
の拡大、埋積によって起こる（Sheng 
2000 after Tian 1994） 

 （⇒最大洗掘深を越えて埋没し得ること
に注意） 

 底層流速が底質の砂の移動限界流速以下
であっても魚礁周辺では局所流（渦流）
によって洗掘が生じ得る（椹木・松見 
1983） 

 最大洗掘深は砂の移動限界流速のときに
発生し、流速がそれ以上大きくなっても
増加しない(木村ら 1996) 

 最大洗掘深はKC数の増加に伴い増加する
が、魚礁の形状、特に隅角部の有無に
よって顕著に変化する（金ら 1996） 

 隅角部底面がすり鉢状に洗掘され、そこ
から板状の隙間が魚礁底面に沿って発達
する。その結果生じる接触面積の減少、
支持荷重の集中により魚礁の沈下が起こ
る。魚礁は傾いたり滑ったりしながら沈
んでいく（金ら 1996） 

可能性のある小型構造物の埋没機構（Sheng 2000） 

沈下と共に洗掘孔が
拡大 

局所
洗掘 

埋積※1による洗掘深
の減少 

 ※1 埋積作用：堆積物で地表の窪みを埋めて同一の基準面に一致させようとする作用（岩石学辞典）  
34 
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目的  
砂質底上での魚礁模型の安定性について、不規則波中での洗掘、移動状況及び被
災限界を明らかにする。また、砂面上での見掛けの摩擦係数について妥当な設計
値を再検討する。 

角型魚礁（寸法：実物スケール） 

方法 
実験水槽：前掲と同じ 
模型縮尺：1/25 
魚礁模型：密度を変えた角型魚礁の1/25縮尺模型 
作用波：以下の限界波高を有義波高とした不規則波 

限界波高(cm) 
滑動・揺動限界波高（周期3sのとき） 

密度（g/cm3） 滑動／揺動限界波高(cm) 
1.14 6.9/9.0 
1.6 14.9/19.4 
2.3 22.1/28.7 

限界波高は、流体力係数（CD,CMの値または
CFmax)と周期=T1/3から算定される流体力と
μ=0.6（砂面上のブロックの値）を仮定して算定。 

揺動限界＝現在の設計法に
おける「転倒」限界 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討 

２．沈設魚礁の安定性の検討 
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魚礁模型の流体力測定 

赤実線：𝐶𝐶𝐷𝐷 = 5.883 × 𝐾𝐾𝐾𝐾−0.414 (𝐾𝐾𝐾𝐾 > 7.90) 

模型 模型 

赤実線：𝐶𝐶𝐷𝐷 = 0.578 × 𝐾𝐾𝐾𝐾0.344(𝐾𝐾𝐾𝐾 > 9.64) 

CDF=0.98 

流体力係数の測定結果 

項目 値 

部材幅D(cm) 1.2 
射影面積A(cm2) 59.52 
実容積V(cm3) 110.59 
定常流中の抗力係数CDF 0.98(正面) 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討 
（実験結果：流体力係数） 
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/s)
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u(cm/s) η(cm)

沖 岸 

沖 岸 

流向 

引き波で滑動し、
浮き上がる 

戻る勢いと押し波で、滑動し、
逆向きに浮き上がり、 

そのまま横転 

転倒に至らない 

滑動し、浮き
上がる 

滑動し、浮き上がるが、 

転倒に至る波形 転倒に至らない波形 

滑動前位置 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討 
（実験結果：沈設魚礁の挙動） 
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沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討 
（実験結果：沈設魚礁の挙動） 

38 
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密度1.14g/cm3の模型 

y = 1.89 x

0
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30

45

0 15 30 45

H m
ax
(c
m
)

H1/3(cm)

HmaxとH1/3の関係 

 
 
 
 
 

転倒 

滑動 

静止 

揺動 

θ＜90°：揺動
θ≧90°：転倒 

θ 

39 

密度1.6g/cm3の模型 

14.9 19.4

2.0 12.0 22.0 32.0 42.0
Hmax(cm)

転倒 

滑動 

静止 

揺動 

転倒 

滑動 

静止 

揺動 

22.1 

2.0 22.0 42.0 62.0 
H max (cm) 

転倒 

揺動 

滑動 

静止 

密度2.3g/cm3の模型 
滑

動
限

界
 

6.9 9.0  

2.0 7.0 12.0 17.0 
H max (cm) 

揺
動

限
界

 

滑
動

限
界

 

滑動・揺動の発生限界波高はH1/3ではな
く、むしろHmaxに近い（⇒魚礁の安定性
は最大波で規定） 
初期移動後に埋没・洗掘に伴い滑動抵抗
の増加が推察 
滑動限界＜揺動限界＜転倒限界 

滑動・揺動限界は
μ=0.6を仮定した
計算値 

今後の検討 摩擦係数の実測値と推定値と
の比較検討等により、砂質底上での被災限
界評価手法の確立に向けた検討を進める。 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討 
（実験結果：作用波高と移動の状態） 
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資料4  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 
国際気象海洋（株） 

着定基質の安定質量算定式の検討 
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着定基質（石材）の安定質量算定法の検討 

( )
6

3

1/2
U

g
KM

s

m
s 








−

=
ρρµ

αρ







=
以上の群で設置密度囲い礁を設けて敷詰め

以上の群で設置敷き詰め密度
単体で設置

75%04.0
75%2.0

1
α

M：石材の安定質量(t) 
μ：静止摩擦係数 
ρs、ρ：石材と海水の密度(t/m3) 



= での２乗平均流速）：底面から石の高さま流れの場（

最大波動流速）波の場（
cc UU

UUU :maxmax



= 流れの場

波の場
3.2
5.3

mK

これまでの提案式 

問題点 
現地試験の結果は、提案式がまだかなり過大な安定質量を算出する（安定質量算定値
は現行式で46t、提案式で15t、実際は約2t）ことを示唆。 
μとρsの一定の条件下でも、被害率は必ずしも最大流速Umaxのみで評価できない（周期
による系統的差異がみられることがある）。 
非対称な流速波形の影響の評価やより高いKC数の場合（振動流水槽実験の場合）への
適用性が検討されていない。 

D
TU

DTU
U

Da
U

Da
DUK zp

zp
C

max

max

2
max

max

2
max

3
max

22
max

)/(
=∝===

ρ
ρ

慣性力
抗力

（参考）KC数は水粒子軌道と石のサイズとの比であるが、以下の抗力と慣性力の比でもある。 

提案式の汎用性がまだ十分でない 
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算定法の再検討 
これまでの提案式の仮定 

再検討の方法 
検討１ 波の影響を表す最も妥当な物理量の検討（UmaxとUa、amaxとの比較） 
検討２ 高KC数と非対称振動流速に関する実験データの補強（振動流水槽実験の追加

実施） 
検討３ 仮定“U2/(µsgD) = 定数”の妥当性の確認。定数と見なせない場合は補正の検討。 

一定
摩擦力
流体力

=
R
F WRDUF 水中重量、 ×=∝ µρ 22

sgD
U

gD
DU

R
F

s µρρµ
ρ 2

3

22

)(
=

−
∝

3/1)/(
/)(

s

s

MDD
s

ρ

ρρρ

≡

−≡

下ではは石の代表長さで、以

ここに、

参照  提案式を変形すると 

sg
UKMD m

s µ
ρ

2
)/(

2
3/1 =≡ 一定==

mKsgD
U 22

µ

U2/(sgD)は底質粒子の可動性を表す一般的指標 
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検討１ 流速の評価方法 
u smoothed u du/dt
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被害率の変化を最もよく説
明できる物理量をUmaxとUa、
amaxとの比較により明らかに
する。ここに、 

流速の測定例と記号の定義 
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Umax Tzp (cms2)

a m
ax

 (c
m
s

2
)

30
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90
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amax  1.411
U max

T zp

zpT
Ura max

1max =

で近似できる。正弦波の場合は 
r1 = π/2 = 1.57 

となるが、造波水槽実験（右図）
では、 r1 = 1.411であった。 

amaxは最大加速度で 

2/)( minmax UUUa +≡
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被害率の説明変数の検討： 
波浪中での玉石底上の砕石（Case WP1） 

被災限界Ua = 52.9cm/s 
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被害率の説明変数の検討： 
波浪中での玉砂利底上での砕石（Case WG1） 

被災限界Ua = 51.5cm/s 
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被害率の説明変数の検討： 
波浪中でのモルタル底上の砕石（Case WM1） 

被災限界Ua = 45.7cm/s 
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被害率の説明変数の検討： 
波浪中での玉砂利底上の砕石複製模型（Case WG2） 
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検討２ 振動流中での玉砂利底上の砕石 
    実験方法 

縦型循環式回流水槽（試験区0.4×0.4×3m）を
用いる 
従来の試験と同じ砕石100個を用いて、玉砂利
底上に単体で砕石を設置し、周期10sで、流速
振幅が徐々に増加する振動流を与えて、移動
限界流速を調べる。 
発生させた振動流は以下の２種類 
Case O10SG1 対称振動流（Umax ≈ |Umin|） 
Case O10AG1 非対称振動流（Umax ≈ 2|Umin|） 
静止摩擦係数を引張試験と摩擦角試験により
測定 

玉砂利底 

砕
石 

超音波流速計 

振動流水槽での試験の様子 

Case 1

Time (s)
9008007006005004003002001000

Vx
 (

m
/s

)

1.4
1.2

1
0.8
0.6
0.4
0.2

0
- 0.2
- 0.4
- 0.6
- 0.8

- 1
- 1.2
- 1.4

Case O10SG1 Case 2

Time (s)
9008007006005004003002001000

Vx
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m
/s

)

1.4
1.2

1
0.8
0.6
0.4
0.2

0
- 0.2
- 0.4
- 0.6
- 0.8

- 1
- 1.2
- 1.4

Case O10AG1 

発生させた振動流の流速の時間変化 4-6-a123



検討２ 振動流中での玉砂利底上の砕石 
    実験結果（移動限界の流速と加速度） 

Ua, cr for O10SG1 = 71.8cm/s 
Ua, cr for O10AG1 = 63.7cm/s 

amax, cr for O10SG1  = 68.8cm/s2 

amax, cr for O10AG1  = 58.1cm/s2 

Umax, cr for O10SG1 = 71.3cm/s 
Umax, cr for O10AG1 = 87.1cm/s 
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Case O10SG1 
Case O10AG1 

Case O10SG1 
Case O10AG1 

Case O10SG1 
Case O10AG1 
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検討２ 振動流中での玉砂利底上の砕石 
    実験結果（摩擦係数） 



D
en

si
ty

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5 引張試験による摩擦係

mean   = 1.090
median = 1.075



D
en

si
ty

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5 摩擦角測定による摩擦

mean   = 0.772
median = 0.721

試験床 

試験砕石 

デジタル
傾斜計 

滑り出しの直前の傾斜角（摩擦角）を測定 

張力計 
砕石 

ゴムひも 

試験床 
石をゆっくり引っ張り、１個分移動間に
発生した最大張力を測定 

以下の測定を100個の砕石について
場所を変えて3回実施 

以降の解析
で用いた値 4-6-a125



検討３ 被害率の説明変数としての無次元量 
被

害
率
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)
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( ) 3/1
50 / sMD ρ≡ ( ) ρρρ /−≡ ss

石の可動性の指標： 

ここに、 

O08AP1:周期8sの非対称振動流中での玉石底上の砕石（H26年実験） 
O12AP1:周期12sの非対称振動流中での玉石底上の砕石（H26年実験） 
 

従来の提案式は波浪中の被害率
がψ1のみで説明できると仮定 
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検討３ 無次元量の比較評価 
Case 流動条件 底質 ρs 

(g/cm3) 
μ 被災限界 被災限界無次元量 

Umax,cr 
(cm/s) 

Ua,cr 
(cm/s) 

amax,cr 
(cm/s2) 

ψ1,cr 
 

ψ2,cr ψ3,cr 
 

WP1 波 玉石底 2.62 0.86 61.0 52.9 200.4 0.565 0.425 0.147 
WG1 波 玉砂利底 2.62 0.70 59.5 51.5 180.5 0.661 0.494 0.162 
WM1 波 モルタル底 2.62 0.66 51.7 45.7 160.3 0.528 0.413 0.153 
WG2 波 玉砂利底 1.34 0.74 26.9 23.3 65.9 0.559 0.420 0.245 
O10SG1 振動流 玉砂利底 2.62 0.72 71.3 71.8 68.8 0.921 0.934 0.060 
O10AG1 振動流 玉砂利底 2.62 0.72 87.1 63.7 58.1 1.375 0.735 0.051 
O08AP1 振動流 玉石底 2.62 0.81 98.6 82.2 103.6 1.566 1.089 0.081 
O12AP1 振動流 玉石底 2.62 0.81 101.5 78.5 66.1 1.660 0.993 0.051 

基
準
値 

評価 
過大 
妥当 
過小 

 ψ3は石の大きさの効果を評価できないだけでなく、石の密度に
よる効果も適切に評価できない。 

 ψ1とψ2は、周期が長い（KC数が大きい）振動流の影響を過大
評価する。 

 ψ3は、周期が長い（KC数が大きい）振動流の影響を過小評価
する。 
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被
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率
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検討３ 新算定式の構築 
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)]08.4(583.0exp[ −−−= φerd

被害率rd = 0.1のとき 
φ ≡ φcr = 2.65 

安定質量M=ρsD3は次式から繰り返し計
算により求めたDに基づき算出する。 

65.222.7

ln
2

max

==

=



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
−

cr

cr
azp

a
sgD
U

D
TU

a

φ

φ
µ
、ここに、

Ψ2をKC数の関数
で補正 

算定式の考え方 
CFmaxの式を援用し、最大流体力＝C×ρUa

2D2で表す。ここに、係数CはKC数の関数。 

被災限界の指標としてはψ2
でもまだばらつきが大過ぎる 
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検討３ 新算定式の現地試験結果への適用 
（参考）試験結果の概要（H27年度実施） 

室戸岬 

徳島県 

No.6 

No.5 No.10 

No.9 
No.4 

被災限界相当の流速が再度発生した
と推察 

調査開始前（台風11号襲来した
7/16）に割石は被災限界相当量移動
（⇒移動により安定化） 

 8/22～23にわずか(9cm以下)に移動 

被災限界流速に近いと推定 

調査開始前に横転して
いた割石 

2～3tクラス（1.16～3.01t；
M50=2.04t）の割石10個を
設置。設置時の割石（吊り下
げ金具は上側） 

Umax,cal:水圧からの最大波動流速の推定値 

試験地（志和岐）の位置 
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Time (s)
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- 1.5

最大流速発生時における流速波形 

2015年8月22～23日、志和岐地区で観測された最大流速発生時
の流速波形（水圧からの推定値）の例 

ρs = 2.59 t/m3, ρ = 1.025 t/m3, 
µ=0.8, Umax=3.5m/s,  
Umin= -1.5m/s, Tzp=2.0s 新算定式による 

D = 1.05 m 
安定質量M = 1.2 t  

Umax = 3.5m/s 

Umin = -1.5m/s 

Tzp = 2.0s 

実際の質量 
M50 = 2.0 t 

従来の提案式による 
安定質量M = 15.0 t  

検討３ 新算定式の現地試験結果への適用結果 

ほぼ妥当？ 

かなり過大 
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残された課題 
摩擦係数の再見直し 
 摩擦係数（特に、モルタル底の値）を再点検し、無次元量
Φと被害率との相関を改善できないかを再検討。 
非対称的な流速波形の予測手法の確立（次年度以降） 
 Umax、Umin、Tzp（またはamax） 
より小さい割石を用いた現地での移動限界の確認（次年度
以降） 

0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.60.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0



累
積

相
対

頻
度

玉石底（造波水槽）
玉砂利底（試作）
モルタル底（造波水槽）
玉石底（回流水槽）

摩擦角から測定した
摩擦係数の結果 
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海洋モデルの利用による流れに関する 
設計条件の検討 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 

資料5  
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●事例の蓄積（今回報告） 
• 海域によって外力等の条件が異なるため、事例の積み重ねる。 
• 福島県沖に加えて、長期流速観測と海洋モデルによる数値計
算を行っている茨城沖、島根県沖を事例海域として検討する。 

• さらに表層型浮魚礁での流速観測データを収集し、深海域で
の海洋モデルの予測値（但し、日平均化データ）との比較を
行う。 

 

●検討内容（次回以降報告） 
• 海洋モデルの適合性を検討するとともに、海洋モデルを設計
流速の決定に利用する際の注意事項を整理する。 

• 密度成層と適合性との関係、最大波高と最大流速の同時性や
方向関係などに留意する。 

海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討 
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事例の蓄積1  
データ例：高知県沖、黒潮牧場10号ブイ(2015年)  

○数ヶ月周期で 
     流速の変動が見られる 
   → 黒潮の影響 
 
○最大流速は 
  7月16日、100m深の 
            2.98m/s 
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2015 
2.98m/s 
 ( 7月16日、100m深)  

スカラー流速(観測値) 

スカラー流速(観測値、7月のみ拡大) 
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モデルとの比較 (外洋モデル：JCOPE2.1 vs 黒潮牧場10号ブイ) 

○数ヶ月周期で 
     流速の変動が見られる 
   → 黒潮の影響 
○平均的な流速場は 
    非常に良く一致している 
○7月16日の100m深における 
  最大流速2.98m/sは 
   外洋モデルでは 
     表現できていない 
   (モデル上0.90m/s)      

2015 

事例の蓄積1  
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Modeled Surf.

表層スカラー流速比較 
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Bottom
Modeled Bot. 下層(100m深) 

  スカラー流速比較 

16日(木)四国を中心に大荒れ
台風第11号が四国上陸。湿った気流で西
～北日本の各地で非常に激しい雨。高知
県魚梁瀬87.5mm/1h、奈良県上北山で日
降水量521.5mm、高知県室戸岬で最大瞬
間風速42.6m/s。

最大流速が発生し
た要因は定かでは
ないが、台風通過
に原因があるもの
と考えられる 
(外洋モデルでは 
 表現不可能) 
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2014 2015

スカラー流速比較(モデル：水面下30, 100m、観測値：海底上1m) 

最大流速 
 46cm/s 
   (11/27, 4:20)  

○最大値 46cm/s  
    (2014年11月27日) 
 台風通過に伴うものと考えられる 
 (モデル上は表現されていない) 

拡大 

事例の蓄積２ 鹿島灘沖  
モデルとの比較：外洋モデル(JCOPE2.1) vs 鹿島沖観測値 (2014-2015年) 

○ 観測水深：41m 
  モデル上の水深：154m 
 水深に差異あり！ 

Obs. Vel.
Modeled Vel. (100mDep.)
Modeled Vel. (30mDep.)

27日(木)西～北日本は天気回復
沖縄・奄美は気圧の谷の影響で曇りや雨、
沖縄県与那国空港、石垣市伊原間で
76mm/1h。西～北日本は、低気圧が去り
一部雨の所も次第に晴れに。大阪市など
でカエデ紅葉。

○2014年10月から11月にかけて 
 モデル上では40cm/sを超える 
 流速が現れるが、観測値は欠損で不明 4-6-a136



2008/8/9～8/28 
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水深：約80m 
（FRA-JCOPE2での水深78.1m） 

隠岐_ADCP+FRA-JCOPE2+nao99bJ.sdf

ADCP(z=10m) ADCP(z=20m) ADCP(z=74m) FJ(z=10.2m) FJ(z=19.9m) FJ(z=74.6m) nao

月日
8/288/278/268/258/248/238/228/218/208/198/188/178/168/158/148/138/128/118/10

絶
対

流
速
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100

80

60

40

20

0

ADCP:ADCPによる10分間隔、2分間平均流速 
FJ：FRA-JCOPE2による日平均流速 
nao:NAO.99Jbの分潮流の調和定数からの計算値 

事例の蓄積3 隠岐沖 
2014年度検討資料再検証 

08/10 08/13 08/16 08/19 08/22 08/25 08/28
0

4

8

12

Wind
Velo

city (
m/s) 松江における地上風速(絶対値) 

19日(火)白馬岳大雪渓 土砂崩落
日本海沿岸の寒冷前線が本州付近を東進。
本州の太平洋側で初め晴れた他は、各地
で曇りや雨または雷雨。熊本県八代市
75.5mm/1hなど非常に激しい雨の所も。

8/19 寒冷前線が 
   日本海を東進 
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海洋モデル(FRA-JCOPE等)で表現できるもの、できないもの 

(a) (b) 

○黒潮流路等、外洋の平均的な流れはよく再現される 

（社）日本深海技術協
会会報2009 年1 号
より抜粋 

○局所的な変動は苦手 
・ 解像度の不足に起因： (例) 黒潮前線波動 
     (黒潮の前線周辺の擾乱)≒瀬戸内海の急潮 

2006/05/24  
  表層水温(MODIS) 
(Isobe et al., 2010, JGR) 

2006/05/24 表層水温 
・流速ベクトル(FRA-JCOPE) 

・外力の不足に起因 
(例)低気圧の通過など、 
  気象擾乱に伴うもの 
 (JCOPEで与えている
気象場は、1/2°メッ

シュであり、低気圧の
スケール(10数キロ)を
表現できない) 
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B 
32m 

いわき沖東西断面 

D 
130m 

モデル結果比較, 岸側, Sta.B 
底層スカラー流速比較 (モデル：海底上3m、観測値：海底上1m) 

最大流速 
 (大型台風の通過) 

観測値 0.67m/s 
    (2013/10/16 09:00) 
計算値 0.58m/s  
    (2013/10/16 02:00) 
時間にずれがあるものの 
 値は良好 

拡大 

事例の蓄積４  
福島沖沿岸モデル vs 観測値 (2013年)：モデル結果がよく一致する場合の検証 

最大流速が発生した日時の 
 風速ベクトル (小名浜) 

南向きの風(10m/s以上)で、 
 観測値とモデル結果が 
         良好に一致 
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B 
32m 

いわき沖東西断面 

D 
130m 

モデル結果比較, 岸側, Sta.B 
底層スカラー流速比較 (モデル：海底上3m、観測値：海底上1m) 

4月3日13時 
   59cm/sの流速 
 (関東南岸を 
     低気圧通過) 

拡大 

事例の蓄積４  

最大流速が発生した日時の 
 風速ベクトル (小名浜) 

福島沖沿岸モデル vs 観測値 (2013年)：モデル結果と一致しない場合 

2013年4月3日に大
きい流速（59cm/s）
が観測されたが、モ
デルでは表現できて
いない 

(一致する場合と同じく) 
 南への風ではある 
モデルで表現できない原因は不明 
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参考： 
 福島沿岸モデルの概要 

ベース： Regional Ocean Modeling System (ROMS) 
計算領域： 宮城、福島、茨城県海域(左図) 
水平解像度： １／９０ ° × １／９０ ° (約１㎞) 
鉛直解像度： σ座標 20層 
河川： 1級2級河川 
開境界条件：  潮汐,  
                          外洋変動 

         (FRA-ROMS：太平洋および我が国周辺の 
                海況予測システム, 水研機構) 
気象条件： 気象庁GPV-MSM 
計算対象期間： 2013年1月～12月 (1年間) 

図中、茨城県沖A点、福島県沖B～D点は現地調査地点 
 今回はB点(水深30m, モデル上水深49m)と、 
      D点(水深130m，モデル上水深131m)における比較を示す 

東日本周辺沿岸モデルのモデル領域 
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平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

議 事 抄 録 

 

日 時 ： 平成 2 8 年 7 月 1 5 日（ 金 ）  1 3 : 0 0 ～ 1 5 : 0 0 

開催場所：TKP 神田駅前ビジネスセンターカンファレンスルーム 5G 

 

（１）開会 

◎事務局（漁村総研 伊藤部長）： 

委員会を始めさせていただきます。委員会の開催が遅れたことをお詫び申し上げます。水産庁の吉塚

課長がお見えですのでご挨拶をお願い申し上げます。 

 

（２）水産庁挨拶 

◎水産庁（吉塚課長）： 

本日は先生方ご多忙の中委員会にご出席いただき厚く御礼申し上げます。水産庁では昨年 4 月に設計

体系を久しぶりに見直しました。仕様規定から性能設計への移行、東日本大震災を受けての知見を踏ま

えた耐震の考慮が主眼点です。しかし、漁場施設に関しては、沈設魚礁に対する流体力の計算方法、着

底基質の安定重量の算定方法、海洋モデルによる漁場の設計流速の算定方法の 3 点については継続した

検討を要するため、この委員会を設置しました。今年度中のとりまとめを目指して鋭意努力をしていき

たいと考えております。タイトなスケジュールですが、先生方におかれましてはご理解賜り、よろしく

ご指導をお願いいたします。 

 

（3）平成 27 年度第 2 回委員会の指摘と対応 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 1：（省略） 

◎質問・意見：  

特になし。 

 

（4）「漁場の施設の設計手法高度化の検討」に関する調査全体計画 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 2：（省略） 

◎質問・意見：  

◎大竹委員長： 

資料 2 右端枠の指導を受けるとは誰からなのか。 
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◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

委員である。 

 

（5）沈設魚礁の性能照査法の改定の方向性について 

◎事務局（水工研 川俣 G 長、中山部長、アルファ水工 綿貫部長）：資料 3-1～5：（省略） 

◎質問・意見：  

◎大竹委員長： 

流体力の算定式を 2 種提案したということで良いか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

適切な方を選択するということである。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

外力が同じなら Cfmax と CDCM が並記でも良い。 

 

◎大竹委員長： 

場合分けをどう考えるか。魚礁単体、層積、高層魚礁それぞれどの式を用いるのか。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

例えば、移動距離が厳しくなる方を選択することも考えられる。 

 

◎大竹委員長： 

魚礁の効果を考えた場合、移動することでどのように変化するか考えねばならない。そうするとあま

り許容移動量というものを考慮すべきではないのでは。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

静的安定で評価してもよいが、現実的な空間スケールで移動を評価できているので問題ない。また、

新手法を導入すると現行の施設の安全率が低くなることもあり、許容移動量で評価すべきである。施工

精度くらいの移動は許容してもよいと考える。 

 

◎大竹委員長： 

事務局の提案のたたき台は B 案(CFmax)か。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

4-6-a143



そのとおりである。 

 

◎岡安委員： 

資料 3-2、p.5 の全体・部分評価について、魚礁を単体または複数置いた際に流体の挙動は変化する。

流速振幅が部材間隔でどれほど影響を受けるのか。複合的な実験と単体での実験の考え方の整理が必要

である。もっとも、実際の魚礁では部材にかなり距離がある。しかし、魚礁を積むなら相互作用はある

だろう。その辺よく考えるべき。 

 

◎大竹委員長： 

流体力算定式の場合分けについて、魚礁単体、層積、高層それぞれどのように選択するのか。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

2 手法の選択と滑動転倒の許容を併せた話になる。例えば、乱積なら CD は単体とあまり変わらない。 

 

◎大竹委員長： 

高層魚礁での調査は行うか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

水深が深く難しいので浅海域のコンクリート魚礁のみである。 

 

◎岡安委員： 

資料 3-5、p.8-9 の調査はこれから行うのか。 

 

◎事務局：（アルファ水工 綿貫部長） 

そのとおりである。 

 

◎岡安委員： 

転倒について、水理模型実験では一瞬転倒モーメントが復元モーメントを上回ってもロッキングにと

どまることがあるので注意すべき。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

摩擦係数が大きいと転倒の安全率が低くなるので注意する。 

 

◎水産庁：（不動専門官） 
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資料 3-1 における波による流速算定方法の検討は今後どのように進めるのか。 

 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

B 案(波の不規則性考慮)も検討するとなると難しい。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

B 案はリアリスティックだが、規則波の A 案の方が安全側になる。これと許容移動量を併せて検討し、

落としどころを探ればよい。 

 

 

（6）着底基質の安定質量算定式の検討 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 4：（省略） 

◎質問・意見：  

◎事務局：（水工研 中山部長） 

2t で動かなかったといっても、下限がわからない。調査で、軽めの石を入れることが少々難しい。ま

た、多少は動いた方が、基質が更新されて良いという考えもある。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

徳島での割石はギリギリ動かなかったらしいので、検討期間の最大外力に対して 2t が限界と考えてい

る。 

 

◎岡安委員 

移動を支配するのは流速値によるか、それとも係数αに依存するのか。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

既往手法では、それらよりも不安定な底質条件としていたため、質量が巨大となっていた。 

 

◎事務局：（漁村総研 伊藤部長） 

動いても良いというのは理解できるが、実際に動いているのは藻場礁のブロックである。これはもっ

とも動いてはいけない施設であり注意してほしい。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

高さが性能に作用するような施設は、当然移動は許容しない。その辺の考え方をしっかり理解してい
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れば移動の許容と性能の維持は矛盾しない。 

 

（7）着底基質の安定質量算定式の検討 

◎事務局（水工研 杉松研究員）：資料 5：（省略） 

◎質問・意見：  

◎大竹委員長 

浮魚礁のデータは重要であり、最近は入手しやすくなっているので蓄積すること。宮崎県沖で水深100m

の流速が水深 25m より大きく、2.8m/s が観測されたこともある。黒潮の影響があると考えられる。その

辺は水産庁にも協力してほしい。 

 

 

（８閉会 

◎事務局（漁村総研 伊藤部長） 

以上いただいた意見を基に検討を進める。委員の皆様におかれては、今後もよろしくご指導を賜りた

い。 
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平成 28年度 

漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

第３回検討委員会資料 
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平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査 

漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会（第３回） 

 

議 事 次 第 

 

日 時：平成 29年 2月 20日（月） 10:00～12:00  

場 所：エッサム神田ホール１号館 601会議室 

 

 

1. 開 会 

 

2. 議 事 

(1) 平成 28年度第２回委員会の指摘と対応について 

(2) 沈設魚礁の安全性の照査方法の検討について 

 ・ 沈設魚礁の流体力算定の検討について 

 ・ 沈設魚礁の安定性の検討について 

(3) 着定基質の安定質量算定式の検討について 

(4) 海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討について 

 

3. 閉 会  
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平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査 

漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会（第３回） 

配布資料 

 

 出席者名簿 

 座席表 

 資料 1  平成 28年度第１回委員会の指摘と対応 

 資料 2  沈設魚礁の安全性の照査方法の検討 

 資料 2-1 沈設魚礁の流体力係数の検討 

 資料 3  着定基質の安定質量算定式の検討 

 資料 4  海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討 

 参考資料 平成 28年度第２回委員会の議事抄録 

4-6-a149



 
平成 28 年度  
漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査 漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

 
第３回委員会 出席者名簿 

 

  所  属 ・ 役  職 氏  名 備 考 

委員 

福井県立大学 海洋生物資源学部海洋生物資源学科  教授 大竹 臣哉   

国立大学法人東京海洋大学 学術研究院 
 海洋科学系海洋環境学部門 教授 岡安 章夫  

東京大学 大学院 工学系研究科社会基盤学専攻 教授 田島 芳満  

水産庁 

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 課長 山本 竜太郎  

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 課長補佐(設計班担当) 朝倉 邦友  

水産庁 漁港漁場整備部 整備課 漁港漁場専門官 不動 雅之  

事務局 

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 部長 中山 哲嚴  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 生物環境グループ グループ長 川俣 茂  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 生物環境グループ 主幹研究員 森口 朗彦  

独立行政法人 水産総合研究センター 水産工学研究所 
 水産土木工学部 水産基盤グループ 主幹研究員 中村 克彦  

（一財）漁港漁場漁村総合研究所 第 2 調査研究部 部長 伊藤 靖  

（一財）漁港漁場漁村総合研究所 第 2 調査研究部 主任研究員 松本 卓也  

株式会社アルファ水工コンサルタンツ 東京本部 技術部 部長 綿貫 啓  

国際気象海洋株式会社 技術顧問 滑川 順  

国際気象海洋株式会社 技術部 銚子事業所 グループリーダー 小林 学  

国際気象海洋株式会社 技術部 第 2 グループリーダー 門 安曇  

(敬称略)   
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平成28年度　漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査
漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会

第3回委員会　座席表

〔欠席〕
桑原委員
水産庁　中村環境係長

出入り口

田島委員 

漁村総研 

伊藤部長 

大竹委員長 

水産庁 

山本課長 

水産庁 

朝倉課長補佐 

岡安委員 

水産庁 

不動漁港漁場専門官 

漁村総研 

吉野専技 

水工研 

中山部長 

水工研 

川俣G長 

アルファ水工 

綿貫部長 

水工研 

森口主幹 

水工研 

中村主幹 

国際気象 

小林GL 

国際気象 

門GL 

国際気象 

滑川技術顧問 

漁村総研 

松本主研 

4-6-a151



漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

平成 28年度第２回委員会の指摘と対応（案） 

 
委員名 指摘事項 対応 

●沈設魚礁の安全性の照査法の改訂の方向性について 

田 島 委

員・大竹委

員長 

流体力算定が妥当になっている

のが Hmax を使うことによるもの

か、式（流体力係数）を変えたこ

とによるかを確認すべきである。 

今回の委員会で検討結果を示す。 

 

岡安委員 

CFmaxと CD、CMとによる流体力算

定は、非線形性のある流速の場合

に一致しないのではないか。検討

が必要である。 

大竹委員

長 

流速を与える高さは、魚礁の頂上

とするのか図心とするのか。 

現行法では安全側の設計のため、魚礁頂上

での流速（礁高が高い場合は数個の層に区

分した各層の頂上部の流速）を設計に用い

ることになっているが、高層魚礁のような

礁高の高い魚礁であっても図心の高さでの

流速を代表流速として算定される流体力で

精度良く滑動限界を予測でき、図心の高さ

での値で適切であることを示している（H25

～26年度委員会報告済み）。なお、これは、

礁高の高い魚礁では流体力を受ける部材が

下部に集中しており、その高さでの流速か

ら十分な精度で流体力を推定できることに

よると推察される。 

田島委員 

固有振動数が魚礁の揺動に効い

てくる。周期について検討すべき

である。 

魚礁の転倒には、ご指摘の周期または水粒

子軌道振幅も重要な影響因子になる可能性

があり、今後の解析の中で検討する。なお、

静水中の魚礁は傾けてもほとんど揺動する

ことなく、すぐに直立状態へ復帰すること

や、揺動が特定の波周期で増幅するといっ

た共振現象は高層魚礁の転倒実験でもみら

れなかったことから、流体力によるモーメ

ントが転倒限界の主因と考えている。 

●着定基質の安定質量算定式の検討について 

田島委員 

Umaxと Uaは異なるが、これらを同

じ式に入れ込むことに矛盾は生

じないか。 

Umaxは Uaでは説明できない二次的要因とし

て最大加速度を Umax/Tzpで表すために導入し

ている。実験値はかなり複雑な条件を含ん

でおり、それらをなるべく少ない物理量で

統一的に表せる式の構築を検討した。他の
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物理量の組み合わせも検討したが、適合性

の有意な改善はみられなかったため、現状

では提案式が最適と考えている。 

大竹委員

長 

実験式なので、何らかの適用範囲

があるのではないか。 

実験範囲に基づき、最終的な改訂案の中で

適用範囲を示す。 

●海洋モデルの利用による流れの設計条件の決定に関する検討について 

岡安委員 

設計に活用するなら最大値や最

大期待値が必要になるので、計算

自体はもう少し簡略化できると

思う。 

多くの場合、海洋モデルではなく、沿岸モ

デルによる再解析が必要になると考えてい

る。海洋モデルだけでなく、沿岸モデルを

用いて最大値を適切に決めるための留意事

項を整理する。 

 

4-6-a153



 資料2 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 
国際気象海洋（株） 

（株）アルファ水工コンサルタンツ 

沈設魚礁の安全性の照査方法の検討 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 
 

２．沈設魚礁の安定性の検討 
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１．沈設魚礁の流体力算定の検討 
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検討経緯と現行設計における問題点 

 山形沖での高層魚礁の被災（H15～17）を契機に流体力算定法について造波
水槽での模型実験で再検討（H19～23）。その結果、従来法（モリソン式の
簡略的用法）は波力を過小評価することなどが判明 
 

 魚礁の流体力に関する様々な水理模型実験を追加実施（H25～26） 。その
結果、現行設計において、以下の課題が判明。 

  

 t
uVCUuUuACF MccD ∂
∂

+++= ρρ )(
2
1

モリソン式 

)/π2sin( TtUu m= 式(2) 

式(1)  

Fが最大となるtを求め、最大力Fmaxを算出 

ρ：水の密度、 CD：抗力係数、 A：基準面積、 u：水
平波動流速、Uc：流れによる設計流速、 CM：慣性
力係数、V：基準体積、∂u/∂t：水粒子加速度、 Um：
波による流速振幅、 T：波の周期 

「手引」では簡略的に以下が仮定 

 Um＝有義波からの算定値 

 CD＝定常流中での値 

 CM=2、V=実容積 

● 従来法は、波による流体力が過小評価 

  されるおそれ 

  ・ 最大波力は波群中の最大波で発生 

  ・ 波動流のCD＞定常流中でのCD 

現行設計の課題 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 

 

 

 

 

現行（従来法） 

3 
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モリソン式の代替法（提案式） 

CDS：定常流中の抗力係数 
Uc：設計で考慮する流れの速度 

22
maxmax 2

1
2
1

cDSmF AUCAUCF ρρ +=

 しかし、実海域の条件は実験での条件と異なり、波・流れが共存する場となっていることから、上の
提案式を基本として、共存場への適用を考慮し、以下の式を提案しているが、今後、この妥当性等
についての検証が必要である。（次回以降報告予定） 

2
maxmax 2

1
mF AUCF ρ= ρ：水の密度、 CFmax：最大力係数（KC数の関数）、 

A：基準面積、 Um：最大波動流速※１ 

 本提案式については、水理模型実験によって計測された最大流体力と比較することで、妥当性
等が確認されている。 

 実用するに当たっては、現地レベルでの提案式の妥当性を検証する必要がある。 
  （今回報告内容） 

※１ 算出方法は今後の検討課題であるが、（①最大波（H1/250、T1/250=T1/3)から微小振幅波理論により算出
する方法、②周波数スペクトルや方向分散性を考慮する方法などが考えられる） 

 波による最大流体力が波群中の最大波で発生することを踏まえ、より実用的な算定式
として、モリソン式の代替法を提案した。 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 

4 
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流体力算定法の妥当性の現地検証の流れ 

①検証に適した魚礁の抽出(既往整備補助申請資料検索) 
【抽出条件】 
 ・波浪・流速観測可能な設置水深（≤30m） 
 ・正確な設置位置がわかっていること 
 ・摩擦力の推定可能な設置条件（砂礫底等） 
 ・現行設計での低い安全率（≈1.2） 
 ・設計波に近い波浪に遭遇した魚礁 
②検証魚礁の移動状況の把握～既往調査資料精査 
③検証魚礁の遭遇波浪の把握～波浪・流動観測 

④魚礁の経験した最大流速、最大流体力の推定 
～波浪・流動観測結果、波浪シミュレーション等により
提案算定法の適用と検証 

  

⑥流体力算定法の妥当性の検討 
～推定安全率（最大流体力／摩擦力）からの魚礁の
安定性の予測と実際との比較 

⑤魚礁の流体力係数の測定 
水理模型実験によるCD、CM、CFmaxの測定 

２７年度 

２８年度～２９年度 

検証対象海域 
・長崎県野母崎沖（結果報告） 
・北海道豊浜沖（途中報告） 
・千葉県館山沖（途中報告） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討 
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2015年12月 
A工区の捨石マウンド上の増

殖礁：北側のブロックが滑動・
転倒 

(2014年7月の台風通過後) 

2014/2/25 

2014/10/31 

増殖礁 

（参考）流体力算定法の妥当性の現地検証： 
調査結果(長崎県野母崎沖A工区) 

転倒 

転倒 転倒・埋没 

滑動・破網 

北側のブロックが最大約2m
移動したと推定 
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2013年11月計測（施工直後） 

2015年12月 

２層目が落下し平坦
化、設置範囲が拡大 

２層積み設置 

（参考）流体力算定法の妥当性の現地検証： 
調査結果(長崎県野母崎沖B工区) 
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•N県が実施した調査により2014年にブロックの滑動，転倒，埋没，破損が確認。そ
の原因とされている2014年7月台風8号（T1408）の来襲時の波浪を推定する。 

•2015年9月～12月、A工区とB工区において実施した流速計付波高計とADCPによる
波浪・流速データと最寄りの波浪観測点（NOWPHAS、伊王島）での観測データを
用いて波浪推算モデルの検証を行う。 

【波浪推算の方法】 
NOWPHAS（伊王島）の波浪観測データは，
対象地点での波浪との相関が必ずしも高くな
かったため、以下の手順で波浪推算を実施。 
①海上風の推定 
気象庁MSM（メソ数値予報モデル）の解析値及
び予報値を使用（格子間隔：約5km） 
②波浪推算 
推算モデル：第3世代スペクトル法であるWAM
に準拠した3G深海域モデル（格子間隔：5km） 
③波浪変形計算 
エネルギー平衡方程式法（格子間隔20m） 

調査対象工区と波浪観測位置 

① 被災時の高波浪推定 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

長崎県野母崎沖 
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【波浪推算の結果（T1408）】 
 最大有義波高（伊王島、野母崎）まとめ 

伊王島(NOWPHAS）と野母崎観測位置 野母崎観測位置（2015/09～12） 
：波浪推算格子サイズ（5km×5km） 

地点 T1408による最大波浪 

沖波 対象位置 起時 海底地盤高 

D.L.*3)(m) 
H0(m) T0(s) 波向(°) H1/3(m) T1/3(s) 波向(°) 

伊王島
NOWPHAS 

観測値 ー ー ー 5.26 12.6 221 2014/7/9 15:20 
ー 

推算値*2) 5.53 11.7 202 5.05 11.7 202 2014/7/9 23:00 
推算値 A工区 

8.04 11.2 190 
6.32 

11.2 
187 2014/7/10 

00:00 
-12.1 

B工区 6.81 196 -23.0 

*1)伊王島の観測値水深：T.P.-31.9m 

*2) 推算波高H0×Ks 

*3)潮位は気象庁の長崎（松ヶ枝）を採用し，日時は推算波高最大の7/10 00時：T.P+0.18m． 
 ここでT.P=M.S.L=D.L+1.64m（保安庁潮汐表より）．計算潮位=T.P+0.18m=D.L+(1.64+0.18)=D.L+1.82m  
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＜参考＞波浪推算（計算条件・野母崎における計算結果） 

計算領域とT1408の経路 

推算波浪（野母崎A,B工区)の推移 

12
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※）計算条件 
・計算領域：30.0N,129.0Eを中心とした1500km×1500km，格子間隔：5km,単領域 
・推算ステップ:120s，1時間毎に出力 
・海上風場は気象庁MSM解析値及び予報値を使用（3時間毎の実況解析とその間の1時間毎の予想） 
・推算モデル：WAMに準拠した3G深海域モデル，方向分割角10°，周波数分割数22 
・周期は1.03T2m，T2m=[1/E(∫f2S(f)df)]-1/2.波向はエネルギー加重平均法 
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＜参考＞波浪変形計算（計算条件） 
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※）計算条件 
・計算領域：8.0km×8.4km，格子間隔：20m 
・計算方法：エネルギー平衡方程式法 
・方向分割角：5°，周波数分割数:11分割 
・入射波 ：Ho=8.04m,T=11.2s,波向=N190°E（波浪推算位置；野母崎 P-1の推算波高を採用） 
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計算領域（全域） 計算領域（拡大） 

波浪変形計算領域と波高分布（T1408の最大波高時，Ho=8.04m,T=11.2s,波向N190°E) 

B工区 

A工区 
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目的 
昨年度実施した現地検証試験の対象施設（A工区：増殖礁、B工区：魚礁）
の波動流中での流体力係数をKC数の関数として定式化するとともに、不規
則波中での最大流体力の妥当な算定方法を検討する。 
方法 
実験水槽：造波水槽（長さ70.0m×幅0.7m×深さ2.2m×水深1.2m） 
模型縮尺：1/25 

B工区の魚礁 

2900 

1900 
15

00
 

A工区の増殖礁 

90
0 

12
00

 

現地スケール 
単位：mm 

② 対象施設の流体力係数の推定（目的・方法） 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 
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模型A（増殖礁） 

項目 模型A 模型B 

迎角0゜ 迎角45゜ 

部材幅D(cm)注1) 2.0 1.2 1.2 
射影面積A(cm2)注2) 60.80注3) 93.90 94.34 
実容積V(cm3) 229.76 257.09 257.09 
定常流中の抗力係数CDS 1.10注4) 0.67 0.83 

注1) DはKC数の計算に用いる部材幅。注2)射影面積は重なった部分も加算。
注3) 網を除いた値。注4)「漁港漁場の施設の設計参考図書2015年版」表
15.2.1より算出。 

迎角45゜ 

入射波方向 

迎角0゜ 

模型B（魚礁） 

② 対象施設の流体力係数の測定（実験模型） 
１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

実物の1/25模型を3Dプリンタにより製作 
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37.0cm

69.0cm

28.4cm

3.0cm
0.4cm

魚礁模型 二分力計

30cm 

ベニヤ板 
（厚さ1cm） 

スポンジ
（12×12×1cm） 

測定装置：２分力計２台によって支持された模型をモルタル床（下図）上に貼り付けたスポンジ
に接するように固定（微小な力しか作用させずに底面との隙間を埋めるため）。 

測定項目（計測機器）：水面変動（容量式波高計）、水平・鉛直流速（超音波式流速計）、水
平・鉛直流体力（分力計） 

計測冶具拡大図 

勾配1/50 

造波機 

h=0.64m 

勾配1/5程度 

消波材 
2.20m 

4.7m 20.0m 

70.0m 

砂 魚礁 鉄板敷設 

波高計 

超音波流速計 

2分力計 

1.02m 
1.14m 

計測イメージ図 

② 対象施設の流体力係数の測定（実験方法） 
１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

作用波の周期と波高の組み合わせ条件 

周期(s)  
波高(cm)  

5 10 20 30 40 
1.5 6 9 
2.0  15  31  62  92  123  
3.0  27  53  106  160  213  
4.0  37 74  148  222  297  

※数値（規則波実験におけるＤ=1.0cmとして計算
したKC数）が記入された条件で実験を実施。不規則
波実験の周期と波高は有義波の値。 

測定条件：周期と波高の17
組み合わせ条件（下表）の
規則波を与えてKC数と流
体力係数との関係式を決定。 
 同数の条件の不規則波
（Bretschneider-光易スペ
クトル；250波以上）を与
えて不規則波中での流体力
も測定。 
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② 対象施設の流体力係数の測定（測定結果） 
１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

0

1

2

3

4

5

6

7

KCex

C
F

m
ax

0 20 40 60 80 100

C Fmax  17.7KCex
0.618

模型A 

0

1

2

3

4

5

KCex

C
F

m
ax

0 30 60 90 120 150

C Fmax  20.1KCex
0.546

模型B（迎角45゜） 

詳細は資料２－１ 

模型A及び模型Bの拡張KC数KCexとCFmaxとの関係 
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不規則波の波群中の最大流体力FmaxをCFmaxの式で求める際に用いるKC数を以下の２
式で比較検討 

KC2を用いて算出されるCFmaxからFmaxの妥当な推定値が得られる
（下図；詳細は資料２－１を参照）。 

D
TUK a

C
3/1

2 =D
TUKC

3/1max
1 =

ここに、D：魚礁の代表幅、T1/3：波動流速の有義波周期 
Umax:最大波動流速、Ua=(Umax-Umin)/2、 
Umin：Umaxの発生直前の極小流速 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.00.0

0.5

1.0

1.5

2.0

KC2によるFmax 計算値

F
m

ax
 測

定
値

(N
)

y = x
y = (1±0.2)x
回帰式

② 対象施設の流体力係数の測定（測定結果：不規則波中での流体力の推定法） 

模型Aの場合 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.00.0

0.5

1.0

1.5

2.0

KC1によるFmax 計算値

F
m

ax
 測

定
値

(N
)

y = x
y = (1±0.2)x
回帰式
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計算法 
被災時最大波浪 波動流速 

Um(m/s) 
流体力係数 最大流体力 

Fmax (kN) 
安全率 
R/Fmax 波高 周期 

従来法 H1/3=6.32m 
11.2s 

2.25 CD=1.10注1, 
CM=2.0 

12.9 2.20注1 
修正法α注2 Hmax=9.86m注3 3.52 28.5 1.00注1 
提案法 

Hmax=9.86m注3 11.2s 3.52 CFmax=1.19 
(KC1=78.8)注4 

28.9注4 0.98注4 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

③ 従来法と提案法との比較（A工区の場合） 

注1このCD値は定常流中の実験値ではなく、机上の設計値。KC数が大きいときの波動流中のCD
よりかなり大きいことから、定常流中での値よりも大きいと考えられる。修正法αの安全率
が<1となった原因の一つにその影響があることに注意。 

注2 修正法α：従来法のうち、対象波のみを有義波から最大波に修正する方法 
注3 砕波領域になるため、H1/3の推算値から砕波の影響を考慮したHmax(＝H1/250)を、波高の水
深変化に関する合田のモデル（合田 1975；Goda 2010）により推算（海底勾配1/50） 

注4 流体力係数の算定に用いるKC数としてはKC2の方が適切であるが、流速の非対称性が分か
らないため、算出可能なKC1を暫定的に用いた。そのため、提案法では Fmaxを20%ほど過小
評価する可能性がある。 

施設は被災⇒安全率<1 

計算条件 
最大波浪発生時の水深h = 13.92m、ρ = 1.03t/m3、水中重量W 
= 47.36kN、μ = 0.6（捨石上）、滑動抵抗R = μW = 28.42N、 
流れの速度Uc=0m/s（砕波領域のため） 
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１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

③ 従来法と提案法との比較（B工区の場合） 

2015年B工区でのADCPにより測定された有義波高Hsと底層（z=2.1m）で
の10分間平均流速Vの時系列 

Hs V

月日
12/ 711/ 3011/ 2311/ 1611/ 911/ 210/ 2610/ 1910/ 1210/ 59/ 289/ 21

有
義

波
高

 H
s 

(m
)

3

2

1

0

平
均

流
速

 V
 (

m
/s

)

0.2

0.1

0

平均流速と波高との関連はみられず、被災時の遭遇流速
としては、最大でも0.18m/s程と推定 
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計算法 
被災時最大波浪 波動流速 

Um(m/s) 
流体力係数注4 最大流体力 

Fmax (kN) 
安全率 
R/Fmax 波高 周期 

従来法 H1/3=6.81m 
11.2s 

1.58注2 CD=0.83, 
CM=2.0 

8.38～9.65 2.86～3.29 

修正法α Hmax=12.26m注1 2.84注2 22.35～24.86 1.11～1.23 

提案法 
Hmax=12.26m注1 11.2s 2.83注3 

CFmax=1.58 
(KC1=105.7)注5、
CDS=0.83 

38.20～38.28注5 0.72注5 

１．沈設魚礁の流体力算定の検討（流体力算定法の現地検証①） 

③ 従来法と提案法との比較（B工区の場合） 

注1 非砕波領域のため、レイリー分布よりHmax=1.8H1/3 
注2 ２層目の魚礁の頂上の高さ(z=3m)における流速 
注3 ２層目の魚礁の図心の高さ（z=1.5m+0.729m=2.229m）における流速 
注4 流体力が大きくなる迎角45゜の値 
注5 流体力係数の算定にKC1を暫定的に用いたため、提案法では Fmaxを20%ほど過小評価する
可能性がある。 

施設は被災⇒安全率<1 

計算条件 
h = 24.82m、ρ = 1.03t/m3、W = 55.18kN、μ = 0.5（コンク
リート魚礁上）、R = μW = 27.59N、 Uc=0～0.18m/s 
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２．沈設魚礁の安定性の検討 
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目的 砂質底上での魚礁の安定性については①洗掘等に伴い滑動抵抗が有意に増加
する、②揺動限界注１は被災限界としては過大である、③魚礁１個分の移動は転倒に
よって生じる。これらの考察に基づき、砂質底上での魚礁の転倒限界の予測手法を不
規則波実験により検討する。 

角型魚礁（寸法：実物大） 

方法 
魚礁模型 密度を変えた角型魚礁の1/25縮尺模型（下表） 
実験装置 前述の造波水槽 
実験内容 
検討① 前掲と同じ方法で規則波実験により流体力係数と

KC数との関係式を決定。 
検討② 不規則波実験により波群中の最大流体力の推定方

法を検討。 
検討③ 実験水槽内水深56cmに設けた砂質底（粒径

0.12mmの珪砂）に模型を設置し、引張試験により摩擦
係数を測定。 

検討④ 上記砂質底上で不規則波(Bretschneider-光易スペク
トル）250波以上を作用させ、模型の動きのビデオ解析
と流速からの最大流体力Fmaxの推定により、転倒限界と
外力との関係を検討。 

実験模型と密度 

模型名 密度
（g/cm3） 

模型N 2.3 
模型L 1.6 

注１ 揺動限界＝現在の設計法における「転倒」限界 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討 

２．沈設魚礁の安定性の検討 
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4

KCex

C
F

m
ax

0 30 60 90 120 150

C Fmax  0.908 3.15 exp(-0.0277K Cex)

魚礁模型の流体力測定 

項目 値 

部材幅D(cm) 1.2 

基準面積A(cm2) 59.52 

基準体積V (実容積) (cm3) 110.59 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討① 
（実験結果：流体力係数） 

流体力係数の測定結果 

0

1

2

3

4

KCex

C
D

, C
M

0 30 60 90 120 150

C D  0.558 2.31exp(-0.0218KCex)

C M  4.64 3.68exp(-0.0119KCex)

C D    
C M
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沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討② 
（不規則波の流体力算定におけるKC数と係数の算出方法の影響） 
不規則波中の最大流体力Fmaxを代表波のKC数からCFmaxの式により計算した場合 

CFmaxの式による不規則波中の最大流体力Fmaxの計算値と測定値の比較 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.00.0

0.5

1.0

1.5

2.0

KC1によるFmax 計算値

F
m

ax
 測

定
値

(N
)

y = x
y = (1±0.2)x
回帰直線

0.0 0.5 1.0 1.5 2.00.0

0.5

1.0

1.5

2.0

KC2によるFmax 計算値
F

m
ax

 測
定

値

(N
)

y = x
y = (1±0.2)x
回帰直線

角型魚礁でも、KC2から算出されるCFmaxを用いると概ね妥当な推定値が得られた。 
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沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討③ 
（実験結果：静止摩擦係数） 

24 

0 5 10 15 20 25 30
Time (s)

Te
ns

io
n 

(N
)

0 10 20 30

1

2

3

移動開始 

時間(s) 

張
力

(N
) 

引張試験による砂面上での角型
魚礁模型の摩擦力測定結果の例 

静止摩擦係数 
魚礁模型の平らな砂面上での摩擦力（N=12または16）を測定 
静止摩擦係数μは魚礁の密度による有意な差はなく、平均でμ =0.45 

静止摩擦係数の測定結果 

模型N 模型L



0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
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沖 岸 

そのまま横転 

一瞬浮き上がるが、
転倒に至らない 

滑動する 

転倒に至る波形 転倒に至らない波形 

滑動前位置 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討④ 
（実験結果：沈設魚礁の挙動、模型Nの場合） 

η(
cm

), 
u(

cm
/s

) 

浮き上がる 

η(
cm

), 
u(

cm
/s

) 

滑動する 

滑動前位置 

転倒しない限り、
有意な（魚礁１
個分以上の）移
動は起こらない 

浮き上る前 
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F
m

ax
W

0 20 40 60 80

1

2

0.2

0.5

1.5

滑動限界
(μ か

揺動限界
( 理論値 )

1.13

模型N  模型L  
静止
滑動・揺動
転倒

Fzは無視できる？ 
Umax：不規則波中の水平最大流速、 
Fmax：不規則波中の最大流速振幅からKC2に
より求められる最大流体力 
W：水中重量、μ：静止摩擦係数（=0.454） 

沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討④ 
（実験結果：水平流体力と各種挙動限界との関係） 

鉛直流体力（揚力）Fzの影響は無視できる
と仮定した場合（従来の場合） 

Fmax/W >1で転倒が発生 

静止 

滑動・
揺動 

転倒 
転倒限界 

滑動に伴う変位量
は魚礁サイズ以下 

波動流 

砂 
W 

Fx ≤ Fmax 

Fz 

lA 

lV 

Fz = 0の場合、角型魚礁の転倒は
少なくとも 
 
 
とならない限り発生しない 

)(1 VA
max

V

Amax ll
W

F
Wl

lF
≈>≈ 
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沈設魚礁の砂質底上での安全性に関する実験的検討④ 
（実験結果：鉛直流体力（揚力）と水平流体力） 

B404001I_reg2.sdf
u Fx Fz
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不規則波中の水平流速(u)と角型魚礁の
水平・鉛直流体力(Fx,Fz)との測定例 

不規則波群中の水平最大流速と角型魚礁の
鉛直・水平最大流体力比との関係 
※ この流体力測定位置の水深(56cm)と移動実験
場所の水深(64cm)は異なることに注意 

 角型魚礁の揚力は無視できないほど大きい。 
 Fzmax/Fxmaxは波動流速の増加に伴い減少。 

FxとFzのピーク
はほぼ同位相 
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（参考） 他の構造物の不規則波群中の鉛直／水平流体力の比 

揚力の相対的大きさは構造物の形状によっても異なる。 
揚力と水平流体力との位相差も構造物の形状によって変わる（図省略）。 

不規則波群中の水平最大流速(Umax)と角型魚礁の最大揚力と水平最大流体力
との比(Fzmax/Fxmax)との関係 

模型B(迎角45゜)の場合 模型Aの場合 
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検討のまとめ 
モリソン式は不規則波による水平流体力を全体的に精度良く推定できる
が、波群中の最大力については過小評価する傾向がある（⇒何らかの補
正が必要）。 
これに対して、CFmaxの式はKC数の適切な定義（KC2を提案）により波群中
の水平最大流体力を比較的精度良く推定できる。 
被災事例の解析結果から、少なくとも従来法が流体力を過小評価すると
判断できる。 
砂質底上の回転対称形魚礁（角型魚礁）では洗掘等に伴う滑動抵抗の増
加により、転倒しない限り有意な移動（魚礁１個分以上）は起こらない
ことが不規則波実験でも確認された。 
角型魚礁の転倒限界は、揚力を無視した、水平流体力と水中重量との
モーメント比から推定される揺動限界にほぼ一致したが、流体力の測定
結果は揚力が重要になることを示唆した。なお、従来検討してきた高層
魚礁の流体力では揚力の影響は小さく、無視できると判断された注1。 

注1 平成26年度までの調査で検討対象としてきた高層魚礁では、 
 揚力は水平流体力に比べて小さく、水平流体力が最大に達したときにほとん
どゼロになる 

 高層魚礁の滑動が「水平流体力の計算値＞摩擦力」で推定できることが実験
的に確認された 

ことから揚力は考慮しなくてよいと判断されている。 4-6-a182



残された課題 

１．新たに明らかになった揚力の影響の可能性について、まず 
 どのような形状の魚礁で揚力の評価が要／不要になるかの検討 
 揚力の評価手法の確立 
を行う必要がある。これらの検討を経て、再度①被災事例の検証と②砂
質底上での被災（転倒）限界を予測する手法の確立を行い、沈設魚礁の
安全性の照査法を検討し直す必要がある。 

 
２．沈設魚礁の安全性の照査法については、見直し根拠となる被災事例が
まだ少ない。事例の蓄積のため、今回被災が新たに確認された事例につ
いても波浪予測に基づく詳細な解析を行う必要がある。 

 
３．波動流速の非対称性を考慮したUaの算出法の確立が必要がある。 
 
４．波・流れ共存場での流体力算定手法の提案式については、模型実験ま
たは現地調査による検証がなされていない。 
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2014年18号台風 
10月6日 館山 
998hPa 
最大風速 21.2m/s 
最大瞬間 37.0m/s 

日最大風速・風向 日最大瞬間風速・風向 
１ 21.2 南西 2014/10/6 38.5 北 2013/10/16 
２ 20.1 北北西 2013/10/16 37.0 南南西 2014/10/6 
３ 13.7 南西 2016/10/6 28.2 南南西 2009/10/8 

2008年以降、館山で観測された極大風速(m/s) 

被災時（2014年10月6日）の波浪を把握し、 
魚礁の安定性を検討する必要がある。 

<参考> 落下が確認できた層積み魚礁の事例 

千葉県館山沖 
被災工区（水深16.8m） 
平成20または21年施工 

非被災工区（水深23.5m） 
平成22年施工 

層積み魚礁が被災（落下）した工区
としていない工区が隣接 
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<参考> 沈設魚礁の安全率 

設置水深と安全率との関係 

漁場施設（浮魚礁を除く）に関する全国の安定計算表（平成24～25年度）より 
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 資料2－１  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 
国際気象海洋（株） 

沈設魚礁の流体力係数の検討 
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沈設魚礁の流体力係数の決定方法 

規則波中での水平流速uと水平流体力
Fxの測定例 

V
bC

A
aC

t
ubauF

MD

x

ρρ
==

∂
∂

+=

,2

2

モリソン式のCDとCMの決定 
 規則波実験によって得られた水
平流体力Fxと水平流速uの時系列
データより、Fxの推定値と測定値
の最小２乗和が最小になるよう決
定（最小二乗法により推定される
次式の係数aとbから求める）。 

Fmax Umax 

ここに、ρ：水の密度、A：模型の基準
面積、V：模型の基準体積（実容積） 

2
max

max
max

2
1 AU

FCF

ρ
=

CFmaxの決定 
 規則波実験によって得られた水平最大流体力
Fmaxと水平最大流速Umaxより次式で計算。 
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流速波形の非線形性の影響を考慮した
KC数（拡張KC数）を次式で定義 

流体力係数はKC数との関係式（規則波実験による）から求められる。しかし、不
規則波の場合のKC数の妥当な定義が明らかでない。 
 
KC数を以下の４つの方法で算出し、KC数と流体力係数の実験式から不規則波実験
における流体力を求め、妥当性を比較検討。 

記号の定義 

t

u

0

T 

Uc 

s2 

水粒子軌
道振幅s1 

Ut 

方法 KC数の算出方法 

cal1 個々波（ゼロダウンクロス法による）内で流体
力係数は一定と仮定し、KC＝UaT/Dより計算。
ここに、Ua=(Uc-Ut)/2。 

cal2 個々波内で流体力係数は一定と仮定し、KC＝
KCexより計算。 

cal3 波群内で流体力係数は一定と仮定し、
KC=urmsTz/Dより計算※1。ここに、urmsは流速の
rms値、Tzは流速スペクトルから求められる平
均周期。 

cal4 波群内で流体力係数は一定と仮定し、
KC=UrmsTz/Dより計算。ここに、Urmsは流速振
幅のrms値（=√2urms）。 

※1 Chakrabarti (1988)による方法 

D
sK C

π
ex≡

ここに、s=(s1+s2)/2。 

不規則波中での最大流体力を算定する際の課題 
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対象施設（模型A）の流体力係数の測定結果 
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注１ 図中のCDSの値は手引きに記載された抗力係数の表から算出された設計値（定常流
中での実験値ではなく、おそらくCDSとしては過大であることに注意） 

注２ 流速波形に多少非対称性がみられたため、KC数に拡張KC数KCexを用いた。 
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迎角0゜のとき 
対象施設（模型B）の流体力係数の測定結果 
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迎角45゜のとき 
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不規則波中での流体力のモリソン式による推定の妥当性 
KC数の算定方法の比較（流体力の推定波形） 

不規則波での魚礁（模型A）の水平流体力Fxの測定値（Fx_meas）とモリソン式によ
る計算値の例．計算値（Fx_cal1、Fx_cal2、Fx_cal3、Fx_cal4）は４つの方法によ
るKC数から求められたCDとCMを用いて算出 

個々波毎の最大流体力Fpを比較 

u Fx_meas Fx_cal1 Fx_cal2 Fx_cal3 Fx_cal4

Time (s)
212211210209208207206205204203202201200199198197196195194193192
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水平流速u 水平流体力の測定値 

流体力の推定波形は全体的によく一致
しているが、大きい波のピーク値が測
定値に比べて少し低い。 
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不規則波の個々波毎の最大流
体力Fp：モリソン式による計
算値と測定値Fp measとの比較
例（模型A；T1/3=2sで最も波
高の大きい条件の不規則波） 
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個々波毎の推定（cal1と
cal2）では誤差が比較的小さ
くなっているが、モリソン
式はいずれのKC数の定義を
用いても最大流体力Fpを過小
評価する傾向がある。 

過大評価 

過小評価 

不規則波中での流体力のモリソン式による推定の妥当性 
KC数の算定方法の比較（個々波の最大流体力） 
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不規則波における個々波
の最大流体力FpのCFmaxの
式による計算値と測定値
との比較 
 
すべての方法で過大評価。
特に、一定のKC数を仮定
する方法（cal3とcal4）
ではその程度が著しい。 
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KC数の算出方法が重要 

不規則波中での流体力のCFmaxの式による推定の妥当性 
KC数の算定方法の比較（個々波の最大流体力） 
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不規則波の波群中の最大流体力FmaxをCFmaxの式で求める際に用いるKC数を以下
の２式で比較検討 

D
TUK a

C
3/1

2 =D
TUKC

3/1max
1 =

ここに、D：魚礁の代表幅、T1/3：波動流速の有義波周期 
Umax:最大波動流速、Ua=(Umax-Umin)/2、 
Umin：Umaxの発生直前の極小流速 

2
maxmaxmax 2

1 AUCF F=
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 測

定
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y = x
y = (1±0.2)x
回帰式

不規則波中での最大流体力のCFmaxの式による推定方法の検討 

KC数の算定方法による比較結果（模型Aの場合） 
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迎角45゜の場合 

CFmaxの式による波群中の最
大流体力の推定は比較的良好。
その推定誤差はKC数の算定
法に依存するが、KC2では概
ね20%以下を期待できる。 

KC数の算定方法による比較結果（模型Bの場合） 
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資料3  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 
国際気象海洋（株） 

着定基質の安定質量算定式の検討 
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着定基質（石材）の安定質量算定法の検討 

( )
6

3

1/2
U

g
KM

s

m
s 








−

=
ρρµ

αρ







=
以上の群で設置密度囲い礁を設けて敷詰め

以上の群で設置敷き詰め密度
単体で設置

75%04.0
75%2.0

1
α

M：石材の安定質量(t) 
μ：静止摩擦係数 
ρs、ρ：石材と海水の密度(t/m3) 



= での２乗平均流速）：底面から石の高さま流れの場（

最大波動流速）波の場（
cc UU

UUU :maxmax



= 流れの場

波の場
3.2
5.3

mK

これまでの提案式 

問題点 
現地試験の結果は、提案式がまだかなり過大な安定質量を算出する（安定質量算定値
は現行式で46t、提案式で15t、実際は約2t）ことを示唆。 
μとρsの一定の条件下でも、被害率は必ずしも最大流速Umaxのみで評価できない（周期
による系統的差異がみられることがある）。 
非対称な流速波形の影響の評価やより高いKC数の場合（振動流水槽実験の場合）への
適用性が検討されていない。 

D
TU

DTU
U

Da
U

Da
DUK zp

zp
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max

max

2
max

max

2
max

3
max

22
max

)/(
=∝===

ρ
ρ

慣性力
抗力

（参考）KC数は水粒子軌道と石のサイズとの比であるが、以下の抗力と慣性力の比でもある。 

提案式の汎用性がまだ十分でない 
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算定法の再検討 
これまでの提案式の仮定：石の不安定性は以下の無次元量で表示できる 
 

再検討の方法 
検討１ 波の影響を表す最も妥当な物理量の検討（UmaxとUa、amaxとの比較） 
検討２ 高KC数と非対称振動流速に関する実験データの補強（振動流水槽実験

の追加実施） 
検討３ 仮定“U2/(µsgD) = 定数”の妥当性の確認。定数と見なせない場合は補正の

検討。 
追加検討 モルタル底上の摩擦係数※１を造波水槽の試験床からサンプルを切り出

して再測定。この結果に基づき、新提案式の係数を修正。 
 ※1 これまでの解析に用いてきた値は、試作したモルタル板での実験値 

sgD
U

gD
DU

R
F

s µρρµ
ρ 2

3

22

)(
=

−
∝

摩擦力
流体力　

3/1)/(
/)(

s

s

MDD
s

ρ

ρρρ

≡

−≡

は石の代表長さで、
、ここに、
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検討１ 流速の評価方法 
u smoothed u du/dt
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Tzp 

被害率の変化を最もよく説明
できる物理量をUmaxとUa、amax
との比較により明らかにする。
ここに、 
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Umax Tzp (cms2)

a m
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 (c
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2
)
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amax  1.411
U max

T zp

zpT
Ura max

1max =

で近似できる。正弦波の場合は 
r1 = π/2 = 1.57 

となるが、造波水槽実験（右図）
では、 r1 = 1.411であった。 

amaxは最大加速度で 

2/)( minmax UUUa +≡

流速の測定例と記号の定義 
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検討２ 振動流中での玉砂利底上の砕石 
    実験方法 

縦型循環式回流水槽（試験区0.4×0.4×3m）を
用いる 
従来の試験と同じ砕石100個を用いて、玉砂利
底上に単体で砕石を設置し、周期10sで、流速
振幅が徐々に増加する振動流を与えて、移動
限界流速を調べる。 
発生させた振動流は以下の２種類 
Case O10SG1 対称振動流（Umax ≈ |Umin|） 
Case O10AG1 非対称振動流（Umax ≈ 2|Umin|） 
静止摩擦係数を引張試験と摩擦角試験により
測定 

玉砂利底 

砕
石 

超音波流速計 

振動流水槽での試験の様子 
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発生させた振動流の流速の時間変化 4-6-a200



追加検討 造波水槽実験でのモルタル底上の砕石の摩擦係数 

100個の砕石について滑り出しの直前の傾
斜角（摩擦角）を場所を変えて３回測定 
 

造波水槽から切
り出したモルタ
ル底サンプル 
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検討３ 被害率の説明変数としての無次元量 

( ) 3/1
5050 / sMD ρ≡ ( ) ρρρ /−≡ ss

石の可動性の指標： 

ここに、 

O08AP1:周期8sの非対称振動流中での玉石底上の砕石（H26年実験） 
O12AP1:周期12sの非対称振動流中での玉石底上の砕石（H26年実験） 
 

従来の提案式は波浪中の被害率
がψ1のみで説明できると仮定 
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検討３ 新算定式の構築 

50

max

D
TU

K zp
C =

)]17.4(608.0exp[ −−−= φerd

被害率rd = 0.1のとき 
φ ≡ φcr = 2.80 

安定質量M50=ρsD50
3は次式から繰り返し

計算により求めたDに基づき算出する。 

8.228.7

ln
50

2

50

max

==
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
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


−

cr

cr
azp

a
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φ

φ
µ
、ここに、

Ψ2をKC数の関数
で補正 

算定式の考え方 
CFmaxの式を援用し、最大流体力＝C×ρUa

2D50
2で表す。ここに、係数CはKC数の関数。 

被災限界の指標としてはψ2
でもまだばらつきが大過ぎる 
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検討３ 新算定式の現地試験結果への適用 
（参考）試験結果の概要（H27年度実施） 

室戸岬 

徳島県 

No.6 

No.5 No.10 

No.9 
No.4 

被災限界相当の流速が再度発生した
と推察 

調査開始前（台風11号襲来した
7/16）に割石は被災限界相当量移動
（⇒移動により安定化） 

 8/22～23にわずか(9cm以下)に移動 

被災限界流速に近いと推定 

調査開始前に横転して
いた割石 

2～3tクラス（1.16～3.01t；
M50=2.04t）の割石10個を
設置。設置時の割石（吊り下
げ金具は上側） 

Umax,cal:水圧からの最大波動流速の推定値 

試験地（志和岐）の位置 
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最大流速発生時における流速波形 

2015年8月22～23日、志和岐地区で観測された最大流速発生時
の流速波形（水圧からの推定値）の例 

ρs = 2.59 t/m3, ρ = 1.025 t/m3, 
µ=0.8, Umax=3.5m/s,  
Umin= -1.5m/s, Tzp=2.0s 新算定式による 

D50 = 0.985 m 
安定質量M50 = 1.0 t  

Umax = 3.5m/s 

Umin = -1.5m/s 

Tzp = 2.0s 

実際の質量 
M50 = 2.0 t 

従来の提案式による 
安定質量M50 = 15.0 t  

検討３ 新算定式の現地試験結果への適用結果 

ほぼ妥当？ 

かなり過大 
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新提案式のまとめ 
3
5050 DM sαρ=
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=
以上の群で設置密度囲い礁を設けて敷詰め

以上の群で設置敷き詰め密度
単体で設置
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石材の安定質量： 
ここに、α：設置方法の効果を表す係数（以下の値）、 ρs：石材の密度、 

D50：石材の立方体相当径で波の場と流れの場で異なり、以下により求められる。 

ここに、ρ：水の密度、a = 7.28、μ：静止摩擦係数、Umax、Umin、Tzp：底面軌道流速の
最大値、最小値及び流速ゼロから最大流速までの時間、ϕcr：10%被害率における被災限
界係数（= 2.8）、g：重力加速度、Km = 2.3、Uc：流速分布を考慮した底面から石材の
天端までの二乗平均流速で、べき乗則を仮定して次式で算定してもよい。 

波の場： 

流れの場： 
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ここに、z:底面からの高さ、b:石材の比高、U0：z = z0における流速、n=1/7 

適用限界に関わる課題 

流れが共存する場合でもある程度
適用できるが、適用限界は検討要 

4-6-a206



残された課題 
１．非対称的な波動流速の特性値（Umax、Umin、Tzp）の算出手法の確立 
  既往文献と水槽実験に基づき、実用的な手法の確立が必要 
２．算定式の現地検証 
現地では試験割石の大きな移動はまだ確認できていない。確実に検
証データが得られるよう、より小さい割石を用いた現地実験が必要。 
新提案式から、石の安定性に波周期が影響することが予想される。
これまでの現地実験地（徳島県沿岸）では周期が非常に長いうねり
が卓越していたが、周期の短い風波が被災の主因となる海域（北海
道日本海沿岸など）でも割石を用いた事業は盛んに実施されており、
現地実験が必要。 

３．波の場と流れの場の算定式の適用限界の決定 
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海洋モデルの利用による流れに関する 
設計条件の検討 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産工学研究所 

資料4  
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●事例の蓄積 
海域によって外力等の条件が異なるため、事例の積み重ねる。 
• 福島県沖に加えて、長期流速観測と海洋モデルによる数値計
算を行っている茨城沖、島根県沖を事例海域として検討する。 

• さらに表層型浮魚礁での流速観測データ（高知沖と宮崎沖）
を収集し、深海域での海洋モデルの予測値（但し、日平均化
データ）との比較を行う。 

 

海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討 
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データ例：高知県沖、黒潮牧場10号ブイ(2015年)  

○数ヶ月周期で 
     流速の変動が見られる 
   → 黒潮の影響 
 
○最大流速は 
  7月16日、100m深の 
            2.98m/s 
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2015 
2.98m/s 
 ( 7月16日、100m深)  

スカラー流速(観測値) 

スカラー流速(観測値、7月のみ拡大) 

事例の蓄積1(1)  
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モデルとの比較 (外洋モデル：JCOPE2.1 vs 黒潮牧場10号ブイ) 

○数ヶ月周期で 
     流速の変動が見られる 
   → 黒潮の影響 
○平均的な流速場は 
    非常に良く一致している 
○7月16日の100m深における 
  最大流速2.98m/sは 
   外洋モデルでは 
     表現できていない 
   (モデル上0.90m/s)      

2015 
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Modeled Surf.

表層スカラー流速比較 
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  スカラー流速比較 

16日(木)四国を中心に大荒れ
台風第11号が四国上陸。湿った気流で西
～北日本の各地で非常に激しい雨。高知
県魚梁瀬87.5mm/1h、奈良県上北山で日
降水量521.5mm、高知県室戸岬で最大瞬
間風速42.6m/s。

最大流速が発生し
た要因は定かでは
ないが、台風通過
に原因があるもの
と考えられる 
(外洋モデルでは 
 表現不可能) 

事例の蓄積1(2)  
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事例の蓄積2 (1)  
データ例：宮崎県沖、うみさち1号(2015年)  

○数ヶ月周期で 
          流速の変動が見られる 
   → 黒潮の影響 
 
○最大流速は 
 8月25日（台風直撃時）、100m深で
ありえない流速値5.67m/sが記録

（浮魚礁の動揺に伴う異常値と考え
られる） 
  データの品質チェックが必要 

              5.67m/s 
 ( 8月25日、100m深)  

スカラー流速(観測値) 

スカラー流速(観測値、8月のみ拡大) 
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事例の蓄積2 (2)   
データ例：宮崎県沖、うみさち1号(2015年，100m深カット)  

○数ヶ月周期で流速が変動 
   → 黒潮の影響 
 
○最大流速は 
  3月13日、10m深の2.31m/s 
  → ・気圧の谷通過 
    ・小潮期 (潮汐では無い) 
    ・風速のデータと関係が？ 
    (風向との関係も検証必要) 

2.31m/s 
 ( 3月13日、10m深)  

スカラー流速(観測値) 

スカラー流速(観測値、3月のみ拡大) 
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事例の蓄積2 (3)   
モデルとの比較：JCOPE2.1 × 宮崎県沖(2015年，10m深)  

○数ヶ月周期で流速の変動が見られる 
   → 黒潮の影響 
 
○最大流速は 
  3月13日、10m深の2.31m/s 
  → ・モデル上は表現されていない 

2.31m/s 
 ( 3月13日、10m深)  

スカラー流速(観測値) 

スカラー流速(観測値、8月のみ拡大) 
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7 8 9 10 11 12 1 2 3 4
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0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

2014 2015

スカラー流速比較(モデル：水面下30, 100m、観測値：海底上1m) 

最大流速 
 46cm/s 
   (11/27, 4:20)  

○最大値 46cm/s  
    (2014年11月27日) 
 台風通過に伴うものと考えられる 
 (モデル上は表現されていない) 

拡大 

事例の蓄積３ 鹿島灘沖  
モデルとの比較：外洋モデル(JCOPE2.1) vs 鹿島沖観測値 (2014-2015年) 

○ 観測水深：41m 
  モデル上の水深：154m 
 水深に差異あり！ 

Obs. Vel.
Modeled Vel. (100mDep.)
Modeled Vel. (30mDep.)

27日(木)西～北日本は天気回復
沖縄・奄美は気圧の谷の影響で曇りや雨、
沖縄県与那国空港、石垣市伊原間で
76mm/1h。西～北日本は、低気圧が去り
一部雨の所も次第に晴れに。大阪市など
でカエデ紅葉。

○2014年10月から11月にかけて 
 モデル上では40cm/sを超える 
 流速が現れるが、観測値は欠損で不明 4-6-a215
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水深：約80m （FRA-JCOPE2での水深78.1m；
モデル上の水深とほぼ一致） 
  

隠岐_ADCP+FRA-JCOPE2+nao99bJ.sdf

ADCP(z=10m) ADCP(z=20m) ADCP(z=74m) FJ(z=10.2m) FJ(z=19.9m) FJ(z=74.6m) nao
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ADCP:ADCPによる10分間隔、2分間平均流速 
FJ：FRA-JCOPE2による日平均流速 
nao:NAO.99Jbの分潮流の調和定数からの計算値 

事例の蓄積４(1) 隠岐沖 
2014年度検討資料再検証 
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Velo

city (
m/s) 松江における地上風速(絶対値) 

19日(火)白馬岳大雪渓 土砂崩落
日本海沿岸の寒冷前線が本州付近を東進。
本州の太平洋側で初め晴れた他は、各地
で曇りや雨または雷雨。熊本県八代市
75.5mm/1hなど非常に激しい雨の所も。

8/19 寒冷前線が 
   日本海を東進 
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2008/8/9～8/28 

Longitude (deg)
134133

La
titu

de
 (d

eg
)

36.3

36.2

36.1

36

35.9

35.8

35.7

35.6

35.5

35.4

35.3

35.2

水深：約80m 
流速データ:ADCPによる10分間隔、2分間平均流速 
             → 1時間の平均流速(表面下およそ10m) 
風速データ： 松江における地上観測(1時間) 

事例の蓄積４(2) 隠岐沖 
2014年度検討資料再検証 

松江(地上観測点) 
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・松江の風速(絶対値)だけでは説明できない 
・他に考えられる要因：風向、気圧、他地点の気象データ、(潮流)、(外洋の流動) 
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水深：約80m 
流速データ:ADCPによる10分間隔、2分間平均流速 
             → 1時間の平均流速(表面下およそ10m) 
風速データ： 松江における地上観測(1時間) 

事例の蓄積４(3) 隠岐沖 
2014年度検討資料再検証 

松江(地上観測点) 
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流速35cm/s以上時の風向 

・観測時、風向は東西成分
が卓越 

・流速が大きいとき、西より
の風が強いことが多い 

 
・今後やるとすれば、 
   他の因子も入れた 
 重回帰分析、 
 ニューラルネットワーク、 
 ディープラーニングなど 
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B 
32m 

いわき沖東西断面 

D 
130m 

モデル結果比較, 岸側, Sta.B 
底層スカラー流速比較 (モデル：海底上3m、観測値：海底上1m) 

最大流速 
 (大型台風の通過) 

観測値 0.67m/s 
    (2013/10/16 09:00) 
計算値 0.58m/s  
    (2013/10/16 02:00) 
時間にずれがあるものの、
ピーク値はよく一致 

拡大 

事例の蓄積５  
福島沖沿岸モデル × 観測値 (2013年)：モデル結果がよく一致する場合の検証 

最大流速が発生した日時の 
 風速ベクトル (小名浜) 

南向きの風(10m/s以上)で、

観測値とモデル結果がよく
一致 4-6-a219



B 
32m 

いわき沖東西断面 

D 
130m 

モデル結果比較, 岸側, Sta.B 
底層スカラー流速比較 (モデル：海底上3m、観測値：海底上1m) 

4月3日13時 
   59cm/sの流速 
 (関東南岸を 
     低気圧通過) 

拡大 

事例の蓄積6  

最大流速が発生した日時の 
 風速ベクトル (小名浜) 

福島沖沿岸モデル × 観測値 (2013年)：モデル結果と一致しない場合 

2013年4月3日に大
きい流速（59cm/s）
が観測されたが、モ
デルでは表現できて
いない 

一致する場合と同じ
く北風ではあるが、
モデルで表現できず、
原因は不明 4-6-a220



海洋モデル(FRA-JCOPE等)で表現できるもの、できないもの 

(a) (b) 

○黒潮流路等、外洋の平均的な流れはよく再現される 

（社）日本深海技術協
会会報2009 年1 号
より抜粋 

○局所的な変動は苦手 
・ 解像度の不足に起因： (例) 黒潮前線波動 
     (黒潮の前線周辺の擾乱)≒瀬戸内海の急潮 

2006/05/24  
  表層水温(MODIS) 
(Isobe et al., 2010, JGR) 

2006/05/24 表層水温 
・流速ベクトル(FRA-JCOPE) 

・外力の不足に起因 
(例)低気圧の通過など、 
  気象擾乱に伴うもの 
 (JCOPEで与えている
気象場は、1/2°メッ

シュであり、低気圧の
スケール(10数キロ)を
表現できない) 
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まとめ 
事例の蓄積 
１）福島県沖に加えて、茨城県沖、島根県沖の事例を検討 
  島根県沖の観測データでは地上風の風向との関係が示唆 
２）表層型浮魚礁での流速データを高知県沖および宮崎県沖で入手し、事例を検討  
非常に大きい流速（高知沖で2.9m/s、宮崎沖で5m/s超）が記録 ⇒ データの品質
チェックや今後の解析の必要性が示唆 

外洋モデルと流速データとの比較 ⇒ 平均流速はよく一致するが、最大流速は表現さ
れていない 

外洋モデルでは十分な精度での表現が難しい外力(風など)の検討が必要 
３）沿岸モデルの適用例として福島沖の事例を検討 

 最大流速が再現できる場合とできない場合がある ⇒ 風向との関係は認められず、
さらなる検証の必要性が示唆 

今後の課題 
１）大水深域での最大流速の要因の把握 
   表層型浮魚礁データが蓄積されている宮崎沖～高知沖周辺海域において、 
     大きい流速（＞2m/s)の発生メカニズム(発生の同時性や伝播方向、または局所性、

周辺気象データとの関係など)の解析 
２）沿岸域での最大流速の要因の把握と波浪との関連性（同時性や向き）の検討 
   観測データの蓄積と沿岸モデルが構築されている福島沖を対象に、 
  ①気象擾乱通過時の流れの発生または伝播過程の解析 
  ②極大波との同時性と向きの関係の検討 
３）流れに関する設計条件の決定に関する留意事項の整理 4-6-a222



平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

第 2 回検討委員会 

議 事 抄 録 

 

日時：平成 2 8 年 1 2 月 1 2 日（月）  1 5 : 0 0 ～ 1 7 : 0 0 

開催場所：エッサム神田ホール 1 号館 601 会議室 

 

1.開会 

◎事務局（漁村総研 伊藤部長）： 

ただ今より第 2 回委員会を始めさせていただきます。第 2 回ということで第 1 回委員会の報告から取

りまとめの方針について、事務局で議論してきました。今日本日はその方向性についてご審議賜りたく

よろしくお願いいたします。 

 

2.議事 

（1）平成 28 年度第 1 回委員会の指摘と対応 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 1：（省略） 

◎質問・意見：  

特になし。 

 

（2）沈設魚礁の安定性の照査方法の検討について 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 3：（省略） 

◎質問・意見：  

◎田島委員： 

従来法と提案法の比較について、その差異は Hmax を使うことによるのか、式を変えたことによるのか

わからない。従来法で Hmax を使うとどうなるのか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

抗力係数 CD が定常流での値と近いので、Hmax を使ってもあまり変わらないと考えられる。ただし、

高層魚礁のように CD が異なってくると Hmax に変えた差異が出てくると思う。 

 

◎田島委員： 

従来法との違いでどのように変化するのか確認すべきである。 
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◎事務局：（水工研 中山部長） 

CD の変化で追跡できると思うが確認する。 

 

◎大竹委員長： 

H1/3 から Hmax に変えれば良いとも言えるのか？ 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

CD が変わるので、そうとも言えない。 

 

◎田島委員： 

そこを確認してほしい。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

確認する。流体力の評価としては安全側になると考えられる。 

 

◎大竹委員長： 

そこはもう少し事例が必要ではないか？ 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

大変だろうが、メーカーにも実験するよう働きかけている。 

 

◎岡安委員： 

p.21 の検証について、従来法の CD、CM、Cfmax は何を使っているか？ 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

CD、CM は定常流の値を使っている。Cfmax は p.21 のとおり。 

 

◎岡安委員： 

ならば、従来法と提案法の比較と CD および CM と Cfmax の比較がごちゃ混ぜになっているのではな

いか。注意すべき。なお、今後提案法に切り替えるのか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

モリソン式と CFmax 式両方を使えることとする。ただし、その際の CD、CM は KC 数の関数とする。 
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◎岡安委員： 

だとすると、CFmax は、CD、CM をフィッティングさせたものととらえてよいか？ 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

そのとおり。 

 

◎岡安委員： 

非線形性がある Um の出し方は？ 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

微小振幅波理論による。 

 

◎岡安委員： 

仕方ないと思うが、Um の二乗で流体力を算出するので誤差が大きくなることもある。そこも含めて

安全率を検討すべき。例えば Hmax を使うなら安全率は 1 でも良いなど。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

魚礁の安全率は 2 以上が多く、Hmax を用いたからといって安全率が 1.2 未満になることは少ないと思

う。 

 

論点 1.①について 

◎大竹委員長： 

流体力算定に提案式を用いることで良いか。 

 

◎田島委員： 

良いが、Umax 算出する水深をどのように定義するか。底層の値を使っているか。 

 

◎事務局：（水工研 中山部長） 

その辺整理する。 

 

◎岡安委員： 

p.9 の波浪推算制度が悪い部分の原因は？ 

 

◎事務局：（国際気象 門 GL） 
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うねりが入ってきていることによる。 

 

◎大竹委員長： 

層積み、乱積みでは流体力をどのように決めるのか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

まとめて単位魚礁として考えるしかないと考える。層積みの方が不安定なので、そちらで考えること

としたい。Um は図心の値とする、 

 

◎大竹委員長： 

魚礁のトップとするか図心とするか、決め方を検討してほしい。 

 

◎岡安委員： 

流体力の算定式は提案式で良いが、Cfmax をどのように求めるか。KC 数が適当な範囲で収まるなら

簡略化できるのではないか。また、高層魚礁とブロック魚礁は分けて考えるべきか検討してほしい。 

 

論点 1.②について 

◎田島委員： 

固有振動数が揺動に効いてくる。周期についてもう少し検討すべきではないか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

今後の課題として検討する。 

 

 

（3）着底基質の安定質量算定式の検討について 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 4：（省略） 

◎質問・意見：  

◎田島委員： 

検討 3 にて、振動流の波形はどのような形になるか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

定常流を含む振動流となる。 

 

◎田島委員： 
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ψ2 では前傾する加速度が入らないのではないか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

p.4 に示す TZPで考慮することとなる。TZPが非対称な波形を考慮した周期となる。 

 

◎田島委員： 

Umin>0 だと Ua をどのように決めるか。ψ1 とψ3 だけで検討するのか。また、Um と a は異なるが、

これらを同じような式に入れ込むことに矛盾が生じないか。 

 

◎大竹委員長： 

実験式なので、何らかの適用範囲があるのではないか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

検討するが、一通り安定質量を説明はできている。 

 

◎大竹委員長： 

この方法で進めることで良いか。→岡安委員、田島委員合意。 

 

（4）海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討について 

◎事務局（水工研 杉松研究員）：資料 5：（省略） 

◎質問・意見：  

◎大竹委員長： 

海域ごとに流速データを入手することは可能か。 

 

◎事務局：（水工研 杉松研究員） 

数値解析と比較検証するなら 1 年間位のデータが必要だが、そのようなデータは手持ちのものしかな

い。 

 

◎大竹委員長： 

JCOPE で同化しているので、何らかのデータがあるのではないか。 

 

◎事務局：（水工研 杉松研究員） 

以上潮位のデータを国内全域で集めたことはあったようだが、流速は無い。 
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◎岡安委員： 

今後どのように活用していくかが問題。リアルタイム予測か？設計に使うのか？設計に使うなら最大

値や最大期待値が必要になるが計算自体はもう少し簡略化できると思う。 

 

◎事務局：（水工研 杉松研究員） 

後者になる。そのため、沿岸モデルをもう少し進めるべきと考える。 

 

◎田島委員： 

台風モデルは細かく考慮できるのか。 

 

◎事務局：（水工研 杉松研究員） 

細かくは考慮できない。あくまで平均風速としての考慮となる。 

 

 

3.閉会 

◎事務局（漁村総研 伊藤部長） 

以上いただいた意見を基に検討を進める。委員の皆様におかれては、今後もよろしくご指導を賜りた

い。 
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第３回検討委員会での論点 

１．沈設魚礁の安全性の照査方法の検討 

 不規則波の波群中での最大流体力の算定方法について、提案方法（KC2

を用いた CFmaxの式）も含めて追加すべき検討事項や課題はないか。 

 被災事例の検証手法や結果の解釈に問題はないか。従来法の問題点を
明らかにするために対象波のみを H1/3⇒Hmaxに変更する方法（修正法α）
を検討したが、その方法と結果の解釈は妥当か。 

 砂質底上での沈設魚礁の安定性について、実験手法や結果の解釈に問題
はないか。揚力の問題の解釈は妥当か。 

 流体力算定の提案式の妥当性について、揚力以外に検討すべき事項はあ
るか。 

 残された課題の整理は妥当か。追加すべき事項はないか。 
 

２．着定基質の安定質量算定式の検討 

 次年度検討すべき課題は妥当か。 

 追加で検討すべき課題はあるか。 
 

３．海洋モデルの利用による流れの設計条件の決定に関する検討 

 事例の分析手法、結果の解釈に問題はないか。 

 今後の課題は適切か。加えて検討すべき事例等はないか。 
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漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

第３回検討委員会議事抄録 
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平成 28 年度 

漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

議 事 抄 録 

 

日 時 ： 平成 2 9 年 2 月 2 0 日（ 月 ）  1 0 : 0 0 ～ 1 2 : 0 0 

開催場所：エッサム神田ホール 1 号館 601 会議室 

 

1.開会 

◎事務局（漁村総研 伊藤部長）： 

ただ今より第 3 回委員会を始めさせていただきます。今回は新任の水産庁整備課課長山本様がお見え

ですのでご挨拶をお願いいたします。 

 

◎水産庁（山本整備課長）： 

本調査は 5 年計画の 4 年目となっており、沈設魚礁や着底基質の挙動が明らかとなってきました。来

年度末の成果を基に設計図書の改訂等を行い、周知を図る考えです。次年度から時期の漁港漁場整備長

期計画が始まりますが、資源水準が厳しいなか、漁場整備はますます重要となってきます。今年度最後

の委員会ということで、来年度を見据えてまとめてください。 

 

◎大竹委員長： 

海の中のものは、他の機関はあまり扱っていない。水深-40～50m のことは、40 年以上研究が進められ

てきても、やはり課題が多く思いが先行している。難しい問題を扱っていることを認識してまとめたい

と考えます。 

 

 

2.議事 

（1）平成 28 年度第 2 回委員会の指摘と対応 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 1：（省略） 

◎質問・意見：  

特になし。 

 

（2）沈設魚礁の安定性の照査方法の検討について 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 2、資料 2-1：（省略） 

◎質問・意見：  
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◎田島委員： 

P17、P.19 の Cfmax は実験値か。Cfmax は合わせこんで、モリソン式の CD、CM は合わせこんでいない

なら、比較としてフェアではない。モリソン式の CD、CM は実験値か。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

規則波実験による実験値である。不規則波実験で実際の流速波形を用いてモリソン式で計算した最大流

体力は過小評価となったのに対して、今回は流速波形の情報がなくても適用できる CFmax の式を用いて

計算した。モリソン式で最大流体力を求めるためには流速波形の情報が必要であるが、その情報が得ら

れていても、過小評価になるため、今回は適用しなかった。 

 

◎田島委員： 

Cfmax、モリソン式は併用とするか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

そう考えている。ただし、モリソン式は波群中の最大流体力を過小評価する可能性があり、最後のまと

めに記載したように、何らかの補正が必要であると考えられるというのが今年度の結論である。 

 

◎田島委員： 

Hmax を使えばよいのではないか。また、p.17 では両手法に安全率の差が小さいが、p.19 では大きいの

はなぜか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

p.19 に示すように、それでも安全率が 1 を超えてしまう。P.17、P.19 の安全率の差は用いている CD の

違いによる。 

 

◎田島委員： 

CM=2.0 の根拠は。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

円柱の場合の理論値である。抗力に対して慣性力は相対的に重要でないと当時は考えたものと推察され

る。 

 

◎岡安委員： 

資料-2.1、P.4 のグラフで CM が KC 数とともに大きくなっている。しかし、KC 数が大きくなって定常

4-6-a232



流に近くなると CM はゼロに漸近するのではないか。その状況で CD は KC 数とともに下がっているが、

これでよいのか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

他の実験でもそうなっていない。 

 

◎岡安委員： 

CD、CM は流速の履歴で変化する。これを考えると、Cfmax を KC 数の関数とするのは問題ないだろう。 

 

◎大竹委員長： 

P.17、P.19 の論点は二つある。①被災時の最大波による現象を再現できているか、②流体力計算方法の

確認、である。波の設定は良いか。 

 

◎田島委員： 

A 工区は合田のモデル、B 工区は H1/3×1.8 を使っている。 

 

◎大竹委員長： 

P.16 の KC1、KC2 両方とも大きくずれているのはなぜか。もう少し大きなスケールの実験が必要と感じ

た。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

回帰式が示すように、実験値と推定値との比は一定で、誤差は全体的に±20%の範囲に入っており、許

容範囲と考える。 

 

◎田島委員： 

KC1、KC2 はそれぞれでフィッティングしているが、規則波なら同じ値となり、非線形効果が出ると変

化が出てくるという考えで良いか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

規則波実験で得られた KC 数と CFmax との関係式を用いており、KC1 と KC2 でフィッティングしてい

る訳ではない。 

 

◎田島委員： 

P.16 の Umax、Umin をつかって KC1、KC2 を定義しているが、その Umax、Umin の定義は。 
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◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

Umax は時系列中最大、Umin はその直前の最小値である。 

 

◎田島委員： 

その Umax、Umin を不規則波としてどのように求めるのか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

そこは今後の課題である。 

 

◎田島委員： 

P.16 で KC1 は過小評価側となっているが、P.17、P.19 で KC1 を使っているのはなぜか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

説明したように、波動流速の非対称性がわからないので KC1 を使わざるを得なかった。 

 

◎大竹委員長： 

計算に用いる各種パラメータの性格と使い方を丁寧かつ明確化すること。 

 

◎田島委員： 

P.26 のグラフは実測か。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

そのとおり。 

 

◎岡安委員： 

模型と床板の状況はどうなっているか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

床板はスポンジとして、模型と軽く触れている。 

 

◎田島委員： 

経験上、わずかでも触れると反力が発生すると思う。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 
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それなので、柔らかいスポンジを使用した。 

 

◎大竹委員長： 

魚礁は様々な形があるが、揚力をどのように組み込むのか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

揚力は一般には揚力係数で評価されているが、もう少し実用的な観点から、例えば図に示したように水

平力との比率が Umax との関数になることから、無次元数によってのその比を評価するといった簡便な

方法で考える方がよいと考えている。 

 

◎田島委員： 

揚力が正負両方の値を持つことに違和感がある。モーメントを拾っていないか。 

 

◎岡安委員： 

振動流場なら、揚力は流れが左右どちらから来ても正の値となるはず。 

 

◎大竹委員長： 

実験データを確認するとともに、もう少し詳細に提示すること。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

結果を精査する。 

 

◎山本課長： 

揚力がこのように大きくなると、施設の安定性が非常に心配になる。 

 

 

（3）着底基質の安定質量算定式の検討について 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 3：（省略） 

◎質問・意見：  

◎田島委員： 

P.11 の Ua をどのように設定するか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

今後の課題である。 
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◎大竹委員長： 

設計時の設定としては波の場で良いか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

津軽海峡、瀬戸内海のような潮流が卓越する場もある。 

 

◎大竹委員長： 

他の現地検証は行う予定があるか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

北海道の日本海沖で行う計画がある。 

 

 

 

 

（4）海洋モデルの利用による流れに関する設計条件の検討について 

◎事務局（水工研 川俣 G 長）：資料 4：（省略） 

◎質問・意見：  

◎大竹委員長： 

前回委員会で岡安委員が指摘した海洋モデルと沿岸モデルの適用について、何か回答はあるか。 

 

◎事務局：（水工研 川俣 G 長） 

沿岸モデルは精度面で問題を小さくできるが、外洋のモデルは表現できない部分が多々ある。それを

風で表現できないか考えている。 

 

◎大竹委員長： 

設計にどう反映させるかが非常に難しい。 

 

◎不動専門官： 

水産庁としては、海洋モデルの活用については次年度末までの結論にこだわらない。 

 

3.閉会 

◎大竹委員長： 
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沈設魚礁の検討部分で不足したデータがあったことも勘案して、各委員に改めて指摘部分を説明し、

その指導を反映させて取りまとめること。また、委員は今回の委員会で言いそびれたことがあったら事

務局にメールしてください。 

 

◎事務局（漁村総研 伊藤部長） 

以上いただいた意見を基に検討を進める。委員の皆様におかれては、今後もよろしくご指導を賜りた

い。 
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漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査漁場の施設の設計手法高度化技術検討委員会 

平成 28年度第 3回委員会の指摘と対応（案） 

 
指摘者 指摘事項 対応 

岡安委員 

【(2) 沈設魚礁の安定性の照査方法の検討について】 

・資料-2.1、P.4 のグラフで CMが KC数とともに大きくな

っている。しかし、KC数が大きくなって定常流に近くな

ると CM はゼロに漸近するのではないか。その状況で CD

は KC数とともに下がっているが、これでよいのか。 

他の部材（例えば、円柱や

平板）でも CM は KC 数が大

きい領域でも一定値に漸近

せずに KC数の増加に伴い増

加する傾向が示されてお

り、特異な結果ではないと

考えている。 

田島委員 

【(2) 沈設魚礁の安定性の照査方法の検討について】 

・P.16 の Umax、Uminをつかって KC1、KC2 を定義してい

るが、その Umax、Uminをどのようにもとめるか 

今後の課題として検討す

る。 

大竹委員長 

【(2) 沈設魚礁の安定性の照査方法の検討について】 

・計算に用いる各種パラメータの性格と使い方を丁寧か

つ明確化すること。 

 

岡安委員 

田島委員 

【(2) 沈設魚礁の安定性の照査方法の検討について】 

揚力が正負両方の値を持つことに違和感がある。モーメ

ントを拾っていないか。振動流場なら、揚力は流れが左

右どちらから来ても正の値となるはず。 

追加資料で測定値をチェッ

クした結果を報告する。 

田島委員 
【(3) 着底基質の安定質量算定式の検討について】 

・P.11 の Ua をどのように設定するか。 

今後の課題として検討す

る。 

大竹委員長 

【全体について】 

・沈設魚礁の検討部分で不足したデータがあったことも

勘案して、各委員に改めて指摘部分を説明し、その指導

を反映させて取りまとめること。 

指摘事項に対する説明も

含めて報告書にとりまとめ

て報告する。 
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4.6.2 中層浮魚礁の流出軽減技術検討委員会 

（１）委員の選定 
的確かつ効率的な技術的助言・指導を得て研究成果の向上を実現するため、平成 28

年度の検討項目を踏まえ、以下の委員を選定した。 
 

●委員会メンバー 

 氏  名 所  属 ・ 役  職 

委 員 上北 征男 福井県立大学名誉教授 

〃 大竹 臣哉 福井県立大学海洋生物資源学部 教授 

〃 横山 純 長崎県水産部 参事監 

 

 
（２）検討委員会の開催 

・第 1 回検討委員会 
日時：平成 28 年 7 月 19 日（火） 14:30～17:00 

場所：(一社)マリノフォーラム 21 会議室 

 
・第２回検討委員会 

日時：平成 28 年 11 月 22 日（火） 13:30～16:00 

場所：(一社)マリノフォーラム 21 会議室 
・第３回検討委員会 

日時：平成 29 年 2 月 17 日（金） 13:30～16:00 

場所：(一社)マリノフォーラム 21 会議室 

 
（３）委員会資料 

委員会資料は、以降にまとめて添付した。 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度水産基盤整備調査委託事業 

「漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査」 

 

中層浮魚礁の流出軽減技術の検討 

 

 

 

実施計画書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年 7 月 

 

 

 

一般社団法人マリノフォーラム２１ 
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1. 調査目的 

 中層浮魚礁は、水産基盤整備事業において平成 13 年度以降各地方自治体にてのべ 342 基（平

成 27 年度末まで）が設置され、事業継続中である。一方で現在（平成 27 年度調査）までに流

出事故としては 14 件の報告がある。 

流出事故の原因は、係留索の経年劣化や波浪・潮流ではなく、人為的な要因で

あることが示唆されている。また、実証試験（平成 25～ 27年度）で流出警報発信

機を引上げて機器の機能や部材劣化などについて調査した結果、防水性や耐久性

に課題が残されていることが示唆された。そこで、本事業では流出事故の防止・

軽減を図ることと流出警報発信機の機能向上を目的として、流出軽減技術の検討

と流出警報発信機の防水性・耐久性の検討を行うことを目的とする。  

 

2. 調査概要（２か年全体計画） 

【初年度：平成 28 年度】 

① 流出警報発信機の防水性能・耐久性能の検討 

・環境促進試験：実機の温湿度促進試験、加速劣化試験を行う。 

・実海域試験：実機を実海域に設置し、防水性能・耐久性能を把握する。 

なお、設置した実機の回収は次年度(約 1 年経過後)とする。 

    ② 流出軽減技術の検討 

・過去の流出事故に関する情報整理を行い、事故原因と有効な対策方法の検討を行う。 

・係留部材を対象としたデータ収集を行うとともに、必要な室内試験（摩耗試験、擦れ

試験等）を行い、対策方法の効果を検討する。 

    ③ 既存中層浮魚礁の部材劣化試験 

・設置後約 7 年と 8 年を経過して流出した中層浮魚礁の係留部の強度試験を実施し、残

存強度の把握を行う。また、後者事故の流出警報発信機、礁体等の調査も行う。 

【2 年目：平成 29 年度】 

① 流出警報発信機の防水性能・耐久性の検討 

前年度に設置した流出警報発信機を回収して防水性・耐久性の検証を行う。 

② 流出軽減技術の検討 

前年度に引き続き、流出事故に対する有効な対策方法の検討を行う。 
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図 2 調査フロー 
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①流出警報発信機の防水性能・耐久性能の検討      平成 28 年度・平成 29 年度に実施 

②流出軽減技術の検討                 平成 28 年度・平成 29 年度に実施 

③既存中層浮魚礁の部材劣化試験            平成 28 年度に実施 

実海域試験 

温湿度促進試験 

加速劣化試験 

流出事故の検証 

係留索の擦れ磨耗試験 

複数年継続調

査による知見

の蓄積 

多数の情報・

知見を蓄積 

係留索等の調査 

室内試験より

環境による影

響を検証 

流出警報発信機

の今後の改良に

つなげる 

流出軽減対策の

必要性 
設計指針等へ

のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 
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表 2-1 平成 28 年度計画 

項 目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

計画準備             

①流出警報発信機の防
水性能・耐久性の検討 

            

実機の実海域試験      設置       

環境促進試験             

② 流出軽減技術の検討             

③既存中層浮魚礁の部
材劣化試験 

            

検討委員会             

とりまとめ             

 

 

表 2-2 平成 29 年度計画 

項 目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

計画準備             

①流出警報発信機の防
水性能・耐久性能の検討 

            

実機の実海域試験      回収 分析      

③ 流出軽減技術の検討 
            

検討委員会 
            

とりまとめ 
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3. 28 年度の調査内容 

 3.1 流出警報発信機の防水性能・耐久性の検討 

  3.1.1 実海域試験 

長崎県が平成 25 年度に設置した中層浮魚礁に流出警報発信機を設置し、次年度(約 12

ヶ月後)に回収して、防水性能・耐久性について調査・検討を行う。 

（１）調査対象 

工事名 ：25 漁港浮第 3-2 号 対馬西部地区浮魚礁整備工事（厳原阿連北西工区） 

設置地区：対馬市厳原阿連北西 No1 (図 3-1) 

礁体ﾀｲﾌﾟ：剛体タイプ (図 3-2) 

設置水深：礁体ヘッド位置海面下 40ｍ(設置位置の水深 84ｍ) 

設置時期：平成 26 年 3 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査方法 

【回収予定時期】 平成 29 年 9 月（設置後約 12 か月） 

表 3-1 流出警報発信機の調査予定時期 

  供試体 設置時期 回収時期 
経過 

月数 

調査① 
流出警報発信機 1 基 

タイプ①（新型） 
平成 28 年 9 月 平成 29 年 9 月 12 か月 

調査② 
流出警報発信機 1 基 

タイプ②（従来改良型） 
平成 28 年 9 月  平成 29 年 9 月 12 か月 
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図 3-2 浮漁礁の概要 

 

 

中層浮魚礁設置位置 

図 3-1 中層浮魚礁設置地区 
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【調査内容】 

     中層浮魚礁に配置された流出警報発信機を翌年潜水作業によって回収し、以下の内容に

ついて調査を実施する。 

（ア）流出警報発信機の作動確認 

（イ）流出警報発信機の付着物状況，外観状況 

各部材の腐食状況や装置内の乾湿状況を把握する。把握項目と評価方法は図 3-3 および

表 3-2 を参考とする。 

 

タイプ①（新型）仕様書 

環境条件 使用海域 イリジウム衛星通信圏内 
外気温度 －20℃ ～ ＋60℃ 

警報発信 浮上時 2 時間間隔 1) 
通信諸元 通信方式 イリジウムＳＢＤ通信方式（衛星通信） 

通信方向 浮上時は双方向可能 2)（魚礁⇔陸上局） 
送信先アドレス数 最大５電子メールアドレス 
送信データ 時間情報、緯度経度、電源電圧 
通信アンテナ 基板型送受信アンテナ 
浮上後の警報通信

間隔 
10 分,20 分,30 分,1 時間,2 時間,3 時間に、(電池の残量

等により)変更可能 2) 
位置測定 測位状態 イリジウム衛星測位 単独ＧＰＳ測位 

精度／測地系 通 信 品 質 に よ る  / 
WGS84 

15m 2DRMS / WGS84 

分解能 １°/ 100000 ( 約 1.1m) １’ / 10000 ( 約 0.18m) 
測位間隔 通信間隔に同期 

電源諸元 電源種類 アルカリ乾電池式 
電池寿命 10 年 + (約 20 日) 3) 

標体諸元 寸法 φ550×545 
空中重量 約 45kg 
主要材質 SUS316 , ABS 樹脂 

1) 電源起動から 24 時間経過後に、海中において 2 時間間隔で警報発信を開始する。(海中からの警報は受信でき

ない。) 

2) 浮上後の警報発信間隔を遠隔変更することが可能である。 

3) 設置 10 年後に浮上した場合(流出した場合)でも、警報発信間隔が 2 時間間隔の場合、20 日間警報発信できる電

池容量とする。(通信間隔により残日数が異なる。) 
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タイプ①（新型） 

図 3-3 流出警報発信機２種の概要 

タイプ② 

（従来改良型） 
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表 3-2 各部材の把握項目と評価方法（参考：従来改良型の場合） 
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3.1.2 温湿度促進試験  

JIS C60068-2-38（環境試験方法-電気・電子）湿温度組合せ（サイクル）試験方法に

準じた、(財)日本航路標識協会「海上標識用灯器 JANA01-2009」の規格認定試験を行い

評価する。 

試験状態は常温（20±15C）で行い、JIS C60068-2-38 の試験方法 6.3.1.1 を上限温度 

55±2C に変更して行う。試験サイクル数は２サイクルとする。低温サブサイクルは２サ

イクル内の１サイクルにおいて適用する。その他については、JIS C60068-2-38 による。 

 

【判定基準】 ①機能（通信等）になんらかの異常がないこと 

②部品に損傷がないこと 

 

3.1.3 加速劣化試験 

実装状態で３方向（x,y,z）について、JIS C60068-2-6（環境試験方法-電気・電子・

正弦波振動試験方法）に準じた(財)日本航路標識協会「海上標識用灯器 JANA01-2009」

の規格認定試験を行い評価する。 

      振動数範囲は 10～150Hz、加速度は（20m/s2）各軸のサイクル数は 10 回、時間は 

１回 1 時間 15 分とする。 

 

 【判定基準】 ①機能（通信等）になんらかの異常がないこと 

②部品に損傷がないこと 

③ビス、ナット等にゆるみがないこと 

 

3.2 流出軽減技術の検討 

3.2.1 流出事故の検証 
     下記項目を調査し、適正な係留索の保護範囲を照査する。 
 

表 3-3 調査項目 

調査項目 調査場所 内容 調査方法 
漁具対策の適用範囲 

事業実施県 
各地区の漁具対策の適用範囲を調

査し、漁具対策の範囲を把握する。 
ｱﾝｹｰﾄ 

設置地区における 
主要な漁法 

事業実施県 
各地区の漁法を調査し、漁具対策

の効果を把握する。 
ｱﾝｹｰﾄ 

流出した係留索の破

断位置 
― 

破断位置を把握する。 
資料整理 

流出事故の実績 ― 
平成 26 年度までの実績表に平成

28 年度前期までの事故を追加整理

する。 
資料整理 
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3.2.2 係留索の擦れ磨耗試験 

    ロープメーカー各社から既存データの提供を受け、整理するとともに、新たな素材等、

必要な試験がある場合は実施する。 

    また、切断されにくい中層浮魚礁の係留索構造(素材そのもの、あるいは水深帯による適

切な素材等)について、検討する。 
     
3.3 既存中層浮魚礁の部材劣化試験 

3.3.1 係留索 
引張強度試験を JIS 規格に準じた方法注 1で行い、回収された係留索の劣化状況に

ついて把握する。 

（注１）：ＪＩＳ規格の方法 

a) 試料の調整（有効長）：ロープの呼称太さの 30 倍以上とする。ただし、

その長さが 0.5ｍを超えるものについては、0.5mにとどめることができる。 

b) 試験機のつかみの速度：ロープの規定引張強さの 50％までは 300mm／min

以内 とし、それ以上は 150mm／min 以内とする。 

（注２）：残存強度の計算 

係留索の低減率は年10%のため、10年後の残存強度Tqは下式で算出される。 

Tq=TM×(1-0.1)10   TM:初期引張強度 

 

 表 3-4 劣化調査結果整理表の例          単位：kN 

 

中層浮魚礁 ○○号 

上部主係留索 

下部端末部 

上部主係留索 

直線部 

上部主係留索 

直線部 

係留索の初期強度 ○○○ ○○○ ○○○ 

10 年後の強度（計算値） ○○○ ○○○ ○○○ 

回収した係留索の 

引張強度測定結果 
○○○ ○○○ ○○○ 

保持率*1 (％) ○○ ○○ ○○ 

        ※１：保持率＝測定結果／初期強度×100 (％) 

 

3.3.2 浮体 
      浮体形状を保持している FRP 蛇籠の強度試験を「JIS K7017 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－曲げ

特性の求め方」に準じた方法で行う。 

 

表 3-5 劣化調査結果整理表の例 
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試験片 幅 厚み 荷重  F″- F′ 曲げ強度 曲げ弾性率

NO. b (mm) h (mm) F (N) ΔF (N) σfm (N/mm
２) Ef (N/mm

２)

1 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○

2 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○

3 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○ 〇〇○

基準値 ---- ---- ---- ---- ≧ 400 ≧1.4 × 104
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4. 検討委員会の設置 

上記の調査を円滑かつ効率的に実施するために、学識経験者等からなる検討委員会を設置し、

指導、助言を得ながら、事業の運営および議論の取りまとめを行う。 

   

4.1 委員の構成 

     検討委員は、専門分野の知見を有する下記 3 名の学識経験者とする。 

上北征男 福井県立大学名誉教授 

大竹臣哉 福井県立大学海洋生物資源学部 教授 

横山 純 長崎県水産部 参事監 

 

また、本事業内容に関連する下記の当会会員企業にも委員会へのオブザーバー参加を呼び

かけるとともに、適宜必要な情報収集等を行う。 

岡部株式会社 

サカイオーベックス株式会社 

株式会社テザック 

東京製綱繊維ロープ株式会社 

 

4.2 検討委員会の開催 

     平成 28 年度の検討委員会は、調査計画の指導・調整、中間報告検討、調査結果の総括を目

的に計３回開催する。開催時期は、平成 28 年度：７月(計画検討)、11 月(中間検討)、２月(年

度末検討)とする。 

 

5. その他 

5.1 水産庁との協議 

調査着手前、中間報告、調査取りまとめ時の計３回の他、必要に応じて適宜、水産庁増

殖推進部研究指導課海洋技術室資源増殖技術班と協議を行う。 

     

5.2 年度末報告会 

     水産基盤整備調査委託事業の報告会で調査結果を発表し、有識者から意見を聞く。 

 

-9- 
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平成 28 年度水産基盤整備調査委託事業 

「漁港・漁場の施設の設計手法の高度化検討調査」 

 

中層浮魚礁の流出軽減技術の検討 

 

 

 

第２回検討委員会 資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年 11 月 

 

 

 

一般社団法人マリノフォーラム２１ 
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1. 調査目的 

 中層浮魚礁は、水産基盤整備事業において平成13年度以降各地方自治体にてのべ342基（平

成 27 年度末まで）が設置され、事業継続中である。一方で現在（平成 27 年度調査）までに

流出事故としては 16 件の報告がある。 

流出事故の原因は、係留索の経年劣化や波浪・潮流ではなく、人為的な要因

であることが示唆されている。また、実証試験（平成25～27年度）で流出警報

発信機を引上げて機器の機能や部材劣化などについて調査した結果、防水性や

耐久性に課題が残されていることが示唆された。そこで、本事業では流出事故

の防止・軽減を図ることと流出警報発信機の機能向上を目的として、流出軽減

技術の検討と流出警報発信機の防水性・耐久性の検討を行うことを目的とする。 

 

2. 調査概要（今年度計画と進捗） 

2.1 流出警報発信機の防水性能・耐久性能の検討 

・環境促進試験：実機の温湿度促進試験、加速劣化試験を行う。→加圧試験に変更し、行った。 

・実海域試験：実機を実海域に設置し、防水性能・耐久性能を把握する。→9月 23 日に設置し

た。 

なお、設置した実機の回収は次年度(約 1年経過後)とする。 

2.2 流出軽減技術の検討 

・過去の流出事故に関する情報整理を行い、事故原因と有効な対策方法の検討を行う。→情報

整理を行い、流出軽減策を検討中。 

・係留部材を対象としたデータ収集を行うとともに、必要な室内試験（摩耗試験、擦れ試験等）

を行い、対策方法の効果を検討する。→ロープメーカーから社内試験結果の提供を受け、流

出軽減策の検討の参考とした。 

2.3 既存中層浮魚礁の部材劣化試験 

・設置後約 7 年と 8 年を経過して流出した中層浮魚礁の係留部の強度試験を実施し、残存強度

の把握を行う。また、後者事故の流出警報発信機、礁体等の調査も行う。→残存強度試験を

実施し、既存のデータとともに解析した。また、後者事故の調査も行った。 

 

3. 28 年度の調査結果(中間報告) 

3.1 流出警報発信機の防水性能・耐久性の検討 

3.1.1 環境促進試験内容の変更 

当初は、温湿度促進試験と加速劣化試験を実施した後に実海域に設置する計画であったが、

下記の理由により、第１回委員会後、水産庁、委員のご了解を得て、加圧試験を実施した後に

実海域に設置した。 

・当初計画していた温湿度促進試験と加速劣化試験は、JIS 規格（環境試験方法-電気・電子・

正弦波振動試験方法）に準じた(一財)日本航路標識協会「海上標識用灯器 JANA01-2009」の

規格認定試験の方法であり、他に適当な試験方法が見つからなかったため計画したが、風雨・

太陽光・波浪の振動に常にさらされる海上標識と中層浮魚礁流出警報発信機の使用条件はか

なり異なるため、耐久性試験としては適していない。 
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・規格認定試験である温湿度促進試験、加速劣化試験は、壊れないかを確認するかなり過酷な

条件での試験であり、供試した同じ装置を試験後実海域に設置することは耐久性の点でふさ

わしくないと思われた。 

・対馬に設置する流出警報発信機(特に従来改良型)に使用する部品は、組み立て前に、ヒート

サイクル試験(比較的初期に継時的に出てくる不良を排除するために、期間を早める方法)を

行っているので、不良部品(部品の不具合)は、かなりの高確率で排除できていると考えられ

た。 

・以上を踏まえ、環境促進試験として、流出警報発信機の仕様である耐水深 300m(30 気圧)の加

圧試験を行ってから、実海域(対馬)に設置することに変更した。(従来型の不具合の半分ぐら

いは浸水・漏水が原因なので、初期の防水性能の確認を行う。)  

・従来改良型は、加圧試験後、分解して漏水の有無を確認後、再組立を行って、対馬に設置す

る。再組立の際、装置内に乾燥剤を入れるスペースがあるなら、乾燥剤を入れる。(設置水温

による結露を防ぐため。上北先生の提案) 

・新型は、加圧試験後、正常に通信することを確認できたら、分解による漏水確認はせず、そ

のまま対馬に設置する。(新型は、装置部分が従来の耐圧フロートに封入されているので、一

旦フロートを切断して再溶接したら、加圧試験を行った意味がなくなる為)  

・加圧試験をパスし、実海域設置 1 年後の正常作動が確認された場合、来年回収後に 2 機種と

もに加速劣化試験(海上標識用の型式認定の為のＪＩＳ試験法等)を行い、耐久性を確認し、

もし不具合が発生したら、そこがその装置の弱点であるから、その知見を改良に役立てる。(横

山委員の提案) 

 

3.1.2 流出警報発信機の概要 

表 流出警報発信機の概要 

項 目 （新型） （従来改良型） 

使用海域 イリジウム衛星通信圏内 イリジウム衛星通信圏内 

耐圧 30 気圧(水深 300m) 30 気圧(水深 300m) 

耐温度 -20℃ ～ +60℃ 0℃ ～ +40℃ 

通信情報 時刻、緯度経度、電源電圧 時刻、緯度経度、電源電圧 

通信間隔(浮上後) 1 回/１時間（変更可能） 1 回/１時間(変更可能) 

電源 アルカリ電池 リチウム電池 

電池寿命 

海中で最長10年間の通信動作が可

能。10年経過時に浮上した場合、2

時間間隔で約20日間の通信動作が

可能。 

浮上後、1回/1 時間の通信間隔の場

合、約 200 時間以上の通信動作が可

能。 

構造 

特徴 
水密性 

多くの実績を有する耐圧フロート

の内部に通信機器を封入ことで水

密性を確保している。 

耐圧フロートは破壊圧試験、気密

金属部品の組立製品であるため、最

新の防食設計により水密性を高め

ている。 
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試験で品質管理されている。 

起動 

沈設前に起動させ、海中において 2

時間毎の通信動作をしている。浮

上後は 1 時間毎に通信動作が起動

する。 

海中において起動しない。 

浮上後、圧力ｾﾝｻｰまたはﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁの

何れかで起動する。安全性を高める

ため 2重の起動方法である。 

諸元 

主要材質：ABS 樹脂 

寸法  ：φ448mm 

全重量 ：約 20kg＋取付金具 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要材質：SUS316 

寸法  ：φ270mm×720mm 

全重量 ：約 27kg 

 

3.1.3 加圧試験 

(1)目的 

実海域の中層浮魚礁に取り付けるにあたり、初期の防水性能の確認のため、高圧実験水槽に

よる加圧試験を行った。 

(2)試験日 

従来改良型：平成 28 年 8月 24 日 

 新型   ：平成 28年 9 月 9 日 

(3)試験場所 

  日油技研工業株式会社 川越工場内高圧実験水槽(埼玉県川越市) 

(4)試験条件 

加圧値は、流出警報発信機の耐圧水深 300m 仕様から 3MPs とした。 

加圧方法は旧太洋無線型の開発段階での条件を踏襲し、下記の 2方法で試験を行った。 

A,B 試験から防水性能を評価した。 

A 試験 

・無負荷から 1MPa ごとに 5分保持し、3MPa まで加圧 

・3MPa で 15 分保持 

・試験水槽から取り出して目視確認、通信試験 

B 試験 

・無負荷から 3MPa のサイクル試験 15 回 

（無負荷と 3MPa で 5 分保持） 

・試験水槽から取り出し目視確認、通信試験 

(5)高圧実験水槽 

内容積：0.53m3 , 設計圧力：98.07 MPa , 耐圧試験圧力：107.88 MPa 
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高圧実験水槽（密閉作業中）       高圧実験水槽（開放状態） 

 

(6)試験状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

組込状況(新型)           組込状況(従来改良型) 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測状況               3MPa 負荷状況 

            計測状況              3MPa 負荷状況 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

         目視確認(新型)            目視確認(従来改良型) 
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         通信確認(新型)           通信確認(従来改良型) 

 

(6)試験結果 

(新型） （従来改良型） 

A 試験、B 試験とも目視確認には問題無

く、正常に通信したことを確認。 

製造時に気密試験を行い内部から空気

漏洩がないことを確認済み。 

加圧試験で通信確認できたことで止水

が保たれていると判断し、実海域試験へ

使用した。従来改良型同様、乾燥剤を内

蔵している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     気密試験状況 

A 試験、B 試験とも目視確認には問題無

く、正常に通信したことを確認。 

後日工場へ持ち帰り、分解、漏水確認を

行ったところ、電子機器室への止水が保

たれていることを確認できたため、乾燥

剤を入れて再組立をし、所定の部分を接

着シールし、実海域試験へ使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     再組立状況 

 

3.1.4 実海域試験(設置) 

長崎県が平成 25年度(26年 3月)に設置した中層浮魚礁に２機種の流出警報発信機(従来改良型

と新型)を平成 28年 9月 23 日に設置した。 

(次年度(約 12 ヶ月後)に回収して、防水性能・耐久性について調査・検討を行う。) 

（１）設置した中層浮魚礁と場所 

設置地区：対馬市厳原阿連北西 No２ 

礁体タイプ：剛体タイプ  

設置水深：礁体ヘッド位置海面下 40ｍ(設置位置の水深 86ｍ) 

乾燥剤 
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（２）潜水取付作業 

a)作業日 平成 28年 9月 23 日（金）  天候：晴れ、気温：22.5° 

水温：22℃(50m) 水面 24℃、最大風速：NNE 4.1m/s 

波高：0.5m～1.5ｍ、流速：0.3～0.8kn、 流向：N 

ｂ)流出警報発信機の取付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来改良型                  新型 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 

 

設置当初からの発信機 

 

 

中層浮魚礁設置位置 

図 浮漁礁の概要 

図 中層浮魚礁設置地区 
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3.2 流出軽減技術の検討 

3.2.1 流出事故の検証 

  過去の流出事例を以下にまとめた。16 事例のうち 9例が人為的と推定されている。また、切

断箇所に規則性は見いだせなかった。 
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表 流出事故事例（1） 

 
 

事
例

設置日
流出日
回収日

設置水深
/切断ヵ所

係留索仕様 切断状況 原因調査/結論 写真

H20.3 172ｍ

H20.3

H20.3

H20.3 172ｍ

H20.3

H20.3

H20.3 178ｍ

H20.3

H20.3

H20.3 水深81～97m

H20.12

H20.12

H20.3 水深81～97m

H21.4

H21.4

H21.6 水深84～100m

H21.11

H22.2

H15.6 1327ｍ

H22.11

H22.11

H16.7 1188ｍ

H19.1

H20.2

G

上部主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 30mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 40mm

切断面が
揃っている上部主係留

索の上端か
ら54m

切断面は鋭利なものに
よるせん断に酷似。繊維
間融着無し。
/人為的破断

H

上部主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 30mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 40mm

40cｍ毎に
外装が剥
離。切断面
が揃ってい
る

上部主係留
索の上端か
ら390ｍ

剥離は回転体巻付に酷
似。切断面は鋭利なもの
によるせん断に酷似。繊
維間融着なし。流出7日
後250km離れた位置で
通信、翌月設置場所近く
で回収

E

主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝ
Φ 30mm

ちぎれたよ
うな切断
面。鋭利な
ものではな
い

主係留索の
上端から
2.6m

切断部分に何かが巻き
ついて捻られながら切
断。
/何が巻きついたのか、
原因の特定はできず。

F

主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝ Φ 32mm
副係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝ Φ 35mm

係留索の
途中で切断
されている副係留索

鋭利なもので切断。
/人的行為に起因すると
推定。

C

上部主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 38mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 65mm

切断部及び
上部索の
外層皮膜に
ずれ、蛇腹
状の皺

上部主係留
索の上端か
ら117m

上部係留索の端末部に
引っかかった状態で横
方向に引っ張られ、浮魚
礁全体が移動。その際
に被覆のずれが生じ、接
点で屈曲、加圧を受け切
断。
/人為的破断

D

主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝ Φ 30mm

複雑な切断
面。ワイ
ヤーがズタ
ズタに切れ
ている

ｱﾝｶｰとの連
結部から
15.8m

横向きに何らかの強い
力が加わり切断。
/切断面を見る限り、自
然の力よるものではな
い。

A

上部主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 38mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 65mm

切断したﾔｰ
ﾝの長さが
揃っている

下部主係留
索の下端か
ら1.4m

ｱﾝｶｰか何かで引っ張ら
れ、横方向に強い力を受
け、浮魚礁全体が移動。
更にｱﾝｶｰが転倒し、ｱﾝ
ｶｰﾌｨﾝが下部索と接触し
たことにより切断。
/人為的破断

B

上部主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 38mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 65mm

切断部の
被覆部及び
芯繊維の
切り口が直
線状

上部主係留
索の上端か
ら47m

角のある物体によりせん
断、加圧を受け切断。切
断部に鉄ｲｵﾝ反応有り。
/人為的破断

40cｍ毎に外装が剥離

外装被覆を剥いだ状態
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表 流出事故事例（2） 

 
  

事
例

設置日
流出日
回収日

設置水深
/切断ヵ所

係留索仕様 切断状況 原因調査/結論 写真

H18.3 798ｍ

H22.8

H22.8

H15.12 74-86ｍ

H17.9

H17.9

H15.12 74-86ｍ

不明

H21.6

H15.2 1264-1287ｍ

H22.9

H22.9

H20.3 155ｍ

－

H27.8

H23.5 1634ｍ

-

H27.7

H20.3 156ｍ

－

H28.5

H25.3 200ｍ

－

H28.5

O

上部主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 38mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 65mm

過荷重によ
る撚りや繊
維の乱れも
軽度で繊維
端が概ね
揃っている

上部主係留
索の下端か
ら42m

・十分な強度が残ってい
る。・切断面は鋭利なｴｯ
ｼﾞまたはﾅｲﾌによる切断
面に類似している。
/人為的破断

P

上部主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 36mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 50mm

（不明）

（不明）

何らかの物体と接触し、
浮体下部が欠損し上部
のみ流出した。又は係留
索の切断により流出し、
漂流中何らかの物体と
衝突し、浮体上部のみ漂
着した。

M

上部主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 38mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 65mm

係留索の
切断面が
揃っている

下部主係留
索の下端か
ら1.7m

・切断部の直上は十分
な強度が残っている。・
切断面が鋭利なｴｯｼﾞま
たはﾅｲﾌによる切断面と
類似している。
/人為的破断

N

上部主係留索：
ﾜｲﾔｰ外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 30mm

（不明）

（不明）

・流出回収時に上部索を
切断（下写真）したことか
ら、流出原因は不明。・
残存している副係留索
は十分な強度が残って
いる。

K

主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝ Φ 39mm

－

－

－

L

上部主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 30mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 40mm

係留索の
断面の約
半分が揃っ
ている

下部主係留
索の上端か
ら200m

係留索の断面の約半分
が鋭利なもので切断され
た形跡あり
/人為的破断

I

上部主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｱﾘ
ﾚｰﾄ Φ 32mm
下部主係留索：
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ8打ち
Φ 36mm

切断面が
揃っている下部主係留

索の下端か
ら388ｍ

切断面は鋭利なものに
よるせん断に酷似。繊維
間融着なし。
/人為的破断

J

主係留索：
ﾜｲﾔ-外装ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝ Φ 39mm

切断面が
揃っている礁体から3m

付近

切断面は鋭利な外的要
因によるもの
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3.2.2 既存の流出軽減方法 

（１）目的 

中層浮魚礁を設置している都道府県が、どのような流出軽減技術を用いているか、現状を把

握する。 

（２）方法 

中層浮魚礁を設置している 8 都県に対しアンケート調査票を郵送し、採用している流出軽減

技術について FAX での回答を依頼した。 

（３）結果 

全 8 都県で流出軽減技術を採用しており、その種類は係留索の補強であった。外装ロープの

長さは、浅海タイプについてはすべて、深海タイプについては礁体下部から 200～600ｍで、漁

具による擦れ損傷の軽減を理由としていた。予想される漁法としては、延縄、まき網、曳縄、

旗流し、ソデイカ漁が挙げられた。 

 

表 既存の流出軽減方法 

都

県 

水深

区分 

措置

の有

無 

流出軽減

措置の種

類 

軽減措置を

講じる理由 

予想され

る漁法 

ﾜｲﾔｰ外装ﾛｰ

ﾌﾟの長さ 
自由意見 

A 深海 有 
樹脂被覆

ﾛｰﾌﾟ 

地理的条件

から安全を

見込んで 

- 
礁体下部か

ら 600ｍ 
- 

B 深海 有 
ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 

漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

延縄 

礁体下部か

ら 330ｍま

で 

- 

C 
浅海 

深海 
有 

ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 

漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

- 
礁体下部か

ら 300ｍ 
- 

D 浅海 有 

ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

まき網、

延縄、曳

縄など 

全てﾜｲﾔｰ外

装ﾛｰﾌﾟ 

本県の中層型浮魚礁の

流出事例では人為的な

要因による切断と考え

られる事例が多くみら

れた。 

E 浅海 有 

ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 

漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

- 
全てﾜｲﾔｰ外

装ﾛｰﾌﾟ 
- 

F 深海 有 

ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 

漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

- 

礁体下部か

ら 200ｍま

で 

- 
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G 深海 有 

ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 

漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

旗流し、

延縄 

礁体下部か

ら 550ｍ 
特になし 

H 深海 有 

ﾜｲﾔｰ外装

ﾛｰﾌﾟ 

漁具による

擦れ、損傷の

軽減 

ｿﾃﾞｲｶ漁 
礁体下部か

ら 500ｍ 
- 

 

3.2.3 係留索の擦れ摩耗試験 

ワイヤー外装ロープについては、ロープメーカー２社が擦れ摩耗試験を行っている。その結

果の提供を受け、以下にまとめた。ワイヤー外装することにより、被覆の無いロープより擦れ

摩耗性能が向上している。 

 
写真 擦れ摩耗試験の状況 
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表 擦れ摩耗試験結果 

№ 

試験ﾛｰﾌﾟ仕様 接触ﾜｲﾔｰ仕様 

結果 
ﾛｰﾌﾟ径 

/外径 

（ｍｍ） 

ﾛｰﾌﾟ素材 ﾜｲﾔｰ種 
被覆樹

脂 

荷重 

（ｋ

ｇ） 

ｽﾄﾛｰｸ 

（ｍｍ） 

/往復回数 

1 
30 

/38 

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 

８打ち 

SUS ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟΦ1

ｍｍ12 本 約

75ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚ

ﾝ 
40 

300 

/50 

ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟは健在 

2 30 
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 

８打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線Φ

0.5ｍｍ 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚ

ﾝ 
40 

300 

/50 

鉄線は未切断。但し被

覆損傷有 

3 40 
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 

８打ち 
- - 40 

300 

/50 

ﾔｰﾝの折損有り 

4 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/300 

切断無 

5 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/1000 

表面のﾌｨﾗﾒﾝﾄに毛羽

立ちが発生 

6 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/1200 

表面のﾌｨﾗﾒﾝﾄがわず

かに切れ始める 

7 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/2000 

最外層ﾔｰﾝの半分が切

れる 

8 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線Φ

0.3ｍｍ編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/500 

被覆表面に軽度の傷

が発生 

9 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線Φ

0.3ｍｍ編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/1000 

外装被覆が破れ、ﾜｲﾔ

ｰ編組へ達する 

10 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線Φ

0.3ｍｍ編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/2000 

ﾜｲﾔｰの一部に断線発

生 

11 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線Φ

0.3ｍｍ編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/2500 

一対（左右）の編組が

切断し、直下の被覆に

深く傷が入る 

試験はすべて乾燥状態で実施。接触ﾜｲﾔｰは＃29 1×7 約 0.9 ㎜ 
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3.2.4 流出軽減策の検討 

以上を踏まえ、さらに流出軽減を図るための対応策を検討中。 

（１）係留システムの改良 

流出したものの中には、被覆していない部分で切断したものもあり、より強靭な係留システ

ムとするため、以下のような対策が考えられる。 

① ワイヤー外装係留索の延長 

② ワイヤー、チェーンによる係留 

③ 連結作業上外装を剥がした部分への保護カバーの装着 

（２）周知・啓蒙の徹底 

流出した礁体や係留索には、漁具の引掛り、絡まりや漁具による破損箇所が散見されること

から、漁業者への情報提供、使用方法の啓蒙が重要である。 

     

 

3.3 既存中層浮魚礁の部材劣化試験 

3.3.1 係留索 

長崎県が設置して７年目と８年目の中層浮魚礁が流出した際の回収係留索を提供いただき、 

残存強度を測定した。 
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3.3.2 対馬沖中層浮魚礁№５流出事故原因調査(長崎県への報告書 概要) 

１．当該中層浮魚礁の概要 
①工事年度 ：平成 19 年 
②工事名   ：対馬地区広域漁場整備工事(上県田ノ浜西工区) 
③工事番号 ：19 漁整中第 2-2 号 
④機種     ：AK 中層浮魚礁 M-2 型（遮蔽タイプ） 

 
⑤設置日   ：2008 年 3 月 14 日 
⑥設計条件： 
水深：156m、波高：13.55m、周期 14.9s、波長 346.3m、海面流速 1.18m、 
喫水高さ：2m（付着物有・上部主係留索付）～3ｍ（付着物無・係留索無） 

⑦設計位置 ：N  34°32′38.40″ E 129°06′44.96″ (世界測地) 
⑧設置位置     ：No.5 
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2. 流出直後の状況確認 
2.1. 流出連絡の経緯 
・対馬市上県町沖合で海上保安庁が漂流している浮魚礁を発見（2016 年 5 月 1 日） 
・上県町漁業協同組合が近傍港（鹿見港）に曳航 
・浮魚礁の名盤から長崎県が設置した対馬沖 No.5 であることが判明 
・仁田港に曳航して陸揚げ回収（5 月 26 日） 
・回収された中層浮魚礁の状態（表 2-１） 
2.2. 長崎県の現品確認 
①実施日  ： 2016 年 5 月 30 日 
②実施場所 ： 岡部株式会社 小江工場 
③実施者  ：長崎県水産部漁港漁場課 中ノ瀬課長補佐、阪口主任技師 
④内 容  ： 対馬より輸送された中層浮魚礁の保管状況の確認 

2.3. MF21 の現品調査 
①調査日  ： 2016 年 6 月 16 日 
②調査場所 ： 岡部株式会社 小江工場 
③調査者  ：MF21 福井県立大学海洋生物資源学部 教授 大竹臣哉 

長崎県水産部 横山参事監 
長崎県水産部漁港漁場課 中ノ瀬課長補佐、阪口主任技師、和田技師 
岡部株式会社 海洋事業部 志賀氏 
株式会社テザック 西氏 

④調査内容 ： 浮体の外観、係留索の状態確認、原因調査内容についての検討 
 

表 2-1 回収時中層浮魚礁の状態 
部材 項 目 状 況 

浮
体 

浮体の外観 
大きな損傷・破損は確認されなかった。 
付着物は多量に付着していた。 
急浮上対策用パラシュートは格納されたままだった。 

付着物 
主生物：ｶｷ、ｲｶﾞｲ、ﾋｵｳｷﾞｶﾞｲ、ﾌｼﾞﾂﾎﾞ、ｶｲﾒﾝ 
水中重量：3.9 ～ 8.3 kg/m2 ,付着物厚さ 10～15cm 

係
留
索 

係留索の外観 

上部主係留索で切断されていた。 
残存係留索には特に大きな損傷は確認されなかった。 
上部索（ワイヤー外装部）の切り口は鋭利に斜めに切断され

ていた。 

搭
載
機
器 

流出警報発信機 
頭部カバーが付いた状態で回収されていた。 
大きな損傷は確認されなかった。 
流出時の発信は確認されていない。 
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フラッシュライト 
外観上は大きな損傷はなかった。 
回収時の点灯は不明であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2-1 鹿見港での保管状況（5/12）     写真 2-2 名盤「対馬-No５」（5/12） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 写真 2-5 鹿見港からの撤去（5/26）    写真 2-6 仁田港への陸揚げ（5/26） 
 

3. 調査結果 
3.1. 浮体 
（１）外観状況(写真 3-1-1) 

 浮体の組立に用いられた部材数量に異常は確認されなかった。 
 浮体の組立状況に異常は確認されなかった。 
 FRP 補強棒に破損や異常は確認されなかった。 
 浮体頂部のクッションゴムに裂傷が確認された。 
 パラシュートの作動は認められなかった。 

（２）FRP 部材の物性試験結果（表 3-1-1） 
 試体として FRP 補強棒から 18 検体を抜き取り、曲げ強度について JIS に準じた試験を行

った結果、全ての供試体において設計基準値を満足した。 
（３）所見 

 体には破損や損傷は認められないが、再利用については、メーカー品質保証がされない。 
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写真 3-1-1  浮体部の外観状況 
 

表 3-1-2 FRP 補強棒の強度試験結果         （Ｎ／mm2） 
NO. A-1 A-2 A-3 B-1 B-2 B-3 C-1 C-2 C-3 

試験結果 579 608 737 810 773 688 789 682 700 

設計基準 ≧400 

NO. D-1 D-2 D-3 E-1 E-2 E-3 F-1 F-2 F-3 

試験結果 709 768 657 648 639 651 558 631 671 

設計基準 ≧400 

  

物性検査

試験片 ：試験片は補強棒の数6本＠３片とし、A-1,2,3～F-1,2,3　の18片とする。

試験結果 ：全ての試験片において、設計基準強度(400N/mm2)を満足している結果となった。（平均値683N/mm2）

採取位置 ：主構造部材であるＦＲＰには、大きな損傷がないことから、外力が作用した場合に応力が集
中する位置として、円筒を保持するための部材(補強棒)のうち支点間隔が最も長い上記位置
とする。

写真④：ネームプレート損傷

写真①：ソナーレフレクタの凹み

写真③：パラシュート収納

浮体天頂部

蓋遮蔽版

浮体底部

※赤部分は物性試験における試験片採取位置

写真②：クッションゴム裂傷

A

B

F

・・・・

写真⑤：試験片採取状況
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3.2. 係留索 

3.2.1. 外観状況  
 係留索の外観状況の観察結果を表 3-2-1 に示す。 

表 3-2-1 外観状況観察結果 
係留索 名称 観察結果 

副係留索 No 目立つ損傷は認められない 

回収索  

一部に著しい摩耗が生じている（写真 3-2-2） 

陸揚げまでの期間、礁体の下敷きになっていたことに

よるものと推測される 

上部索 １ 
ロープ表面に軽微な擦過痕がみられるものの、目立っ

た損傷などは認められない 

上部索 ２ 

下端側端末部のセキ巻ロープがアンカー方向にズレ

が生じているが、原因については不明である(写真

3-2-3) 

上部索 ３ 

切断部から 500mm の位置に著しい損傷が認められる 

また、上端側の連結部に損傷が認められる(写真

3-2-4) 

強固な物体がひっかかり、引っ張ったような現象が推

測される 

切断面  

切断面の繊維長が揃っている部分と不揃いの部分が

混在する（写真 3-2-5） 

切断面の被服部は押し切られたような形跡が見られ

る 

（写真 3-2-6） 

   
写真 3-2-1 回収係留索       写真 3-2-2 回収索 
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写真 3-2-3 上部索 3 の下端側   写真 3-2-4 切断部から 500mm 

 
写真 3-2-5 切断部             写真 3-2-6 切断部 

 
3.2.2. 室内試験 
  回収された係留索を供試体として切断面のマクロ及びミクロ調査と残存強度試験を実施した。 
 １）マクロ調査結果 

 ロープを形成している 12 本のストランドのうち、10 本が同じ位置で切断して短く（写真

-4-8）、且つ切断面が揃っており（写真 4-10）、さらに端部の形状に乱れは見られない（写

真 4-9） 
 中程度の長さのストランドも形状の乱れはない（写真 4-11） 
 最も長いストランドは端部に撚糸の乱れが生じている(写真 4-12) 
 切断部付近の外装被覆ワイヤに腐食が生じているが、流出後から調査までの期間に腐食し

たものと思われる 

 
写真 3-2-7 切断部       写真 3-2-8 切断部      写真 3-2-9 短いストランド 

（ストランドを分解・展開）   （写真 3-2-8 の赤丸部分拡大） 
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写真 3-2-10 ストランドの拡大  写真 3-2-11 ストランドの拡大  写真 3-2-12 ストランドの拡大 

（写真 3-2-9 拡大）     （写真 3-2-8 の黄色部分拡大）  （写真 3-2-8 の青色部分拡大） 
 

3.2.3. ミクロ調査結果 資料 2-2 写真 13-29 
切断面が揃っているストランドの繊維と不揃いなストランドの繊維を採取して顕微鏡観察を行い、

①鋭利なエッジによる切断面、②ナイフによる切断面、③荷重による切断面との比較を行った。  
 切断面が揃っているストランドは、鋭い切断面となっている単糸が目立つ（写真 3-2-13） 
 切断面が不揃いなストランドは、鋭い断面となっている単糸はほとんど見られない（写真

3-2-14） 
 切断面の比較においては、揃っているストランドの切断面は比較的ナイフによる切断状況

と類似しており、不揃いなストランドは引張荷重またはエッジによる摩耗切断に比較的類

似している  

  
写真 3-2-13 切断面が揃っているストランド（左：ストランド、右：拡大） 

   
写真 3-2-14 切断面が不揃いのストランド（左：ストランド、右：拡大） 
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写真 3-2-15 エッジにて摩耗切断させた係留索と同材料のヤーン 

  
写真 3-2-16 ナイフにて切断させた係留索と同材料 

   
写真 3-2-17 引張荷重により破断した係留索と同材料 

 
 

3.2.4. 残存強度試験 
① 上部主係留索 

上部索 No.1 の礁体側既存アイを含む端末部分及び切断した上部索 No.3 の本体部より試

料を採取し、引張試験を実施した。 
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 上部索 No.1 上部索 No.3 
規格強度 460kN 460kN 
破断強度 452kN 484kN 
破断箇所 既存ｱｲｽﾌﾟﾗｲｽｴﾝﾄﾞ ｱｲｽﾌﾟﾗｲｽｴﾝﾄﾞ 

強度保持率 98.3% 105% 
 

② 副係留索 
 上部索との連結部分を中央として試料を採取し、引張試験を実施した。 

  

  
 副係留索 

規格強度 202kN 
破断強度 169kN 
破断箇所 中央部 

強度保持率 83.7% 
 
3.2.5. 所見 

残存強度試験より切断部直近から採取した上部主係留索 No.3 は規格値に対し 100%以上の強度

を有しており、経年による強度低下に起因する切断ではないと考えらる。 
回収品調査及び切断部調査では切断部と切断部付近に多数の擦過痕が認められた事から今回の切

断は何らかの物体との接触によって繊維に損傷が生じために破断したものと推測される。 

3.3. 搭載機器 

 流出時に流出警報は発信されなかった。 
3.3.1. 流出警報発信機の状況 

 キャップは外れていなかった 
 キャップ内部への海水の浸水と汚泥の蓄積を確認 
 キャップと外筐フランジの間に隙間を確認 
 機器内部（ガスボンベ室、電子機器室）への海水の浸水・腐食および乳白色の液体（海水

とｱﾙﾐﾆｳﾑの化学反応により生成）を確認 
 機器内部部材（ソレノイド、ガスボンベ室、電子機器）の腐食を確認 

3.3.2. フラッシュライト 
 外観に目立つ損傷は認められなかった 
 機器内部への浸水はみられず、損傷も認められなかった 
 電池電圧は消費されていなかった（夜間点滅していなかった） 
 室内にて圧力センサ、光センサ、フラッシュライトの駆動回路について検査した結果、全

て正常であったが、ランプは点灯しなかった 
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上記の結果、フラッシュライトの内部機器は正常であったが電池電圧が消費されていなかったこ

とから、光源（キセノンランプ）の故障（ガス抜け）によって作動しなかったものと思われる。 
 

4. 切断原因の推定 
今回の切断は経年による強度劣化に起因する破断では無く、何らかの物体との接触によって繊維

に損傷が生じて破断したものと推測された。 
 係留索の強度試験の結果、上部主係留索は初期規格強度の 98％（端部）・100％以上（直線

部）、副係留索は 84％を保持していた。 
 また、切断部はスプライスエンドでは無く直線部で、切断面は過荷重による破断の際に生

じる撚りや繊維の乱れも軽度で繊維端が概ね揃っていた。 
 ミクロ調査による係留索の切断面は鋭利なエッジまたはナイフによる切断面に類似してい

た。 
 

5. 今回の調査からの課題 
今回の流出事故およびその原因調査結果から、以下の課題が考えられる。 
 切断しにくい係留システムの検討 

今回の流出事故の切断箇所は下部主係留索の下端部付近である。下部主係留索はポリエステル

の裸ロープで、上部主係留索のようなワイヤー外装加工が施されていないロープである。下部索

も上部主係留索のような加工を施したロープを使用するか、せん断に強い係留方法とすることで

切断事故が軽減されると思われる。 
 漁業者への中層浮魚礁設置の周知と啓蒙 

残存した係留索には破損箇所が多数みられる。この破損は漁具のようなものでひっかけられ、

引っ張られたことによるものと思われる。これらの行為を軽減するためには中層浮魚礁を利用す

る漁業者への情報提供と使用方法の啓蒙が重要であると思われる。 
 安全対策の検討 

今回の流出事故では流出事故を知らせる警報システムが作動しなかった。一方、流出時夜間安

全対策として設置されたフラッシュライトは作動していたと推測された。また、急浮上防止対策

として設置されているパラシュートは、収納容器内外に付着生物がたくさん付着しており、開い

ていなかった。これらの安全対策が機能を発揮するために、警報システムについては「流出警報

発信機の適正な保守管理の実施」、パラシュートについては「付着物がつきにくい処理や浮上時

より多くの力がパラシュートにかかる構造」が必要と思われる。 
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1. 調査目的 
 中層浮魚礁は、水産基盤整備事業において平成13年度以降各地方自治体にてのべ342基（平

成 27 年度末まで）が設置され、事業継続中である。一方で現在（平成 27 年度調査）までに

流出事故としては 16 件の報告がある。 

流出事故の原因は、係留索の経年劣化や波浪・潮流ではなく、人為的な要因

であることが示唆されている。また、実証試験（平成25～27年度）で流出警報

発信機を引上げて機器の機能や部材劣化などについて調査した結果、防水性や

耐久性に課題が残されていることが示唆された。そこで、本事業では流出警報

発信機による確実な警報システムの構築と流出事故の軽減技術について検討

することを目的とする。 

 

2. 調査概要 

2.1. 流出警報発信機の防水性能・耐久性能の検討 

・環境促進試験：実機の温湿度促進試験、加速劣化試験を行う。→加圧試験に変更し、行った。 

・実海域試験：実機を実海域に設置し、防水性能・耐久性能を把握する。→9月 23 日に設置し

た。 

なお、設置した実機の回収は次年度(約 1年経過後)とする。 

2.2. 流出軽減技術の検討 

・既往知見を整理し、流出軽減技術の検討を行う。 

・過去の流出事故に関する情報整理を行い、事故原因と有効な対策方法の検討を行う。→情報

整理を行い、流出軽減策を検討中。 

・設置都県に採用している流出軽減技術のアンケート調査を行い現状把握する。→流出軽減技

術はすべて係留索の外装で、都県により外装長は異なった。 

・係留部材を対象としたデータ収集を行うとともに、必要な室内試験（摩耗試験、擦れ試験等）

を行い、対策方法の効果を検討する。→ロープメーカーから社内試験結果の提供を受け、流

出軽減策の検討の参考とした。 

 

2.3. 既存中層浮魚礁の部材劣化試験 

・設置後約 7 年と 8 年を経過して流出した中層浮魚礁の係留部の強度試験を実施し、残存強度

の把握を行う。また、8 年を経過した流出警報発信機、礁体等の調査も行う。→残存強度試

験を実施し、既存のデータとともに解析した。また、8 年を経過して流出した中層浮魚礁の

事故調査も行った。 
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3. 28 年度の調査結果 

3.1 流出警報発信機の防水性能・耐久性の検討 

従来の流出警報発信機を改良した「従来改良型」と新規に開発した「新型」の２機種により、

流出警報発信機の機能を評価した。流出警報発信機は海中に 10 年設置することが必要条件であ

ることから、防水性能と耐久性を評価基準とした。 

・防水性能については、設計の耐圧水深 300m を条件とし加圧試験を行い、浸水が無いことを確

認した機器を実海域試験に設置した。(12 ヶ月後に回収し再度、浸水の有無を確認する。) 

 ・(耐久性については、実海域試験に使用した流出警報発信機を回収し、環境促進試験において

負荷を与えることによる内部機器の破損や劣化を確認し 10年後の状態を推定する。) 

 
3.1.1 環境促進試験内容の変更 

当初は、温湿度促進試験と加速劣化試験を実施した後に実海域に設置する計画であったが、

下記の理由により、第１回委員会後、水産庁、委員のご了解を得て、加圧試験を実施した後に

実海域に設置した。(温湿度促進試験と加速劣化試験は来年度回収後に実施する。) 

・規格認定試験である温湿度促進試験、加速劣化試験は、壊れないかを確認するかなり過酷な

条件での試験であり、供試した同じ装置を試験後に実海域へ設置することは試験方法として

ふさわしくないと思われた。 

・対馬に設置する流出警報発信機(特に従来改良型)に使用する部品は、組み立て前に、ヒート

サイクル試験(比較的初期に継時的に出てくる不良を排除するために、期間を早める方法)を

行っているので、不良部品(部品の不具合)は、かなりの高確率で排除できていると考えられ

た。 

・以上を踏まえ、実海域へ設置する前の試験として、流出警報発信機の仕様である耐水深300m(30

気圧)の加圧試験を行ってから、実海域(対馬)に設置することに変更した。(従来型の不具合

の半分ぐらいは浸水・漏水が原因なので、初期の防水性能の確認を行った。)  

・従来改良型は、加圧試験後、分解して漏水の有無を確認後、再組立を行って、対馬に設置し

た。再組立の際、装置内に乾燥剤を入れた。(設置水温による結露を防ぐため。) 

・新型は、加圧試験後、正常に通信することを確認できたら、分解による漏水確認はせず、そ

のまま対馬に設置した。(新型は、装置部分が従来の耐圧フロートに封入されているので、一

旦フロートを切断して再溶接したら、加圧試験を行った意味がなくなる為)  

・加圧試験をパスし、実海域設置 1 年後の正常作動が確認された場合、来年回収後に 2 機種と

もに加速劣化試験(海上標識用の型式認定の為のＪＩＳ試験法等)を行い、耐久性を確認し、

もし不具合が発生したら、そこがその装置の弱点であるから、その知見を改良に役立てる。 
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3.1.2 流出警報発信機の概要 

表 流出警報発信機の概要 

名 称 新 型 従来改良型※1 

特 徴 

多くの実績を有する耐圧フロート

の内部に通信機器を配置すること

で水密性を確保している。 

金属部品の組立製品であるため、最

新の防食設計により水密性を高め

ている。 

環境 

条件 

使用海域 イリジウム衛星通信圏内 イリジウム衛星通信圏内 

耐圧 30 気圧(水深 300m) 30 気圧(水深 300m) 

耐温度 -20℃ ～ +60℃ 0℃ ～ +40℃ 

制御 

起動 

沈設前に手動で起動させることで、

海中で2時間毎の通信装置が動作す

る。浮上後は 1時間毎(変更可能)に

通信動作が起動する。 

海中において起動しない。 

浮上後、圧力ｾﾝｻｰまたはﾌﾛｰﾄｽｲｯﾁの

何れかで起動する。安全性を高める

ため 2重の起動方法である。 

記録 
起動時から通信動作をロガーにて

記録する。（試験機には未搭載） 

圧力容器内への漏水を検知する水

位ロガーを同封し記録する。（試験

機には未搭載） 

通信 

諸元 

送信ﾃﾞｰﾀ 時刻、緯度経度、電源電圧 時刻、緯度経度、電源電圧 

通信間隔 

(浮上後) 
1 回/１時間（変更可能） 1 回/１時間(変更可能) 

電源 

諸元 

電池種類 アルカリ電池 リチウム電池 

電池寿命 

10 年経過後に浮上した場合、1回/1

時間の通信間隔で約 480 時間(20 日

間)の通信動作が可能。 

浮上後、1回/1 時間の通信間隔の場

合、約 200 時間以上の通信動作が可

能。 

標体 

諸元 

寸法 φ448mm φ270mm×720mm 

全質量 約 20kg 約 27kg 

主要材質 ABS 樹脂 SUS316 

姿図 

  

4-6-b42



※１ 従来改良型について 
従来型は漏水により電子機器が腐食し機能不全となった事例がある。漏水から時間の経

過したものは、漏水経路を特定することが困難であるが、設置後短期間で引き上げた中に

は隙間腐食が確認されているものもある。漏水対策として以下の改良を行っている。 
 
平成 27 年 2 月以前改良点 

金属同士の直接接触部に隙間腐食が確認されたため、金属が直接接触する部分にガス

ケット（板状のパッキン）を挿入し隙間腐食発生を防止した。 
 
平成 27 年 2 月以降改良点 

上記改良点以外に考えられる点を改良した。漏水経路への O リング、水密栓の装着、

およびシールを施し、また、わずかな漏水に対して機能不全に陥らないよう、ガス室の

樹脂化、電子機器の止水用ドレイン袋による保護を行っている。 
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3.1.3 加圧試験 

(1)目的 

実海域の中層浮魚礁に取り付けるにあたり、初期の防水性能の確認のため、高圧実験水槽に

よる加圧試験を行った。 

(2)試験日 

従来改良型：平成 28 年 8月 24 日 

 新型   ：平成 28年 9 月 9 日 

(3)試験場所 

  日油技研工業株式会社 川越工場内高圧実験水槽(埼玉県川越市) 

(4)試験条件 

加圧値は、流出警報発信機の耐圧水深 300m 仕様から 3MPs とした。 

加圧方法は旧太洋無線型の開発段階での条件を踏襲し、下記の 2方法で試験を行った。 

A,B 試験から防水性能を評価した。 

 

Ａ試験 

・無負荷から 1MPa ごとに 5分保持し、3MPa まで加圧 

・3MPa で 15 分保持 

・試験水槽から取り出して目視確認、通信試験 

Ｂ試験 

・無負荷から 3MPa のサイクル試験 15 回 

（無負荷と 3MPa で 5 分保持） 

・試験水槽から取り出し目視確認、通信試験 

 

(5)高圧実験水槽 

内容積：0.53m3 , 設計圧力：98.07 MPa , 耐圧試験圧力：107.88 MPa 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高圧実験水槽（密閉作業中）       高圧実験水槽（開放状態） 
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(6)試験状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

組込状況(新型)           組込状況(従来改良型) 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測状況               3MPa 負荷状況 

            計測状況              3MPa 負荷状況 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

         目視確認(新型)            目視確認(従来改良型) 

 

 

 

 

 

 

 

 

         通信確認(新型)           通信確認(従来改良型) 
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(7)試験結果 

 

新 型 従来改良型 

A 試験、B 試験とも目視確認には問題無

く、正常に通信したことを確認。 

製造時に気密試験を行い内部から空気

漏洩がないことを確認済み。 

加圧試験で通信確認できたことで止水

が保たれていると判断し、実海域試験へ

使用した。従来改良型同様、乾燥剤を内

蔵している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      気密試験状況 

A 試験、B 試験とも目視確認には問題無

く、正常に通信したことを確認。 

後日工場へ持ち帰り、分解、漏水確認を

行ったところ、電子機器室への止水が保

たれていることを確認できたため、乾燥

剤を入れて再組立をし、所定の部分を接

着シールし、実海域試験へ使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      再組立状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乾燥剤 
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3.1.4 実海域試験（設置) 

長崎県が平成 25年度(26年 3月)に設置した中層浮魚礁に２機種の流出警報発信機(従来改良型

と新型)を平成 28年 9月 23 日に設置した。 

 

(1)設置した中層浮魚礁と場所 

設置地区：対馬市厳原阿連北西 No２ 

礁体タイプ：剛体タイプ  

設置水深：礁体ヘッド位置海面下 40ｍ(設置位置の水深 86ｍ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)潜水取付作業 

a)作業日 平成 28 年 9月 23 日（金）  天候：晴れ、気温：22.5° 

水温：22℃(50m) 水面 24℃、最大風速：NNE 4.1m/s 

波高：0.5m～1.5ｍ、流速：0.3～0.8kn、 流向：N 

 

ｂ)流出警報発信機の取付状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

従来改良型                新型 

 

 

中層浮魚礁設置位置 

図 中層浮魚礁設置地区 

図 中層浮魚礁の概要 

試験機取付位置 
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設置当初からの発信機          作業状況 

 

(3)今後の調査予定 

平成 29 年度（約 12ヶ月後)に回収し、防水性・耐久性について調査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査方法は回収直後に通信を確認し、受信した場合は環境促進試験を行うことで試験機に負荷

を与え、再度通信を確認し分析する。回収直後に受信できなかった場合においても分析し、改良

に役立てる。下表に調査項目を示す。 

 

  表 防水性・耐久性についての調査項目（新型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 検査方法 評価内容

1 外観

付着物 計測 被度による受信の有無

損傷 目視及び計測 損傷状態による受信の有無

2 分解個体

浸水 計量 水密構造の妥当性

ｶﾊﾞｰ,電池ｹｰｽの状態 損傷・外れ等の観察 組立方法および選定部材の妥当性

GPS/通信ﾕﾆｯﾄの腐食 腐食程度の観察 耐圧容器内の環境

ﾈｼﾞ部の状態確認 ゆるみの観察 固定方法の妥当性

配線の状態 損傷・結束の観察 配線位置の妥当性

3 電気性能

電気的総合動作 起動 通信確認

電池残量調査 計測 設計との比較、10年後の電池残量の予測

項　目

図 回収後の試験フロー 

ＯＫ ＮＧ

通信確認

改良

①温湿度促進試験

②加速劣化試験

分析・調査

設　置

回収（12ヶ月後）

通信確認

環境促進試験 分析・調査
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表 防水性・耐久性についての調査項目（従来改良型） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

従来改良型はこれまで、隙間腐食による漏水や、付着物によるスイッチの不作動が確認されてい

る。よって本試験においては、隙間腐食の状況、パッキン、O リングによる止水状況を目視観察

し、付着物の状況を観察しスイッチ類への影響を考察する。また、電気、機械的動作の確認およ

び電池残量の確認を行い、腐食や電池残量については設計年数経過時の状況を予測する。 
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3.1.5 通信試験(付着生物の影響試験) 

従来改良型は通信基盤部の外側を覆うキャップが浮上時に脱落する構造となっているため、

付着生物も脱落し通信障害がでない対策を施している。しかし、新型は通信基盤部を覆う耐

圧容器(ABS 樹脂)に生物が付着した状態で浮上・漂流するため、付着生物による通信への影

響を確認する必要がある。そこで、生物が付着した場合の新型の通信状態を以下の通り確認

した。 

(1)試験日   平成 29年 2 月 2 日 

(2)試験場所  宮崎県 宮崎港 

(3)試験方法 

耐用年数 10 年経過して回収された中層浮魚礁の耐圧フロート（ABS 樹脂・付着生物付）

を入手し半割に加工した後、準備した流出警報発信機の上部へ被せて通信試験を行った。   
通信試験の評価は、流出警報発信機が発信した流出情報を陸上局端末で受信できたかど

うかで判定する（通信システムの流れ：流出警報発信機→イリジウム衛星→陸上局→イン

ターネット通信→陸上局端末）。なお、浮上・漂流時の状態を再現するため、付着物に海水

をかけ湿潤状態にしてから流出警報発信機を起動し、通信間隔を 5 分間隔とし 30 分間の通

信を確認した 
(4)試験結果 

   付着物(被度 95)に覆われた状態において、6回の通信試験のうち 5回の通信を確認した。 

未受信(1回)については、ｲﾘｼﾞｳﾑ衛星の天空配置及び周辺環境の影響によるものと思われた。 

 

表 通信結果と端末通信例 

通信回数 受信時間 通信結果 端末への通信例 

1 回目 10：52 〇  

2 回目 10：57 〇 

3 回目 11：02 〇 

4 回目 11：08 〇 

5 回目 11：13 × 

6 回目 11：18 〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験状況(左：回収された中層浮魚礁、右上：流出警報発信機、右下：付着物付試験機) 

ｲﾘｼﾞｳﾑ端末番号 
端末のﾒｯｾｰｼﾞｶｳﾝﾀ 
端末宛てｺﾏﾝﾄﾞの蓄積数 

協定世界時 

通信確立成功のサイン 

ｲﾘｼﾞｳﾑ端末の位置情報の精度（単位 km） 
送信情報 

ｲﾘｼﾞｳﾑ端末の位置情報 

    北緯   東経     電池電圧 
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耐圧フロートへの付着生物は、主にカイメン類・ゴカイ類・フジツボ類であった。表面を

覆うのは主にカイメン類であった。付着厚は最大で 3cm 程度のフジツボが確認された。付着

量としては礁体表面に比べ少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                耐圧フロートへの付着生物状況 

3.2 流出軽減技術の検討 

過去の流出事故、設置都県が採用している流出軽減技術、係留索の摩耗試験、擦れ試験等、

既往知見を情報収集、整理し、流出軽減に有効な対策方法の検討を行った。 
3.2.1 流出事故の検証 

過去の流出事例を以下にまとめた(平成 26年度水産基盤整備調査事業 中層浮魚礁の保守管

理方法の開発で行った事業実施県への情報収集結果 14 事例にその後発生した 2 例を追加した)。
過去の流出事例を設置水深、切断箇所、切断ロープ種別に整理し、効率的な流出軽減技術の検

討を行った。 
16 事例のうちロープが残存していない K,N,P 3 例を除き、判断の付く 13 例については、

切断面が揃っているなど、自然条件での切断とは考えにくい痕跡があり、漁具による擦れ摩耗

または人為的な切断と推定された。これらの中には、4 本の副係留索がほぼ同じ長さで切断し

ているものなど、漁具による擦れ摩耗とは考えにくいものも散見された。 
また、切断した係留索の種類は副係留索が 1 例、上部係留索（ワイヤー外装ロープ）が 9 例、

下部係留索（裸ロープ）が 3 例、不明が 3 例であり、切断箇所は上部係留索（ワイヤー外装ロ

ープ）の上端、シンカー直上など様々で規則性は見いだせなかった。 
後述する設置都県へのアンケート結果によると、漁具による擦れ摩耗を考慮し最も深く上部

係留索（ワイヤー外装ロープ）を用いているのは礁体下部 550ｍまでであった。ワイヤー外装

ロープ長に天頂部水深、礁体長、副係留索長を考慮し、設置水深 600ｍで区分し、分類を試み

た。事故頻度としては低いが 600ｍ以浅で下部係留索（裸ロープ）が切断している事例が 4 例

あり、上部係留索（ワイヤー外装ロープ）の延長、または保護カバーの導入により切断を抑制

できる可能性も考えられた。 
  

フジツボ類 ゴカイ類 カイメン類 
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図 ロープ種別、設置水深別 切断水深  
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表 流出事故事例（1） 
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表 流出事故事例（2） 
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3.2.2 既存の流出軽減方法 

（１）目的 

中層浮魚礁を設置している都道府県が、どのような流出軽減技術を用いているか、現状を把

握する。 

（２）方法 

中層浮魚礁を設置している 8 都県に対しアンケート調査票を郵送し、採用している流出軽減

技術について FAX での回答を依頼した。 

（３）結果 

全 8 都県で流出軽減技術を採用しており、その種類は係留索の補強であった。外装ロープの

長さは、浅海タイプについてはすべて、深海タイプについては礁体下部から 200～600ｍで、漁

具による擦れ損傷の軽減を理由としていた。予想される漁法としては、延縄、まき網、曳縄、

旗流し、ソデイカ漁が挙げられた。 

 

表 既存の流出軽減方法 
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3.2.3 係留索の擦れ摩耗試験 
ワイヤー外装ロープについてはこれまで、ワイヤーの種類や量と擦れ摩耗耐性に関する知見

が公開されていなかった。そこで擦れ摩耗試験を行っているロープメーカー２社から外装スペ

ックと試験結果の提供を受け、以下にまとめた。ワイヤー外装により、被覆の無いロープより

擦れ摩耗性能が向上しており、SUS ワイヤーロープ外装については 40ｋｇ荷重 300ｍｍストロ

ーク 50 往復（総接触長 30ｍ）でワイヤーロープは健全、亜鉛メッキ鉄線外装については 7.5

ｋｇ荷重 150ｍｍストローク 1000 往復(総接触長 300ｍ)でワイヤーは健全であり、偶発的な漁

具との擦れ摩耗については十分な強度を持っていると考えられた。 

 

 
写真 擦れ摩耗試験の状況 
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表 擦れ摩耗試験結果 

№ 

試験ﾛｰﾌﾟ仕様 接触ﾜｲﾔｰ仕様 

結果 

 

備 

 

考 

ﾛｰﾌﾟ径 

/外径 

(ｍｍ) 

ﾛｰﾌﾟ素材 ﾜｲﾔｰ種 
被覆樹

脂 

荷重 

(kg） 

ｽﾄﾛｰｸ 

（mm） 

/往復回

数 

1 
30 

/38 

ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 

８打ち 

SUS ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ 

Φ1mm12 本 

 約 75ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚ

ﾝ 
40 

300 

/50 

ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟは健在 ２
種
の
保
護
加
工
と
裸
ロ
ー
プ
の
比
較 

2 30 
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 

８打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線 

Φ0.5 mm 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚ

ﾝ 
40 

300 

/50 

鉄線は未切断。但

し被覆損傷有 

3 40 
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ 

８打ち 
- - 40 

300 

/50 

ﾔｰﾝの折損有り 

4 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/300 

切断無 裸
ロ
ー
プ
の
往
復
回
数
と
劣
化
の
関
係 

5 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/1000 

表面のﾌｨﾗﾒﾝﾄに

毛羽立ちが発生 

6 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/1200 

表面のﾌｨﾗﾒﾝﾄが

わずかに切れ始

める 

7 22 
ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 
- - 7.5 

150 

/2000 

最外層ﾔｰﾝの半分

が切れる 

8 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線 

Φ0.3 mm 編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/500 

被覆表面に軽度

の傷が発生 

保
護
加
工
ロ
ー
プ
の
往
復
回
数
と
劣
化
の
関
係 

9 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線 

Φ0.3 mm 編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/1000 

外装被覆が破れ、

ﾜｲﾔｰ編組へ達す

る 

10 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線 

Φ0.3 mm 編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/2000 

ﾜｲﾔｰの一部に断

線発生 

11 
22 

/30 

ﾎﾟﾘｱﾘﾚｰﾄ 

12 打ち 

亜鉛ﾒｯｷ鉄線 

Φ0.3 mm 編組 

約 80ｇ/ｍ 

ﾎﾟﾘｳﾚﾀ

ﾝ樹脂 
7.5 

150 

/2500 

一対（左右）の編

組が切断し、直下

の被覆に深く傷

が入る 

試験はすべて乾燥状態で実施。接触ワイヤーは＃29 1×7 約 0.9 ㎜  
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3.2.4 流出軽減策の検討 

以上を踏まえ、さらに流出軽減を図るための対応策を検討した。 

（１）係留システムの改良 

事故事例を切断水深、切断原因別に分類し、それぞれの係留システム改良案を示した。な

お、既存の流出軽減方法アンケート調査回答によれば、漁具による擦れ摩耗を考慮しワイヤ

ー外装ロープを採用している県のうち最長は 550m であった。ワイヤー外装ロープ長に天頂部

水深、礁体長、副係留索長を考慮し、設置水深 600ｍで区分することとした。 

切断水深が 100ｍまでのものは 5 事例あるが、切断面もそろっており、故意による人為的

な切断と推定された。切断は不可抗力であり、係留索の強度アップを図っても切断を免れる

ことは困難であると考えられた。切断水深が 100～600ｍでワイヤー外装ロープが切断したも

のは 4 事例あり、ワイヤー外装ロープの強度アップが対策として考えられた。一方、切断水

深が 100～600ｍで下部係留索（裸ロープ）での切断も 4事例あり、ワイヤー外装ロープの延

長や、施工上の理由で外装をはがされている部分への保護が有効と考えられた。切断水深が

不明の 2事例も設置水深は 600m 未満であり、流出事例 16 例のうち 15例は水深 600ｍまでで

発生していた。現状では設置都県別にワイヤー外装ロープ長が異なるが、他県船籍船の操業

も考えられることからワイヤー外装ロープ長を検討する際、事故頻度を考慮したうえで近隣

県のロープ長を参考にすることも対策の一つと考えられる。 

 

表 切断水深、ロープ種別、切断原因、対策案 
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（２）周知・啓蒙 
流出した礁体や係留索には、漁具の引掛り、絡まりや漁具による破損箇所が散見されるこ

とから、漁業者への情報提供、使用方法の啓蒙が重要である。なお、浮魚礁を設置している

県が現在実施している浮魚礁に関する位置情報提供や使用方法の啓蒙活動状況を以下に参

考として示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沖縄県                     長崎県 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
鹿児島県                    宮崎県 
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高知県                  三重県 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

神奈川県                  和歌山県 
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3.3 既存中層浮魚礁の部材劣化試験 

3.3.1 係留索 
長崎県が設置後7年目と8年目に流出した中層浮魚礁の係留索を供試体とした強度試験を行い、

初期規格強度に対する低減率として整理した結果を以下に取りまとめた。 
 低減率＝強度試験結果÷初期規格強度×100 ％ 

その結果、低減率に変動幅は見られるものの、全ての値が理論値（年率 10%低減）以上であり、 

中層浮魚礁の係留索の安全性が確認された。 

 

表 係留索の初期規格強度に対する低減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

備考
上端側 下端側 直線部 上端側 下端側 直線部 上端側 下端側 直線部

Ｈ23 67% 100% 100% 水産H23
Ｈ23 63% 水産H23
Ｈ23 69% 水産H23
Ｈ23 74% 68% 100% 100% 80% 85% 84% 水産H23
Ｈ23 62% 76% 100% 水産H23
Ｈ23 59% 73% 水産H23
Ｈ23 76% 水産H23
Ｈ23 68% 水産H23
Ｈ23 68% 水産H23
Ｈ24 Ｋ２ 81% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 78% 78% 100% 100% 77% 73% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 63% 91% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 64% 76% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 69% 78% 100% 100% 100% 75% 79% 77% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 65% 71% 100% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 66% 68% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 69% 86% 100% 100% 77% 87% 83% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 70% 88% ﾒｰｶｰ
Ｈ24 71% 85% ﾒｰｶｰ
Ｈ25 ＯＮ１ 76% 85% 88% 68% 68% 65% ﾒｰｶｰ
Ｈ25 ＯＮ２ 73% 78% 96% 100% 74% 73% 80% ﾒｰｶｰ
Ｈ25 ＯＮ３ 74% 75% 92% 87% 79% 74% 75% 水産H25
Ｈ25 ＯＨ１ 100% 100% 100% 100% 92% 96% 100% ﾒｰｶｰ
Ｈ25 ＯＨ２ 73% 78% 100% 96% 74% 73% 80% ﾒｰｶｰ
Ｈ25 ＯＨ３ 74% 75% 92% 87% 79% 74% 75% 水産H25
Ｈ25 Ｋ１１ 60% 61% 100% 100% 74% 72% 76% 水産H25
Ｈ25 Ｍ３ 66% 58% 100% 100% 69% 78% ﾒｰｶｰ
Ｈ25 Ｍ４ 54% 60% 100% 100% 73% 79% 水産H25
H26 Ｋ１０ 59% 100% 100% 62% 69% 水産H26
H26 ＯＩ３ 80% 82% 100% 100% 74% 76% 水産H26
H26 ＯＫ１ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 水産H26
H26 ＯＹ２ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 水産H26
H27 Ｋ２１ 83% 100% 100% 100% 69% 76% 77% 水産H27
H27 Ｎ６ 94% 水産H27
H28 Ｎ６ 89% 98% 95% 水産H28
H28 Ｎ５ 84% 98% 100% 水産H28

22 23 9 15 13 17 21 13 19

調査
年度

上部主係留索 下部主係留索

Ｍ１

Ｍ２

魚礁名
副係留索

Ｋ４

Ｋ５

Ｋ６

ﾃﾞｰﾀ数
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図 初期規格強に対する低減率 
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3.3.1 対馬沖中層浮魚礁№５流出事故原因調査(長崎県への報告書 概要) 

1. 当該中層浮魚礁の概要 
①工事年度 ：平成 19 年 
②工事名   ：対馬地区広域漁場整備工事(上県田ノ浜西工区) 
③工事番号 ：19 漁整中第 2-2 号 
④機種     ：AK 中層浮魚礁 M-2 型（遮蔽タイプ） 

 
⑤設置日   ：2008 年 3 月 14 日 
⑥設計条件： 
水深：156m、波高：13.55m、周期 14.9s、波長 346.3m、海面流速 1.18m、 
喫水高さ：2m（付着物有・上部主係留索付）～3ｍ（付着物無・係留索無） 

⑦設計位置 ：N  34°32′38.40″ E 129°06′44.96″ (世界測地) 
⑧設置位置     ：No.5 
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2. 流出直後の状況確認 
2.1. 流出連絡の経緯 
・対馬市上県町沖合で海上保安庁が漂流している浮魚礁を発見（2016 年 5 月 1 日） 
・上県町漁業協同組合が近傍港（鹿見港）に曳航 
・浮魚礁の名盤から長崎県が設置した対馬沖 No.5 であることが判明 
・仁田港に曳航して陸揚げ回収（5 月 26 日） 
・回収された中層浮魚礁の状態（表 2-１） 
2.2. 長崎県の現品確認 
①実施日  ： 2016 年 5 月 30 日 
②実施場所 ： 岡部株式会社 小江工場 
③実施者  ：長崎県水産部漁港漁場課 中ノ瀬課長補佐、阪口主任技師 
④内 容  ： 対馬より輸送された中層浮魚礁の保管状況の確認 

2.3.  MF21 の現品調査 
①調査日  ： 2016 年 6 月 16 日 
②調査場所 ： 岡部株式会社 小江工場 
③調査者  ：MF21 福井県立大学海洋生物資源学部 教授 大竹臣哉 

長崎県水産部 横山参事監 
長崎県水産部漁港漁場課 中ノ瀬課長補佐、阪口主任技師、和田技師 
岡部株式会社 海洋事業部 志賀氏 
株式会社テザック 西氏 

④調査内容 ： 浮体の外観、係留索の状態確認、原因調査内容についての検討 
 

表 2-1 回収時中層浮魚礁の状態 
部材 項 目 状 況 

浮
体 

浮体の外観 
大きな損傷・破損は確認されなかった。 
付着物は多量に付着していた。 
急浮上対策用パラシュートは格納されたままだった。 

付着物 
主生物：ｶｷ、ｲｶﾞｲ、ﾋｵｳｷﾞｶﾞｲ、ﾌｼﾞﾂﾎﾞ、ｶｲﾒﾝ 
水中重量：3.9 ～ 8.3 kg/m2 ,付着物厚さ 10～15cm 

係
留
索 

係留索の外観 

上部主係留索で切断されていた。 
残存係留索には特に大きな損傷は確認されなかった。 
上部索（ワイヤー外装部）の切り口は鋭利に斜めに切断され

ていた。 

搭
載
機
器 

流出警報発信機 
頭部カバーが付いた状態で回収されていた。 
大きな損傷は確認されなかった。 
流出時の発信は確認されていない。 

フラッシュライト 
外観上は大きな損傷はなかった。 
回収時の点灯は不明であった。 
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写真 2-1 鹿見港での保管状況（5/12）     写真 2-2 名盤「対馬-No５」（5/12） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 写真 2-5 鹿見港からの撤去（5/26）    写真 2-6 仁田港への陸揚げ（5/26） 
 
3.  調査結果 
3.1.  浮体 
（１）外観状況(写真 3-1-1) 

 浮体の組立に用いられた部材数量に異常は確認されなかった。 
 浮体の組立状況に異常は確認されなかった。 
 FRP 補強棒に破損や異常は確認されなかった。 
 浮体頂部のクッションゴムに裂傷が確認された。 
 パラシュートの作動は認められなかった。 

（２）FRP 部材の物性試験結果（表 3-1-1） 
 試体として FRP 補強棒から 18 検体を抜き取り、曲げ強度について JIS に準じた試験を行

った結果、全ての供試体において設計基準値を満足した。 
（３）所見 

浮体には破損や損傷は認められないが、再利用については、メーカー品質保証がされない。 
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写真 3-1-1  浮体部の外観状況 
 

表 3-1-2 FRP 補強棒の強度試験結果         （Ｎ／mm2） 
NO. A-1 A-2 A-3 B-1 B-2 B-3 C-1 C-2 C-3 

試験結果 579 608 737 810 773 688 789 682 700 

設計基準 ≧400 

NO. D-1 D-2 D-3 E-1 E-2 E-3 F-1 F-2 F-3 

試験結果 709 768 657 648 639 651 558 631 671 

設計基準 ≧400 

  

物性検査

試験片 ：試験片は補強棒の数6本＠３片とし、A-1,2,3～F-1,2,3　の18片とする。

試験結果 ：全ての試験片において、設計基準強度(400N/mm2)を満足している結果となった。（平均値683N/mm2）

採取位置 ：主構造部材であるＦＲＰには、大きな損傷がないことから、外力が作用した場合に応力が集
中する位置として、円筒を保持するための部材(補強棒)のうち支点間隔が最も長い上記位置
とする。

写真④：ネームプレート損傷

写真①：ソナーレフレクタの凹み

写真③：パラシュート収納

浮体天頂部

蓋遮蔽版

浮体底部

※赤部分は物性試験における試験片採取位置

写真②：クッションゴム裂傷

A

B

F

・・・・

写真⑤：試験片採取状況
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3.2.  係留索 
3.2.1  外観状況 係留索の外観状況の観察結果を表 3-2-1 に示す。 

表 3-2-1 外観状況観察結果 
係留索 名称 観察結果 

副係留索 No 目立つ損傷は認められない 

回収索  

一部に著しい摩耗が生じている（写真 3-2-2） 

陸揚げまでの期間、礁体の下敷きになっていたことに

よるものと推測される 

上部索 １ 
ロープ表面に軽微な擦過痕がみられるものの、目立っ

た損傷などは認められない 

上部索 ２ 

下端側端末部のセキ巻ロープがアンカー方向にズレ

が生じているが、原因については不明である(写真

3-2-3) 

上部索 ３ 

切断部から 500mmの位置に著しい損傷が認められる 

また、上端側の連結部に損傷が認められる(写真

3-2-4) 

強固な物体がひっかかり、引っ張ったような現象が推

測される 

切断面  

切断面の繊維長が揃っている部分と不揃いの部分が

混在する（写真 3-2-5） 

切断面の被服部は押し切られたような形跡が見られ

る 

（写真 3-2-6） 

   
写真 3-2-1 回収係留索       写真 3-2-2 回収索 

   
写真 3-2-3 上部索 3 の下端側   写真 3-2-4 切断部から 500mm 

4-6-b67



 
写真 3-2-5 切断部             写真 3-2-6 切断部 

 
3.2.2.  室内試験 
  回収された係留索を供試体として切断面のマクロ及びミクロ調査と残存強度試験を実施した。 
 １）マクロ調査結果 

 ロープを形成している 12 本のストランドのうち、10 本が同じ位置で切断して短く（写真

-3-2-7）、且つ切断面が揃っており（写真 3-2-8）、さらに端部の形状に乱れは見られない（写

真 3-2-10） 
 中程度の長さのストランドも形状の乱れはない（写真 3-2-11） 
 最も長いストランドは端部に撚糸の乱れが生じている（写真 3-2-12） 
 切断部付近の外装被覆ワイヤに腐食が生じているが、流出後から調査までの期間に腐食し

たものと思われる 

 
写真 3-2-7 切断部       写真 3-2-8 切断部      写真 3-2-9 短いストランド 

（ストランドを分解・展開）   （写真 3-2-8 の赤丸部分拡大） 

 
写真 3-2-10 ストランドの拡大  写真 3-2-11 ストランドの拡大  写真 3-2-12 ストランドの拡大 

（写真 3-2-9 拡大）     （写真 3-2-8 の黄色部分拡大）  （写真 3-2-8 の青色部分拡大） 
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3.2.3.  ミクロ調査結果 資料 2-2 写真 13-29 
切断面が揃っているストランドの繊維と不揃いなストランドの繊維を採取して顕微鏡観察を行い、

①鋭利なエッジによる切断面、②ナイフによる切断面、③荷重による切断面との比較を行った。  
 切断面が揃っているストランドは、鋭い切断面となっている単糸が目立つ（写真 3-2-13） 
 切断面が不揃いなストランドは、鋭い断面となっている単糸はほとんど見られない（写真

3-2-14） 
 切断面の比較においては、揃っているストランドの切断面は比較的ナイフによる切断状況

と類似しており、不揃いなストランドは引張荷重またはエッジによる摩耗切断に比較的類

似している  

  
写真 3-2-13 切断面が揃っているストランド（左：ストランド、右：拡大） 

   
写真 3-2-14 切断面が不揃いのストランド（左：ストランド、右：拡大） 

  
写真 3-2-15 エッジにて摩耗切断させた係留索と同材料のヤーン 
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写真 3-2-16 ナイフにて切断させた係留索と同材料 

   
写真 3-2-17 引張荷重により破断した係留索と同材料 

 
 

3.2.4.  残存強度試験 
① 上部主係留索 

上部索 No.1 の礁体側既存アイを含む端末部分及び切断した上部索 No.3 の本体部より試

料を採取し、引張試験を実施した。 

 

  
 上部索 No.1 上部索 No.3 

規格強度 460kN 460kN 
破断強度 452kN 484kN 
破断箇所 既存ｱｲｽﾌﾟﾗｲｽｴﾝﾄﾞ ｱｲｽﾌﾟﾗｲｽｴﾝﾄﾞ 

初期規格強度に対する

低減率 98.3% 105% 

 
② 副係留索 

 上部索との連結部分を中央として試料を採取し、引張試験を実施した。 
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 副係留索 

規格強度 202kN 
破断強度 169kN 
破断箇所 中央部 

初期規格強度に対する

低減率 83.7% 

 
3.2.5.  所見 

残存強度試験より切断部直近から採取した上部主係留索 No.3 は規格値に対し 100%以上の強度

を有しており、経年による強度低下に起因する切断ではないと考えらる。 
回収品調査及び切断部調査では切断部と切断部付近に多数の擦過痕が認められた事から今回の切

断は何らかの物体との接触によって繊維に損傷が生じたために破断したものと推測される。 
 
3.3.  搭載機器 
 流出時に流出警報は発信されなかった。 
3.3.1.  流出警報発信機の状況 

 キャップは外れていなかった 
 キャップ内部への海水の浸水と汚泥の蓄積を確認 
 キャップと外筐フランジの間に隙間を確認 
 機器内部（ガスボンベ室、電子機器室）への海水の浸水・腐食および乳白色の液体（海水

とｱﾙﾐﾆｳﾑの化学反応により生成）を確認 
 機器内部部材（ソレノイド、ガスボンベ室、電子機器）の腐食を確認 

3.3.2.  フラッシュライト 
 外観に目立つ損傷は認められなかった 
 機器内部への浸水はみられず、損傷も認められなかった 
 電池電圧は消費されていなかった（夜間点滅していなかった） 
 室内にて圧力センサ、光センサ、フラッシュライトの駆動回路について検査した結果、全

て正常であったが、ランプは点灯しなかった 
 
上記の結果、フラッシュライトの内部機器は正常であったが電池電圧が消費されていなかったこ

とから、光源（キセノンランプ）の故障（ガス抜け）によって作動しなかったものと思われる。 
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4.  切断原因の推定 
今回の係留索切断は経年による強度劣化に起因する破断では無く、鋭利なエッジまたはナイフに

よる人為的と思われる力（行為に至る経緯は不明）によって、繊維に損傷が生じて破断したものと

推測された。以下にその根拠を示した。 
 係留索の強度試験の結果、上部主係留索は初期規格強度の 98％（端部）・100％以上（直線

部）、副係留索は 84％を保持していた。 
 また、切断部はスプライスエンドでは無く直線部で、切断面は過荷重による破断の際に生

じる撚りや繊維の乱れも軽度で繊維端が概ね揃っていた。 
 ミクロ調査による係留索の切断面は鋭利なエッジまたはナイフによる切断面に類似してい

た。 
 
5.  今回の調査からの課題 
 今回の流出事故調査結果から抽出される課題について整理して以下に示した。 

 係留索切断に対する課題 
今回の流出事故は、上部主係留索のワイヤー外装加工が施された部位における切断であり、

不可抗力によるものと考えられることから有効且つ経済的な対策は困難であるが、現状の耐摩

耗・耐切創性を向上させる技術（素材）について参考として以下に示した。 
・ケブラ繊維：高強度、高耐熱・・・防弾チョッキなどの素材 
・アラミド繊維重織物：高強度、高耐熱、高薬品・・・防弾チョッキなどの素材 
・超高密度ポリエチレンファイバー：ナイフ等の突き刺しに強い 
・その他：ワイヤー外装の厚み・太さを増す 

 
 漁業者への中層浮魚礁設置の周知と啓蒙 

係留索切断付近には漁具のようなものでひっかけられ、引っ張られたことによってついた損傷

が見られた。これらの行為を軽減するためには中層浮魚礁を利用する漁業者や近傍で操業する漁

業者への情報提供と使用方法の啓蒙が重要であると思われる。 
 
 安全対策に対する課題 

今回の流出事故では「流出事故を知らせる警報システム」及び「流出時夜間安全対策として設

置されたフラッシュライト」は作動しなかった。また、急浮上防止対策として設置されているパ

ラシュートは、収納容器内外に付着生物がたくさん付着した状態で開いていなかった。以下にそ

れぞれの安全対策が作動しなかった原因と今後設置される中層浮魚礁についての対策について

示した。 
警報システム：中層浮魚礁に設置された流出警報発信機内に海水が浸水（浸水時期不明）し、

機器内の部材が腐食して流出警報発信機が作動しなかった。対策としては「流

出警報発信機の適正な保守管理の実施」や「より信頼性の高い警報システムの

採用」が有効な対策と思われる。 
フラッシュライト：光源（キセノンランプ）の偶発的な故障が点滅しなかった原因であるこ

とが推察された。偶発的な故障であるため対策は困難と思われる。 
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パラシュート：パラシュートが開かなかった原因としては不明であるが、パラシュート収納

部には付着物が多数付いていたことより、今後の対策としては付着物がつきに

くい処理や急浮上により多くの抵抗がパラシュートにかかる構造の検討が必要

と思われる。 
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